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＜ヤマハ発動機 ： ウェブサイトのご案内＞ 

ヤマハ発動機のＷｅｂサイトでは、「ＣＳＲリポート２００８」の情報に加えて、さらに環境情報では各グループ会社や 

工場ごとの取り組みをご紹介した「資料編」や、財務情報をご紹介した「アニュアルレポート」も掲載しています。 

また、本リポートでご紹介した各分野の活動の追加情報も随時更新いたしておりますので、是非こちらもご覧ください。 

■ 企業・ＩＲ情報Ｗｅｂサイト　http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ 
■ ＣＳＲリポート ： 資料編     http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/csr/download/index.html 
■ アニュアルレポート         http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ir/material/ 
■ ファクトブック                http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ir/material/ 
■ 決算資料                      http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ir/report/index.html 
■ 有価証券報告書             http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ir/security/index.html 
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　プロフィール 

 

　ヤマハ発動機は、創立以来、小型エンジン技術やＦＲＰ加工技術、 

さらには制御技術などの向上に取り組みながら、常に「高品質・高性能」

や「軽量・コンパクト」を追及し、地球環境に対して負荷の少ない製品

を開発し、世界の国々を舞台に製造・販売しています。 

■ 創　　立 ： １９５５年（昭和３０年）７月１日 

■ 資 本  金 ： ４８,３００百万円（２００７年１２月３１日現在） 

■ 代 表 者 ： 代表取締役社長  梶川 隆 

■ 従業員数 ：  

ヤマハ発動機株式会社（単独）＝ ９,０１９名（２００７年１２月３１日現在） 

ヤマハ発動機グループ（連結）＝ ４６,８５０名（２００７年１２月３１日現在） 

■ 連結子会社 ： 国内・海外の製造会社､販売会社を合わせて111社

(主要な連結子会社の名称､所在地および､それに関わる変更等に 

ついては本頁下に記載のヤマハ発動機Webサイト「企業･ＩＲ情報」を 

ご参照ください) 

■ 事業内容 ： モーターサイクル､スクーター､電動ハイブリッド自転車､

ボート､ヨット､ウォータービークル､プール､和船､漁船､船外機､ 

ディーゼルエンジン､ＡＴＶ（四輪バギー車）､サイド･バイ･サイド･ビー

クル､ゴルフカー､汎用エンジン､発電機､ウォーターポンプ､スノー 

モビル､小型除雪機､自動車用エンジン､産業用ロボット､産業用無人

ヘリコプター､車椅子用電動補助ユニット､乗用ヘルメット等の製造 

および販売。バイオテクノロジーによる農林水産物･微生物の生産･

加工･販売。各施設の経営､ならびにこれに付帯する事業。 

■ 本社所在地 ： 静岡県磐田市新貝２５００番地 

 

　編集方針　―本リポートでお伝えしたいこと― 

 

　ヤマハ発動機グループは、“世界の人々に新たな感動と豊かな生

活を提供する”という企業理念のもと、グローバルな事業活動を通じ

て社会のさらなる発展に貢献していくことをめざしています。 

　２００７年度の活動をご報告する本リポートは、グローバル･リポー 

ティング･イニシアティブ（ＧＲＩ）のサスティナビリティ・リポーティング・

ガイドライン２００６や、環境省の環境報告書ガイドライン２００７年度版を

参照し、グローバルな視点で質の高い情報開示をめざしています。 

　編集にあたっては、社会的な動向やステ－クホルダーから求められ

る要望などの把握に努め、当社グループのＣＳＲ活動について皆さま

により分かり易くご理解いただくために、それぞれの分野でＣＳＲ活動

を推進するリーダーの考えをご紹介すると共に、社会に信頼され模範

となる企業をめざした諸活動の方針や実績をリポートしております。 

　さらに、世界の数多くの国に生産・販売拠点を持ち、連結売上高の

約９０％を海外で占めるグローバル企業としての認識に立ち、世界 

各地で行われている活動もできる限り広くお伝えしております。また、

昨年の安全保障貿易に関わる一連の教訓を将来に活かすために 

「お客さま基点」の徹底と「コンプライアンス最優先」の企業風土づく

りに向けた社内改革についても、ご報告しております。 

　なお、当社グループのＣＳＲ活動のご報告は、本リポートに加え、 

本リポートの資料編および当社グループのＷｅｂサイトにも掲載させ

ていただいております。今後も当社グループは経営の透明性を高め、

さまざまなステークホルダーの皆さまへの説明責任を果たして 

いきたいと考えています。さらに皆さまとの対話を重ねることで当社

グループのＣＳＲ活動の継続的な改善に努めてまいります。 

　最後に、当社グループの今後のＣＳＲ活動のご参考にさせていただ

くために、本リポートをお読みになっての皆さまからのご意見やご感

想をお寄せいただければ幸いでございます。よろしくお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００８年 ６月 

 

 

 

 

■ 報告範囲 ： ヤマハ発動機株式会社および連結対象会社（一部、関係 
　　会社を含む）からなるヤマハ発動機グループ 
　　※環境分野、社会分野の活動報告における数値データはデータ毎に対象範囲を明記し
　　ています。 

■ 対象期間 ： ２００７年１月から１２月末 
　　※重要な情報については、一部対象期間前後の報告を含みます。また、２００４年度の数値
　　データは、決算期変更のため日本・北米などは２００４年４月１日から１２月３１日、欧州・ 
　　アジアなどは２００４年１月１日から１２月３１日の変則決算となっています（一部、推定 
　　データにおいては、２００４年度も１２ヵ月換算の参考数値を掲載）。 

■ 社名表記 ： ヤマハ発動機株式会社は、本ＣＳＲリポートにおいて 
　 ヤマハ発動機と表記（一部、表組みなどでは略称としてYMCを使用）。 
　　※ヤマハ発動機の連結子会社（一部、関係会社も含む）のうち、日本国内の会社の社名
　　表記については日本語表記とし、法人格呼称を省略しています。日本国外の会社の 
　　社名表記については、英文の社名の略称を用いました。また、団体名については（財）（社）
　　などの略称を用いました。 

■ 前回発行日 ： ２００７年６月 

■ 次回発行予定 ： ２００９年６月頃 
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　２００５年のスタートから３ヵ年にわたって取り組んできまし

た中期経営計画『ＮＥＸＴ５０-Ｐｈａｓｅ2』は、お客さま、株主、

お取引さま、従業員をはじめ多くのステークホルダーの皆さ

まのご支援のおかげをもちまして、大きな成果を上げること

ができました。あらためて心よりお礼を申し上げます。 

 
「持続的な価値創造」と「競争力強化」 

　前中期経営計画『ＮＥＸＴ５０-Ｐｈａｓｅ2』では、ヤマハ発動機

グループは「ＣＳＲ※１の遂行」を重要な経営基盤に位置付け、

持続的な成長と収益力の基盤強化はもとより、環境や社会と

の共生に努め、ＣＳＲの根幹ともいうべきコーポレート･ガバ

ナンスの強化や、コンプライアンスの推進に積極的に取り組

んできました。 

　また、グローバルな視点では、世界各地での事業を通じて

ステークホルダーの皆さまや広く社会との信頼関係を築き、 

「持続的な価値創造」と「競争力の強化」に努めてきました。 

 
「社会への約束」を誠実に実践 

　さらに、２００７年度は、安全保障貿易に関わる一連の教訓 

を将来に活かすため、２００７年４月のコンプライアンス推進 

特別委員会（外部有識者委員会）からの提言を真摯に受け止

め「社会への約束」を誠実に実践するため、「お客さま基点」

の徹底、コンプライアンス最優先の企業風土づくり、社内の 

推進体制の強化など、より信頼される企業をめざした諸改革

に取り組んできました。 

 
長期的な視点に立った「価値創造」の追求 

　そうした経過を踏まえた今年度は、グローバル企業として

の持続的な成長を果たすため、２００８年から２０１０年までの 

３ヵ年における経営課題、事業戦略、数値目標をまとめた新中

期経営計画を策定し、その推進をスタートいたしました。 

　この新中期経営計画は、ヤマハ発動機グループの長期 

経営ビジョン“Frontier２０２０”のフェーズ１として位置付け、

ステークホルダーの皆さまからの信頼を基盤に「収益」「成長」

「顧客提供価値」の３要素をさらに高い次元へ発展させてい

きます。さらに、前中期経営計画の達成状況と残された課題

を踏まえ、信頼性を担保できる「経営の質」の強化を図りな 

がら、長期視点に立って「価値創造」を追求していくものです。 

 
社会と共に持続的な発展 

　人が地球によって生かされているように、企業もまた同様

に地球によって生かされている存在です。従って、企業の存続

は地球や社会の存続なしに考えることはできません。そうし

た視点で現状に目を向けると、今、地球環境は深刻な状況を

迎えていることがわかります。 

　昨年のＩＰＣＣ※２報告では、「２０世紀半ば以降に観測された

世界平均気温の上昇は、その大部分が人為的温室効果ガスの

排出増加による可能性が非常に高い」と結論づけられました。 

今年７月に開催される洞爺湖サミットでも、地球環境問題が 

主要なテーマとなるものと思われ、地球の温暖化は国際的な

枠組みの中での対策が必至となっています。 

　ヤマハ発動機グループとしても、この地球環境問題は最重

要課題と認識し、特に地球温暖化に深く関わるとされるＣＯ２ 

の排出については、「２０１０年までに１９９０年比３０％原単位※３ 

削減」を共通目標として提示。世界の拠点や工場の全ての 

部門で省エネ、製品の燃費や環境性能の向上などに努め、 

グローバルな活動を通じて着実に成果を上げ「社会の持続可

能な発展」の中で「企業の持続的な成長」をめざしています。 

 
社会的責任を自覚し誠実に実践 

　ヤマハ発動機グループは、創業以来、“社訓”において、 

「企業活動を通じた国家社会への貢献」を掲げ、社会にとって

有用で存在価値のある取り組みに努めてきました。 

　本業を通じた社会への貢献や本業で培った人材や資産を

活かした社会と共存のための貢献など、さまざまな分野にお

いて展開いたしました。今後もグループ従業員の一人ひとりが、

社会的責任を自覚し誠実に実践し、自らの職務を通じた社会

貢献を果たすことによって、「世界の人々に新たな感動と豊か

な生活を提供する」感動創造企業であり続けたいと考えてお

ります。 

　本リポートをご覧いただくことを通して、皆さまとのより 

良い信頼関係を築いていけることを願うとともに、本リポート

の内容を含めて、忌憚のないご意見を賜ることができれば 

幸いでございます。 

　２００８年６月吉日 
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ヤマハ発動機株式会社 
代表取締役社長 

社会からの信頼を基盤に 
グローバル企業として経営の質を高め 
『感動創造企業』であり続けます。 

※１：ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）＝企業の社会的責任 
※２：ＩＰＣＣ（Intergovernmental Panel on Climate Change）＝気候変動に関する政府間パネル 
※３：原単位：製品１台あたりの燃費、その他は売上高に対するエネルギー使用量を意味する 
 
 



「お客さま基点」と「コンプライアンス最優先」の 
経営姿勢を徹底 
 

司会　２００７年４月に高先生を委員長とするコンプライアンス推進特

別委員会から「５つの提言」を受け、社会から信頼され、模範となる企

業風土をつくるため、さまざまな取り組みを行ってきました。 

　提言の趣旨であった当社の経営は、お客さまからの信頼の上にの

み成り立っていることをまず自覚した上で、改めてコンプライアンス

最優先の経営姿勢をあらゆる機会を通じて発信すると共に、役員・社

員の行動基準としての倫理行動規範の改定と職制を通じた周知活動、

現場リスクを反映した教育・研修、重要なリスクの未然防止を強化 

するための体制やグループリスクマネジメントシステムの整備、内部

監査体制の強化などに取り組んできました。 

　こうした２００７年度の当社の取り組みを振り返り、印象や課題認識

について梶川社長から報告をお願いします。 

梶川　先生方からさまざまなご意見をいただき、改革に努めてまいり

ました。まだ十分とはいえませんが、コンプライアンスの周知徹底、 

教育研修やリスク・コンプライアンス委員会などでの活動も徐々にで

すが活発になり、社内で着実に浸透してきていると見ています。特に 

「お客さま基点」の徹底やネガティブな情報も上がり易い、風通しの

良い企業風土づくりは社内の隅々に根付くまで、今後も強く意識して

取り組まなければなりませんし、考えているだけではなく、行動するこ

とを徹底しています。コンプライアンスは法令遵守というだけではな

く、社会規範、常識も含めて守るんだということを繰り返し認識して、

職制を中心に社内に浸透させていくつもりです。 

高　委員会というものは形骸化しやすいもので心配しておりましたが、

リスク・コンプライアンス委員会も機能し始めていることや、行動規範

の見直しや周知徹底など、積極的によくここまで取り組んでくれたな

と思います。 

梶川　社内での議論を重ね、職場で抱えるリスクを反映したより実用

的な「倫理行動規範」へ見直しをしたり、リスクマネジメントを日常 

業務に組み入れていくための体制づくりや必要最低限のルールの 

徹底など、グループ全体でコンプライアンスとリスクマネジメントを

統合的に取り組んできました。まだまだ緒についた段階かも知れま

せん。今年はそれぞれの活動をモニタリングしていかなければなり 

ません。言い放しで終わらないように、倫理行動規範についても意識

調査などを通じて確実にフォローアップしています。 

　また「倫理行動規範」は、国内関係会社３０社についても､それぞれ

の会社の規範として制定してもらいました。もちろん、そこには私の

メッセージも発信しましたが、各会社の社長のメッセージも入れて当

事者意識を高めました。 

司会　コンプライアンスのグループ全体での浸透と言う点では、海外

関係会社、そしてその先のサプライチェーンでの取り組みも着実に進

めていかなければなりませんが、その点についての課題を伺いたい

と思います。 

梶川　海外でもやはり、なぜ取り組まなくてはならないのかをじっく

り社内で共有しながら、法令や文化、慣習も違うなどの問題を調整し、

また、こうした活動をバックアップする取り組みも始めています。 

　サプライチェーンに対しては、今後の課題ですが、例えば工場で環

境対策を行うことはコストや先々のリスクを下げることになり、資源

の節約はお互いのメリットになるということをきちんと説明し、理解し

てもらうよう努力しています。当社では、このようにグリーン調達の切

り口からサプライチェーンの教育を推進してきましたが、これからは

CSR調達の視点から着実にステップアップしていきたいと思います。 

上村　サプライチェーンに対する意識改革の取り組みは、どこの会社

もとても難しい課題として上げられていますが、積極的に取り組んで

いる会社については何らかの報償があってもいいでしょうね。環境 

対策でも、コンプライアンスでも、きちんと行ったら得をするという 

仕組みをつくったらいかがでしょうか。 

梶川　そういった意味では、きちんと対応していただいたサプライヤー

には、表彰をしてモチベーションアップを図ることも大切だと考えて

います。全てのサプライヤーが当社だけの仕事をしているわけでは 

「社会への約束」を誠実に実践し、 
 社会から信頼され模範となる企業をめざして 

当社は、昨年の安全保障貿易に関わる一連の教訓を機に、「社会からより信頼される会社」をめざし、 

コンプライアンス推進特別委員会（外部有識者委員会）の提言を誠実に実践することを社会の皆さまに約束し、 

これを基にさまざまな活動を進めてきました。 

そこで今回の座談会では、提言者の立場から当時委員長を務められた高巌先生をお招きし、 

これまでの当社の取り組みや今後の課題などについてご意見をいただくとともに、 

さらに第三者の視点から当社のこれまでのCSR活動やこれからの取り組みについてご意見をいただくために、 

上村雄彦先生にもご参加いただきました。 

プロフィール 

 高　巌　先生　　■ 麗澤大学 大学院 国際経済研究科教授　京都大学 経営管理大学院 客員教授 
１９５６年生まれ。早稲田大学大学院商学研究科博士課程単位取得、同大商学博士、同大社会科学部研究
員。ペンシルバニア大学ウォートン校フィッシャー・スミス客員研究員。麗澤大学国際経済学部専任講師、
同大国際経済学部教授（企業倫理センター長）。経済産業省、国土交通省などの審議会委員。企業の 
コンプライアンス委員、企業倫理委員会委員長などを務め、企業倫理の実践的提言を多く行っている。
著書に「企業の社会的責任」（共著）、「コンプライアンスの知識」などがある。 
 

上 村  雄 彦　先生　■ 千葉大学 大学院 人文社会科学研究科 地球福祉研究センター准教授 
１９６５年生まれ。大阪大学大学院法学研究科博士前期課程、カールトン大学大学院国際関係研究科修士
課程終了。カナダ国際教育局カナダ・日本関係担当官、国際食糧農業機関住民参加・環境担当官、奈良
大学教養部専任講師、ネットワーク「地球村」国際部長、CSR経営研究所主任研究員、千葉大学大学院
公共研究センターCOEフェローを経て現職。アフリカをはじめとする途上国での環境破壊、貧困、紛争、
食糧事情等の問題に積極的に取り組み、関連した著書や論文も多く発表している。 
 

梶川 社長を挟んで､向って左が 高 巌 先生、右が上村 雄彦 先生  

司会進行はＣＳＲ企画推進部長の杉本典彦（左から２人目）が担当 

1）「お客さま基点」を徹底するため、企業統治を強化します。 
お客さま基点に立ち、役員・幹部にネガティブ情報が上がる仕組みを強化します。 
また、意思決定における議論のプロセスを重視し、取締役会の牽制機能を強化します。 

2）リスクを合理的に管理するため、専門委員会を機能強化します。 
リスク・コンプライアンスに関わる専門委員会の責任権限を明確にし、強化します。
その決定事項を着実に実行に移していく体制を整えます。 

３）責任ある対応を推進するため、組織風土を抜本的に改革します。 
役員・社員各階層へのコンプライアンス教育の一層の充実をはかり、また各階層間の
コミュニケーションを促進することにより、一人ひとりがつねにお客さま、株主・
投資家、社会に対する責任を意識して行動する企業風土づくりに取り組みます。 

４）コンプライアンスの機能を強化します。 
グローバル企業として世界の各国・地域での法令・社会規範に適合した企業活動
を推進するために、グローバルに現場を支援するスタッフを育成強化し、グルー
プ全体の企業倫理の向上に取り組みます。 

5）監査機能を強化します。 
グローバルな企業活動に対応した効率的で実効性の高い監査体制の整備・強化
を進めます。 
 

「コンプライアンス推進特別委員会」の提言を受けての当社の対応について（２００７年５月） 
当社は、グローバル企業としての社会的責任を自覚し、さらにお客さま基点の経営に立ち返り、より信頼されるヤマハ発動機となるために、 
「コンプライアンス推進特別委員会」においてまとめられた以下の５つの領域の提言に沿った改革に着手しています。 
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ありませんから、当社の意思を一方的に押し付けることもできません。

しかし、さまざまな問題があり、道のりは遠いかもしれませんが取り組

んでいく必要があります。 

高　海外関係会社への取り組みも簡単ではありませんが、特に海外

サプライヤーへコンプライアンスを浸透させるのは、たしかに難しい

問題だと思います。一次のサプライヤーならまだしも、二次、三次とな

ると本当に難しい。まず、できるところから徹底していくことでしょうね。 

　私はコンプライアンス全般というより、たとえば環境、児童労働、強

制労働問題などに絞って取り組んではいかがかと思います。本社で

まずこうしたケースについて現状把握し、「この国のこの問題から解

決していこう」、「もしできないのならばどんな支援が必要なのか」を

地道に対話していくという姿勢が必要ですね。いちばんいけないのは、

言いっ放しやマニュアルなどを渡して、うちはこれで取り組んでいま

すよ、という態度や、質問票を渡してアンケートを集計するだけで仕

事をしたと考えることです。 

 

原理に基づき、迅速に意思決定できる会社に 
 

高　コンプライアンス経営はたしかに重要なのですけれど、これをや

れ、あれをやれということになると、現場の方が「よけいなことはしな

い」とか「言われたことだけをやる」というネガティブな意識が出てく

る危険があります。そうなると本来めざしているものと違ってきます

ので、いちばん大切なのは、今回の倫理行動規範にも述べられている

基本姿勢だと思います。 

　ヤマハ発動機グループは、それこそ世界中でビジネスを展開して

いるわけですから、世界各国の法律を細かく確認してから･･･などし

ていると、ビジネスチャンスを逃してしまうことにもなりかねません。

だから、基本姿勢に立ち返って行動できるような主体性のある会社に

することが理想だろうと思います。 

　私は提言をまとめるにあたって、従業員の皆さんと話しましたが、

皆さんとても熱心で燃えているんですね。こういう気持ちを生かして

基本姿勢に立ち返る意識を伸ばしていかないと、元気がなくなってし

まうと思うんですよ。 

梶川　私もそう思います。元気がなくなってしまっては、元も子もあ

りません。ですが、今はとにかくコンプライアンス意識をしっかり根付

かせて、主体性をもって行動するのは次のステップだと考えています。 

当社は、まだ「5つの提言」のもとで、社会から信頼され、模範となる

企業風土を作る段階にあると考えています。コンプライアンスの周知

徹底や教育研修はかなり進めていますが、これは継続していかなけ

れば本当に成果は得られないと思っています。 

高　なるほど、わかりました。まず、この段階を徹底的にやる、という

ことですね。社長の強い決意を感じました。 

梶川　研修も、一般的な話ではなく、当社の具体的事例を取り上げて

研修しています。そうしないと実にならないのではないかと思うんです。

それで少しずつレベルアップしてきていると見ています。 

高　最終的にめざすのは、ガバナンスでもコンプライアンス研修にお

いても、ヤマハ発動機の良い企業風土をつくっていくことだと思いま

す。梶川社長のお話からも、一足飛びにはできないから、まずここか

ら取り組んでみよう、というように、それが職場の中から自然とでてく

るような企業風土をめざしてもらえればいいと思います。 

梶川　先頃、“社長に物申す”というような内容で、私と会社について

話したい社員を募集しました。１０数名ほど集ってもらい、この時、今

日と同じような話が出たんです。「社長はコンプライアンスと言うけ

れども、我々はもっと伸び伸びと仕事をしたい」と。 

　ですが、社会人として規範を守ることが、なぜ仕事の邪魔になるの

かと話したところ、結局は自主的に判断してやろうということになっ

たんです。 

　その後で彼らから感想文をもらいましたが、皆、「安心しました」と

書いてあるんですね。いろいろ話し合えて良かったと思いました。 

高　伸び伸びと仕事をするために今、取り組んでいるということを理

解してくれたんでしょう。 

　今のお話を生かすためにはやはり具体例での研修ですね。言葉で

理解するだけでなく、実際に行動しなければならなくなる。将来的に

工夫点があるとすれば別の職場や部署の研修に出て話をするという

ことも一つの手ですね。自分の部署では言えなかったことが言えたり、

違ったビジョンが生まれてくるかもしれません。 

　中間管理職から文化を変える、という点でも研修はいいアイデアで

す。それをまた、横に展開するなどすれば良い成果が出てくるのでは

ないでしょうか。 

上村　この座談会に参加するにあたって、ヤマハ発動機のこの間の

報告書や資料を読ませていただきましたが、率直にコンプライアンス

について真剣に取り組んでいる、という印象を強く受けました。 

　さらに、今の梶川社長のお話を聞いて、トップ自らが言っているだ

けでなく、実際に会社全体で行動を起こし、改革したいという熱意を

感じました。 

高　私の知っているアメリカの会社の話をしますが、1990年代まで

はコンプライアンス･マニュアルをどんどん厚くしていったんです。し

かし、ある段階にきたらやめてしまいました。社内でそれが常識だと

いう意識が徹底されたら、こんなマニュアルは必要ないということに

気づいたわけですね。そこで、ルールに基づいて行動するのではなく、

原理に基づいて行動する会社をめざし、迅速に意志決定できる会社

へと切り替えていきました。 

 まずは今の段階を徹底的にやり、最終的にはそこをめざしたらいか

がでしょう。 

上村　一人ひとりが責任を自覚する、見識を持って行動できるように

なることは素晴らしいことだと思います。そのような研修を行うため

には、専門的なテクニックが必要です。ルールから原理に基づく 

行動のできる研修、つまり発展性のある研修をしていくことが大切 

ではないかと思います。 

 

グローバルな視点を意識し、社会との連携を 
 

司会　ありがとうございました。それではここで少し視点を広げ、 

ＣＳＲの視点から当社の活動について、ご意見を戴きたいと思います。 

ヤマハ発動機グループは、従来から世界の国々において事業を通じ

て社会に貢献する活動も展開しています。その一例として、１９７０年代

から当社が途上国を対象に取り組んできた沿岸漁業支援があります。

このプロジェクトは、お客さまが求める真に価値あるものを提供しよ

うという考えのもとに、漁業の安全性向上を図り、漁獲量の増大によ

る収入アップで生活を安定させることを最終的な目標においたもの

です。 

　そのために、現地の伝統的な漁業スタイルを尊重し、それまで長年

にわたり使用されてきた手こぎカヌーに船外機を搭載して動力化を

図ったり、そうした船型をベースにさらに安全性の高いFRP船を設計

して導入しています。 

　このようなハード面のほか、船の設計者の派遣やメンテナンスの実

地指導など、ソフト面でも活動を充実させました。そして、さらに漁業

資源の効率化を図るため、日本の漁法を紹介するほか、商品価値を引

き上げ、収入アップを支援する燻製や干物などの魚の加工法や流通

方法などを広報誌で紹介してきました。この広報誌は大きな反響を

呼びました。 

梶川　このような社会貢献活動は、当社は昔からずいぶん取り組ん 

でいると思います。これはほんの一例で、もう少し紹介すると、途上

国の交通インフラが整備されていない地域では、当社のバイクが 

タクシーとして活躍しています。道すらない地域では水路や湖を利用

して、当社の船外機を搭載したボートが人や荷物を載せて行き来して

います。 

　また、途上国の水不足問題にも取り組み、茶色い河川水を安全な 

生活用水に変える緩速ろ過装置を開発し、アセアン諸国で数々の 

モニター評価実績を上げ、さらに国際機関とともに持続可能なビジネ

ス育成プログラムの一環としてスタディを進めています。 

高　いろいろと活動を展開されているのですね、驚きました。このよ

うな活動を広く展開しているのであれば、こうした社会貢献活動に対

する視点というものを少し整理してみてはいかがでしょうか。 

　バイクやボートによるタクシーは、交通というインフラに貢献して

いると思いますし、水の供給はとても重要なことだと思います。これ

はもう貧困問題にも取り組んでいるのと同じことです。 

　私は、ヤマハ発動機はいい会社だと思っていますので、さらに世界で 

左から高先生、梶川社長、上村先生 
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の視点を意識して、いい意味でもっと社会に対してアピールしてもい

いんじゃないかと思います。 

梶川　CSRとして意識してやってきたわけではないので、今までは

そうした取り組みに対しては、メディアに取り上げられたことはあって

も、当社が社会に対してあまりアピールしていませんね。手前味噌の

ように受け止められるのも嫌でしたし。 

上村　広く社会に知ってもらうという点からいえば、先ほどの沿岸漁

業支援の話や、また農業問題への取り組み等の話は、私が以前勤務し

ていたFAO（国連食糧農業機関）と何らかのジョイントプロジェクトを

進めるとか、評価してもらうというような国連との関わりも一つの 

方法だと思います。 

　その点でいくと、国連グローバルコンパクトへの参加ということも

視野に入りますよね。世界的な企業ということを考えれば、こうした

活動をもっと積極的にアピールすることが重要なことだと思いますし、

さらに活動の成果を広げ、より社会的責任を果たしていくためには、

社会的な課題解決を推進している機関や組織、地域社会との連携も

大切になってきます。 

 
多様な発想をもつ人材を基盤に世界の感動を創造 
 

司会　ヤマハ発動機グループは、２００８年２月に発表した中長期 

ビジョン（Ｆｒｏｎｔｉｅｒ２０２０）の中で、２０２０年にありたい姿として 

「多様な価値を持つ複数のコア事業体で構成されるひと回り大きな

個性的企業」を掲げ、またその第１フェーズとしての３ヵ年中期経営計

画ではステークホルダーからの信頼を高め、将来の持続的な成長の

基盤として経営の質の強化をめざしています。 

　長期ビジョンでの多様な価値の方向としては、３つの領域を設定し

ています。その中でも「パーソナルモビリティのフロンティア」を基軸

として極めていく、と定めています。具体的には、現在の高い環境性

能をもつPASやエレクトリックビークル領域に加え、新しいコンセプ

トのパーソナルコミューターなどが重点領域となります。これからの

当社事業活動や社会との関わりについて期待することや、ＣＳＲの視

点からご意見をいただければ、と思います。 

上村　一番大事なのは、これからどういう世界をつくりたいかと 

いったビジョンやイメージを持っていることなんです。そのためには、

バックキャストという考え方が大切になると思います。 

　これは、たとえば２０５０年に日本や世界はどうなっているかを想定し、

２０５０年にあるべき社会を実現するために２０４０年までにこれを 

やって、２０３０年までにはこれをやろうというプランを逆から立てる 

手法です。　　 

　今を起点として将来を考えるのとは逆の発想です。ですから２０５０

年に環境はどうなっているか、経済社会はどうなっているか、そこを考

えていくのも大切ではないかと。問題が見えれば、それを解決するた

めにヤマハ発動機はどのように動いていくか。そのようなビジョンが

あれば、これからのニーズがはっきりし、ヤマハ発動機がやるべき 

ことが明確になる。それを本気でやっていけば、世界にも感動させる

ことができるわけです。かなり長期的ですが、この視点も加えてお考

えいただければと思います。 

高　このような議論をさせる会社は最近多いですね。たとえばある

自動車会社では、若い社員に“車のない社会を考えろ”など、そんなテー

マを突きつけて会社の将来ビジョンのイメージを描かせていますね。 

梶川　当社の長期ビジョンでは、１０年後の会社の姿は･･･ということで、

皆に出してもらったんですね。「パーソナルモビリティ」を主軸に考え

ていますが、そのさらに先の社会構造の枠組みの中でのパーソナル

モビリティを考えていかなくてはいけないということですね。 

上村　世界は想像以上に早いスピードで変化しています。たとえば

地球環境問題。２０５０年には相当悲惨な状況になることが予測されて

います。でも、多くの人々はいやなことはわかっていても見ようともし

ない。そういう人間心理ってあるでしょう。しかし、そこを積極的に取 

り組んでいくことが、これからは大切なことと私はとらえています。 

　ヤマハ発動機の場合は事業の性格上、CO2低減に対しては注目を

浴びると思いますが、排出権取引や排出量取引などについてはどの

ようにお考えですか。 

梶川　それについては業界全体として研究しているところです。い

ずれ、そういうことは何らかの決着を見るものと思いますが、今はどの

ような仕組みが想定されるかなど注視しているところです。もちろん

自助努力も必要で、CO2低減をめざした個別対応についてはバイク

の開発や燃費向上、電動ビークルや燃料電池車の開発・研究や一部

実用化もしています。 

　また、ライフサイエンス事業でもCO2を吸収する研究を早くから 

取り組んできました。現在は、サプリメントが注目を集めていますが、 

ヘマトコッカス藻のCO2吸収力も期待ができそうで、これを環境活動

に応用できれば、また、違った貢献ができると考えています。 

上村　本当にいろいろな領域で活動していらっしゃるんですね。緩速

ろ過装置や沿岸漁業支援、バイクタクシーなど、ヤマハ発動機は 

バイクの会社だけれど、社会の面や環境の面でいろいろなことに取り

組んでいるという印象です。 

　“感動”という面で考えれば、バイクに乗っての“感動”もあれば、水

をきれいにして人に喜んでいただく中での“感動”もあります。ちょっ

と飛躍しますが、ヤマハ発動機が電動バイクやバイオの技術を基盤に

して、各自治体や関連企業に環境コミュニティの創造を提案されては

いかがでしょう。きっと大きな“感動”を呼びますよ。 

梶川　そういったところで、当社にはたくさんの才能、経験を持った

人材がいます。先の沿岸漁業支援は海外市場開拓事業部（OMDO）

が中心となったプロジェクトです。 

　以前から海外青年協力隊の出身者を採用していますが、これが皆

バイタリティにあふれた人たちで、こうした人たちがOMDOの母体と

なっています。当社における海外青年協力隊出身者の採用率が高い

ことで評価を受けたこともありました。 

　最近では、ライフサイエンス事業で農学部出身者を採用しています。

この人たちも海外青年協力隊OBと同じく、当社の中では異色の発想

をもっているといえますね。 

上村　なるほど、それで納得できました。先の梶川社長のお話を伺っ

ていて、普通のサラリーマンがよくそうした事業に取り組めたなと 

思っていたんですよ。今でも海外青年協力隊の方が任務を終えて帰

国しても、日本で仕事がなかなか見つからないそうです。その意味で、

これもひとつの社会貢献ですね。 

世界のステークホルダーが誇れる会社に 
 

司会　最後になりましたが、梶川社長からは社会から信頼を得るため

の会社としての抱負を、そして両先生からはヤマハ発動機グループ

のＣＳＲの取り組みに対しての期待やご意見をお願いいたします。 

梶川　世界中のステークホルダーが誇れる会社をめざしていきたい

ですね。私も含めて、従業員一人ひとりがそのことを自覚して、会社にど

んな貢献をしているのか、そして会社を通して社会にどんな貢献をもた

らしているかを、つねに意識し事業に取り組んでいきたいと思います。 

上村　梶川社長のようにトップがＣＳＲの重要性を認識するという 

ことは、とても大切なことだと思います。さらに従業員の皆さんが 

オーナーシップをもってビジョンづくりをしたり、CSRを考えるワーク

ショップをするなどの自主的な動きがあればもっと前進するのでは 

ないでしょうか。 

　バックキャスト的な考えも取り入れて、二輪車事業やバイオ事業な

どを組み合わせたインパクトのある新たな事業を開拓してみてはい

かがでしょう。お話をきいていると、多くの才能ある人材も基盤もあ

ります。私は、ヤマハ発動機がそんな時期にきているという気がします。 

高　ひとことで言いますと「いい会社で働いていますね」と言われる

企業になってほしいですね。国内だけでなく海外で働く人も含めてで

す。そのために何をすればいいのか、私は同じことを言いますが、中

間管理職の方がこれから会社を引っ張っていくわけです。ですから、

その方たちの行動、意志決定がとても重要になってきます。 

　基本姿勢に戻って、自分で考えて判断してみせる。それを見て、部

の皆さんはこのように判断するんだと学ぶ。それが積み上がってい

い会社ができるのではないかと思います。自分の意志決定が次の時

代のヤマハ発動機をつくるんだという自覚をもって行動してほしい

ということです。 

　ケストラーの「飛躍のための後退」という言葉があります。これは

生物が生き残るための戦略なんですね。日常の中で、「ちょっと待てよ」

と考える、そうすればまた別の方向が見えてくる。私が今お話しした

のは、こういう上司なんですよ。上村先生がおっしゃった新規事業の

ことも同じだと思います。立ち止まって振り返ってみれば、いい人材、

事業があるんじゃないかと、そこから飛躍があるのではないでしょうか。 
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地球温暖化とともに、今、世界規模で問題解決を迫られている課題の一つに、アフリカなどに象徴される途上国の 

貧困問題があります。「世界の人々に新たな感動と豊かな生活を提供する」ことを企業目的に謳ったヤマハ発動機 

グループでは、そうした社会的な課題を真摯に受け止め、１９７０年代より途上国に対する漁業や農業などの産業支援に

着手しました。１９７５年には海外市場開拓事業の駐在員事務所をナイジェリアに開所。以来、約１４４の国および地域

で“その地域のために”をモットーにしたさまざまな取り組みをしています。 

4

5

6

7

関連情報： 
http://www.yamaha-motor.co.jp/global/area-marketing/index.html

□ 人々の生活に欠かせないヤマハ製品の数々 
　アフリカなどの途上国で今なお課題となっていることの一つに、交通インフラの未

整備があります。 

　道路自体の整備もそうですが、そのアクセスは幹線道路こそ何とか対応されていた

としても、人々が生活する村落までは交通網が整備されていないのが実情です。 

　そんな環境下で人々の生活に受け入れられているのが、悪路も走破が可能な当社

のバイクによるタクシーです。後部荷台が大きく、さらに強力なサスペンションをそな

えたモデルは、運搬車としても活躍し、国によっては医療用のワクチンを僻地まで運ぶ

ＮＰＯの足として高い評価を受けています。 

　また、そうした悪路すらない地域では、水路を利用した船外機搭載船が活躍してい

ます。そのほか、一般家庭での電源としての発電機やポリス向けの警備車両としての 

ＡＴＶなど、ヤマハブランドの製品は途上国の生活を支える必需品として無くてはなら

ない存在となっているのです。 

 

□ 船外機やＦＲＰ船とともに沿岸漁業のノウハウを提供 
　ヤマハ発動機グループの途上国に対する象徴的な活動事例として、アセアンやアフ

リカや中東などの途上国に対する沿岸漁業支援と漁業資源保全があげられます。 

　伝統的なスタイルを踏襲していたそれまでの途上国の漁業活動のほとんどは、人力

で行われていたために漁業作業の効率面はもとより安全面でも大きな課題を持って

いました。さらに、森林伐採で砂漠化が進んでいる状況下で木造船が使われていたた

めに、環境面でも大きな課題を抱えていました。 

　そうした課題に対してヤマハ発動機は、船外機やマリンディーゼルエンジンなどの

動力源の導入をはじめ、木造船に代わる素材としてのＦＲＰ船の建造を提案。現地の伝

統的な漁業スタイルを重んじながらも、安全性や効率性を重視した漁業スタイルの改

善に力を尽くしてきました。 

　さらに、漁業先進国である日本の沿岸漁業や養殖漁業の実態を、自ら取材し編集し

た情報紙の発行を通してノウハウを提供。併せて、漁業資源保全を目的とした人工漁

礁の設置など、漁業関係者はもとより政府関係者や国連機関の間で高い評価と信頼を 

獲得し、それぞれの市場における沿岸漁業の発展に寄与してきました。 

 

□ 安全な生活用水の確保や農業用水の散布にも貢献 
　さらに近年、深刻な問題として話題にのぼっているのが水問題です。ヤマハ発動機

では、こうした課題にも積極的に取り組み、途上国の人々をはじめ国際機関や関係す

るＮＰＯ等の信頼を獲得しています。 

　国際機関や途上国政府の要請を受けて取り組み、今、注目を集めているのが集落単

位の生活用水供給システム、緩速ろ過装置「クリーンウォーター」です。「クリーンウォー

ター」は、既にアセアン諸国において数々のモニター評価実績を上げていますが、 

現在は国際機関とともに持続可能なビジネス育成プログラムの一環として、インドネ

シアでスタディを進めるとともに事業化に向けての検証を行っています。 

　また、セネガルでは産業支援団体の協力のも

とで、当社のウォーターポンプを利用した乾燥地

域での野菜栽培を可能とした点

滴灌水装置を開発･導入。水資源

の節約はもとより、農作業の省力

化や収穫物の均質化などに大き

な成果を上げています。 

TOPICS : 1

11 12

社会とともに触れ合う「感動」を 

2

3

1

1 水中ポンプで井戸水を汲み取りチューブで農地を点滴灌水 

2 船外機の導入による沿岸漁業振興 

3 沿岸漁業のノウハウが詰まった「フィッシャリー inジャパン」や 

　「フィッシャリージャーナル」 

 

6 茶色い河川水を安全な生活用水に変えるろ過装置 

7 登校前に学校への給水を手伝う小学生たち 

4 住民の足として活躍するタクシーバイク 

5 水域を行き来するタクシーボート 

 



製品をステークホルダーの皆さまにお届けするだけでなく、それを安全に安心してお使いいただくために、ヤマハ 

発動機グループでは、製品の営業とともにさまざまなビフォアー＆アフターの活動を行っています。 

時には、営業の範疇を超えた地域社会への貢献活動まで。モーターサイクルをはじめとした輸送機器においては、 

地域社会の要請に応えた乗り方指導や安全教育も、企業の社会的責任活動としてグローバルに取り組んでいます。 

1 アフリカで一般ユーザー向けに行われたモーターサイクルのＹＲＡ 

2 各国語で表示されたウォータービークルの安全啓発教材 

 

3

4

5

6

アラビア語 中国語 ポルトガル語 

日本語 

3 アフリカで警察官向けに行われたＡＴＶのＹＲＡ 

4 ＵＡＥでは中東５カ国のヤマハ公認ＡＴＶインストラクター養成のＹＲＡを開催 

5 アセアンのインストラクターのスキル向上をめざして日本でＹＳＲＳインストラクター講習を実施 

6 ベトナムではハノイ市の協力の下、中心地であるオペラハウス前の公道を閉鎖して、地元の３９大学の 
　学生を対象に交通安全コンテストが開催された 

2

1

□ レベルに応じて体系だった指導教育を実践 
　ヤマハ発動機グループが推進する安全普及活動として、現在、最も注目を集めて 

いるのが「YAMAHA RIDING　ACADEMY」（ヤマハ･ライディング･アカデミー 

＝ＹＲＡ）の取り組みです。 

　YRAは、２００４年にモーターサイクルの安全普及活動をより積極的に推進していく

ために、これまでの活動を一本化し、q安全普及･wレース普及･e製品普及を統合･

体系化したプログラムです。さらにq安全普及では、安全普及機能・活動が統合･体系

化されて、各国の社会環境や交通環境やユーザー事情に適合したカリキュラム展開し

ています。 

　その基本思想をもとにして、今ではＡＴＶやウォータービークルの領域でもＹＲＡが

パッケージ化され、同様のカリキュラムでアセアン、中南米、中東、ロシア、アフリカなど、

市場が急成長している地域での安全運転指導や啓発教育を目的とした活動が展開さ

れています。 

□ 製品を正しく安全に利用していただくために 
　モーターサイクルやスクーター、ウォータービークルやＡＴＶなど、陸地や海や湖、

野山をフィールドとして活躍する当社のパーソナルモビリティーは、人々の心の豊かさ

はもとより生活の豊かさを提供する輸送機器として、世界中の国々のさまざまなお客

さまによって、さまざまな環境下で、さまざまな使い方がされています。 

　ヤマハ発動機グループでは、そうした全てのお客さまに質の高い製品提供はもち 

ろん、その製品を正しく安全にお使いいただけるよう、製品知識の伝達と正しいお取り

扱い方法をお伝えしています。さらに、それらの製品がもたらす利便性や楽しさ、喜び

をより実感していただくために、各種スクールやイベントやシンポジウム等を通した 

安全普及活動を展開しています。 

 

 

□ 交通安全教育は大学をも巻き込んで展開 
　ＹＲＡの開催は、主にモーターサイクルやＡＴＶやウォータービークルのユーザーを

対象にしたものですが、ヤマハ発動機グループでは、さらにそれぞれの地域の一般生

活者を対象とした交通安全教育の取り組みも行い、地域社会の交通安全意識の向上

に貢献しています。 

　２００５年よりアセアン地域を中心に展開している「YAMAHA SAFETY RIDING 

SCIENCE」（ヤマハ･セフティ･ライディング･サイエンス＝ＹＳＲＳ）の取り組みは、各

国の学校教育とも連携して、大きな成果を上げています。「安全運転は“気づき･気づ

かせ”」「運転は動作・操作ではなく“知的活動”」というコンセプトの下、科学的な視点

でカリキュラムを構成したＹＳＲＳですが、２００７年はインドネシア、タイ、シンガポール、

マレーシア、ベトナムの５カ国で３２４回の講習が行われ、３９,４７６名の学生が交通ルー

ル＆マナーの醸成教育を受講しました。 

□ それぞれの地域ごとに現地の指導者を養成 
　ヤマハ発動機グループでは、こうした活動をそれぞれの市場に定着させるために、

現地スタッフの指導者教育にも着手。安全インストラクターや安全コーディネーター

の養成や、安全活動組織の構築を行っています。 

　さらに、そうした教育指導のレベルアップをめざして、２００７年には日本にインド、 

インドネシア、タイ、ベトナム、マレーシアから11名のインストラクターを招聘。安全 

運転指導者として必要な知識や教え方のノウハウやポイントを教育。受講者からは 

「ここで学んだことを自国の安全講習会の運営や教材に反映し、ヤマハの価値をより

際立たせていきたい」といった声が聞かれました。 

 

TOPICS : 2

13 14

安全普及活動をグローバルに推進 
 



ヤマハ発動機グループでは、常にステークホルダーの皆さまに感動と喜びを感じていただける製品の提供をめざし 

ています。そのために、世界の製造拠点では「お客さま基点」に立ったモノづくりを念頭に、よりよい製造環境づく 

りや、製造技術へのあくなき挑戦を行っています。 

長年にわたる歴史の中で培った製造環境・技術力は、今や海外工場にも適宜移管され、ヤマハ発動機グループ全体の 

レベルアップに繋げています。 

 

 

3

4 5

6 

□ 「こだわる」ことで新たな技術開発を生み出す 
　ヤマハ発動機グループの社風の一つ「こだわる」とは、目標に向かって挑戦し続け

ることです。こだわりこそが良い製品・品質を生む原動力であり、それを通じて技術と

技能が醸成されています。 

　なかでも、今や環境性能を高める上で必須の車体軽量化のためのアルミ鋳造技術

に対するこだわりは、世界でヤマハ製品を製造する人々のモチベーションを高める 

上でも、大きな成果を上げています。 

　アルミは、製造に適した多くのメリットを備えています。鉄に比べて錆びにくく、軽量

で、融点が低くて加工しやすく、リサイクル性も優れています。また、熱伝導効率も良い

ためモーターサイクルのエンジン部品には最適な素材です。しかし、鉄に比べると溶

接が難しく、コスト面が課題となっていましたが、そうした課題をも乗り越え、肉厚 

２mmという難易度の高い薄肉ダイキャストフレームや、世界初のオールアルミ製ダイ

キャストシリンダ「DiASilシリンダ」の実用化を成し遂げたのは、まさに当社のアルミ

の匠たちの“こだわり”に他なりません。 

□ 組立現場の理想を追求し最善の製造環境 
　ヤマハ発動機グループでは、中期経営計画「ＮＥＸＴ５０」に向けた製造モノづくり改

革として、２００２年から製造現場での課題を理論的に明らかにすることで効率をアップ

させる「理論値生産」に取り組み始めました。以来、現在までその取り組みは続けられ、

「理論値生産」を実践することで、組立作業のあるべき姿を追求しています。 

　具体的には、作業動作を時間換算することによって、理論上どのくらいの時間で組

立作業ができるかを算出し、目標値を定めます。作業ロスがない限り、達成可能な数値

を設定することで無駄な作業を削減し、価値ある作業のみを追求しようという試みです。 

　この手法によって従業員の意識改革、製造環境の改善に大きな成果をあげています。

ラインに1台分の部品をトレーに載せて、モーターサイクルと一緒にライン上に流して、

作業員が組立に集中できる「キット化」もここから生まれました。現在は、理論値組立

から工程スルーでの理論値生産へと発展させ、新しい生産をめざして新しい製造の形

を切り開いていこうとしています。 

□ 「DiASilシリンダ」の海外技術移管への挑戦 
　そして、このモノづくりのこだわりと製造の現場力が、今や急成長著しい二輪車市場

の拠点ともいえるインドネシアでの「DiASilシリンダ」量産化＆海外技術移管をも 

可能にしたのです。 

　日本とインドネシアの２つの異なる文化を融合させたこの試みは、両国の関係者の

心を奮い立たせ、思いを一つに結束させた大プロジェクトとしてスタートし、幾つもの

越えるべき難題をクリアして、実用化に踏み切りました。市場導入後は、５万キロ保証

を始めとしたキャンペーンや、全てのベンケル（修理工場）へのDiASil教育などが 

実を結び、お客さまに大きなインパクトを持って受け入れられました。 

　ダイキャスト鋳造で、めっきなしのオールアルミシリンダを輸送機器に実現している

のは、現在世界中で当社だけです。インドネシア現地では、現在も地道な熟成が続けら

れ、さらなるコスト改善などが実行され、当社のＤＮＡが自ら成長を続けています。 

 

TOPICS : 3
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「お客さま基点」のモノづくりを推進 

　２００７年１１月、世界同一品質達成とコストの作

り込み、人材の育成をテーマとした「第２回海外

中期モノづくり戦略会議」が本社で開催されま

した。海外２３拠点、国内関連会社６社が参加し、

各ＳｙＳ・工場から「理論値生産」「全数良品工程

活動」などの事例報告が行われたほか、海外拠

点からの報告もあり、グローバルな視点で有意

義な意見交換ができました。 

1 インドネシア市場にモーターサイクルを送り出すＹＭＭＷＪ 

2 作業者が組立に集中できる環境を実現したＥライン 

3 究極のフレームと高評価されるアルミ薄肉ダイキャストフレーム 

 

2

1

4 アルミ溶湯の凝固を予防するための流動解析 

5 ヤマハＤｉＡｊｉｌシリンダ（右）と鋳鉄ライナー使用アルミシリンダ（内側の濃い部分が鋳鉄ライナー） 

6 日本とインドネシアの文化が融合したヤマハ発動機の新たなＤＮＡがうまれる 

「第2回海外中期モノづくり戦略会議」を開催  
 



ヤマハ発動機グループのＣＳＲの活動展開 

お客さま 

サプライヤー・販売店 

株主・投資家 

地域社会 

従業員 

地球環境 

　地球環境問題を例にとるまでもなく、今や「企業の持続的

な成長」と「社会の持続可能な発展」は、同次元で考えなけ

ればならない時代を迎えています。 

　言いかえると企業は、その市場である「経済」「環境」「社会」

などの各分野で社会的な責任を果たし経営の質を高めながら、

「持続的な価値創造」や「競争力向上」を達成することが使

命となっています。 

　私たちは、こうした認識に立って、お客さまをはじめ株主、

お取引先、従業員など多くのステークホルダーの皆さまとの

積極的なコミュニケ-ションを通じて、より良い信頼関係を築

きながら、事業活動を行うことが、ヤマハ発動機グループの

責務であり、「ＣＳＲの遂行」であると考えています。 

　ヤマハ発動機グループは、１９５５年の創業以来、『社訓』を

掲げて、事業を推進する上での基本的な指針としています。 

『社訓』では、「企業活動を通じた国家社会への貢献」を謳い、

この精神に基づいた従業員一人ひとりの行動を通して社会

に貢献することをめざしてきました。 

　さらに１９９０年には、企業目的を“世界の人々に新たな感動

と豊かな生活を提供する―感動創造企業”と定め、併せてそ

の目的を達成するための経営理念を制定いたしました。 

　経営理念では、「顧客の期待を超える価値の創造」「仕事

をする自分に誇りを持てる企業風土の実現」「社会的責任の

グローバルな遂行」を掲げ、世界のステークホルダーから 

信頼される企業をめざしています。 

世界の人 に々新たな感動と豊かな生活を提供する 

感 動 創 造 企 業  
Corporate Mission

Management Principles
１. 顧客の期待を超える価値の創造 
２. 仕事をする自分に誇りがもてる企業風土の実現 
３. 社会的責任のグローバルな遂行 

「課題認識」「決断・克服・貫徹」「評価の徹底」 
「あるべき姿へのこだわり」の４テーマ・２１項 
 目で、行動すべき方向性とその基準を明確化 
（『YAMAHAバリュー２１』） 

Action Guidelines

企業目的 

経営理念 

行動指針 

社会的責任の 
グローバルな遂行 

CSR推進 

●ヤマハ発動機グループの『社訓』 ●ヤマハ発動機グループの『企業理念』 

企業理念 

Corporate
Philosophy

社訓 

Corporate
Pledge

■ ヤマハ発動機グループのＣＳＲの取り組み姿勢 

□ ヤマハ発動機グループの企業理念とCSRの考え方 

□　中期経営計画の基盤となるCSRの活動展開 

17 18 
 

　２００８年２月に発表した『長期ビジョン―“Front ie r  

２０２０”』のフェーズ１と位置付けた『新中期経営計画』では、 

企業目的である『感動創造企業』をめざして、「収益」「成長」

「顧客提供価値」の３要素をさらに高い次元へ発展させて

います。この目的に向って、「経営の質」を強化し、長期視

点に立った「価値創造」に取り組みます。 

　そして、そのために不可欠なステークホルダーとの信頼関

係を構築するため、３つの領域でＣＳＲを展開していきます。

具体的には、製品・サービスおよび業務プロセスにおける 

本業を通じた社会への貢献を進めます。さらに、企業資源の

社会的活用および利益の社会還元など、社会と共存するため

の貢献を展開します。また、これまで同様、企業活動を遂行す

る上で守るべきボトムラインであるコンプライアンスや環境

保全など、社会の一員としての責任を遂行していきます。 

企業目的 
感動創造企業 

成　長 収　益 

顧客提供価値 
の創造 

■ 信頼性を担保できる「経営の質」 
　 の強化 
■ 長期視点に立つ「価値創造」への 
　 取り組み 
■ 経営の質と価値創造のための 
  「戦略的資源投入」 

■ 信頼性を担保できる「経営の質」 
　 の強化 
■ 長期視点に立つ「価値創造」への 
　 取り組み 
■ 経営の質と価値創造のための 
  「戦略的資源投入」 

本業を通じた社会への貢献 

社会と共存するための貢献 

社会の一員としての責任の遂行 

製品、サービスおよび業務プロセスにおける 
社会への貢献 

企業資源の社会的活用および利益の社会還元 

コンプライアンス、環境保全など、 
企業活動を遂行する上で守るべきボトムライン 

ステークホルダーからの信頼 



ヤマハ発動機グループ 

２００７年度の主な取り組み 関連頁 

■ ヤマハ発動機グループのステークホルダー 
 

取り組み方針 

感動/豊かさ/安心 

誇り/満足 

企業価値の向上 

共鳴/期待 

共生/共存 

支持/信頼 

調和/保全/再生 

資源/活動フィールド 

公平/公正 

パートナーシップ 

健康で豊かな生活 
能力を発揮する環境 

創造/チャレンジ精神 
達成感 

ステークホルダー 

■ 「ものづくり革新」に向けた海外生産拠点の強化 

■ 「お客さま基点」の徹底をめざした品質保証体制の強化 

■ お客さまの声を事業にフィードバックする取り組み強化 

■  改正消費生活用製品安全法に対応した、事故情報の報告・公表の 
　 スピードアップのための仕組構築 

■ 交通安全教育や安全運転指導のグローバル展開 

■ サービス･キャンペーンの展開 

■ 国内外投資家へのコミュニケーション強化 

　 ・決算説明会の実施（２００７年：４回） 

　 ・ウェブサイトでの情報開示（発表資料掲載・決算説明会動画配信） 

　 ・海外投資家向けIRロードショー（２００７年：２回  欧州・米国） 

　 ・投資家カンファレンス参加（２００７年：２回  日本） 

■ ６年連続となる増配 

■ 第２回海外中期モノづくり戦略会議の開催 

■ 満足度向上をはかる施策や制度改善 

■ 障害者雇用・職域の拡大 

■ 労働災害リスクの低減 

■ 従業員の心と体の健康づくりをサポート 

 

■ 調達業務の標準化とグローバル展開 

■ 地震復旧訓練をサプライヤーと共同で実施し、システムの課題を 
　 抽出、対応 

■ サプライヤーに対するＣＳＲ教育の実践 

■ 二輪車販路における「エコパートナーショップ」の展開 

■ 社会貢献活動方針の見直し 

■ 従業員のボランティアマインドの育成 

■ 財団法人ヤマハ発動機スポーツ財団の活動支援 

■ 本業を通じた発展途上国への産業振興支援 

■ 本業を通じた安全運転教育の推進 

■ 「環境ビジョン２０２０」／「環境計画２０１３」の策定に着手 

■ 「ヤマハ発動機グループ環境マネジメント認証制度」の導入 

■ 温室効果ガス削減の取り組み 

■ 環境負荷物質削減の取り組み 

■ 廃棄物削減と資源保護 

■ エコマインドの醸成と環境コミュニケーション 

私たちは、株主から事業資本の提供を受けており､その構成は

機関投資家、外国人株主、個人株主など、非常に多様です。 

株主利益の追及は、私たちの責務です。適切な経営行動を通し

て、利益を継続的に生み出し、企業価値の向上を追求します。 

私たちは、全世界で約４万７千人の従業員とともに活動してい

ます（連結）。従業員が生み出す創造性やチャレンジﾞ精神は､

私たちのイノベーションの源泉です。 

私たちは、従業員一人ひとりの個人としての尊厳、価値、および

自主性を尊重するとともに、創造性豊かな人材育成に努め、活

力あふれる企業風土を形成します。 

私たちは、サプライヤーから部品等の供給を受け、販売店からは､

販売チャネルや商品のアフターケアの協力を受けています。 

私たちは、これらのサプライヤーとの相互信頼に基づく、公正

な取引を維持し、より良きサプライチェーンを形成します。　 

私たちは、私たちを取り巻く地域社会から事業環境の提供を 

受け、一企業市民として、地域社会の中で活動しています。 

私たちは、地域社会との調和に努めるとともに、納税､雇用創出､

モビリティ創出､地域社会支援等を通じて､健全な地域社会の

形成に貢献します。 

私たちは、お客さまに対し商品やサービスを提供することで利

益を得ています。二輪車や船外機を主軸とする多様な事業を

日本､北米､欧州､アジアなどの地域で展開しています。 

私たちは、感動を生む価値を創造し、豊かな生活の実現に貢献

するために､お客さまの夢を追求し続け、革新的かつ安全で、品

質の高い商品とサービスを創造、提供します。 

私たちが商品を提供するためには､鉱物資源やエネルギー資源、

水資源などの天然資源に頼らざるを得ません。また､事業活動

に伴い､環境負荷物質や廃棄物を排出しています。 

そして、私たちの事業活動においては、製品の使用段階におい

て、特に大きな環境影響を及ぼしています。事業活動による環

境への影響を最小化するための取り組みを継続するとともに､ 

サスティナブル･モビリティを実現することが重要な責務です。 

お客さま 

株主 
投資家 

従業員 

サプライヤー 
販売店 

地域社会 

地球環境 
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コンプライアンス推進特別委員会からの 
提言を受けた「社会への約束」を誠実に実践 

　世界を舞台に企業活動を展開するヤマハ発動機グループは、

お客さまはもとより、株主・投資家、地域社会、従業員、サプラ

イヤー・販売店など、世界中のさまざまなステークホルダーの

皆さまによって支えられています。 

　さらに、企業活動を推進するために必要なあらゆる資源を

享受しているという意味において、地球環境も重要なステー

クホルダーのひとつとして位置付けています。 

　私たちは、そうしたステークホルダーの皆さまからの信頼

を築くために、良き企業市民として社会的責任を果たし、 

企業価値を高めていきます。 

　ステークホルダーの皆さまに対しては、あらゆる機会を 

通じて積極的なコミュケーションを図り、当社への期待や 

新たな価値観を学び、さらに強い信頼関係を構築していきます。 

 

CSR推進 
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■ 独立社外取締役の選任 

■ リスク･コンプライアンスの統合的推進（リスク･コンプライアンス委員会） 

■ リスクマネジメントシステムの再構築 

■ 「倫理行動規範」の改定と周知徹底を通した「お客さま基点」「コン 
    プライアンス最優先」の企業風土づくり 

■ 現場リスクを反映した教育･研修の充実 

■ 内部監査体制の強化 
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□ ヤマハ発動機グループのＣＳＲ推進体制 

　ヤマハ発動機グループは、コンプライアンスを「社員一人

ひとりが法規範、社会規範および社内規範を理解・遵守し、さ

らにこれを超える高い倫理観と自律した判断に基づき、公正

で誠実な企業活動を実践していくこと」と考えています。 

　２００７年度には、コンプライアンスの活動として以下の項目

を実施しました。 

□ コンプライアンスの取り組み 

　ヤマハ発動機グループでは、会社を取り

巻く環境の変化に対応するため、社内改革

に努めています。 

　こうした取り組みの一環として、２００７年

度には「倫理行動規範」の改定を行うとと

もに、リスクマネジメントを日常業務に組み

入れ推進するためのリスクマネジメントシ

ステムを再構築するなど、グループ全体で

リスクマネジメントとコンプライアンスの統

合的な推進に取り組んでいます。 

 

□ リスク・コンプライアンスの統合的推進 

　ヤマハ発動機グループは、グループ全体でのリスクマネジ

メント体制の構築と確実なＰＤＣＡを推進し、重要なリスクの

管理・低減を図るため、２００３年に導入したマネジメントシス

テムを近年の社会的情勢を踏まえ、大幅に見直し段階的に導

入しています。 

　これにより、重要なリスクの未然防止と早期発見、さらに 

発見時の迅速・的確な対応を図るとともに、部門および各社

リスク管理のバラツキを是正し、グループの統合的なリスク

マネジメント体制の構築をめざしています。 

　２００７年度は、当社グループ共通の手法によるリスクの洗

い出しと評価を実施し、２００８年度に取り組むべき重要リスク

の設定を経て、その管理・対策を推進しました。 

　さらに、こうした活動を経て２００８年３月には、当社グループ

のリスクマネジメントに係わる全ての活動のガイドライン 

として『リスクマネジメントマニュアル』を発行し、本社部門

および国内外関係会社への説明会を通じて周知するとともに、

段階的運用を開始しました。今年度以降、本社部門はもとよ

り国内外関係会社へ順次導入拡大を図り、重要なリスクをよ

り確実に管理・低減する体制を着実に整備していきます。 

□ グループリスクマネジメントの取り組み 

　ヤマハ発動機グループでは、コーポレート・ガバナンスの

強化を図るとともに、グループ全体のＣＳＲ活動の取り組みを

推進するために、２００６年７月にグループ全体のＣＳＲ活動を

推進する組織としてＣＳＲ企画推進部を設置しました。 

　また、２００７年度からは、これまで個別に推進していた 

コンプライアンスとリスクマネジメントをCSRの最優先課題

として位置付け、統合的な推進や、内部統制視点からの強化

を図るために、社長執行役員を委員長とし、役付執行役員全

員および社外有識者から構成する「リスク･コンプライアンス

委員会」を設置するなど、グループ全体でＣＳＲに取り組む体制

を整備しています。 

　リスク・コンプライアンス委員会は、ヤマハ発動機グループ

の抱えるリスクの統合的な管理と推進する役割を担い、 

リスクの洗い出しと評価に基づき選定した重要リスクの担当

部門を決定し、リスク発生の未然防止から発生後の対応まで

の取り組みを行い、推進状況をモニタリングします。 

　また、重大な危機が発生した場合には、RMS（リスクマネ

ジメントシステム）および緊急時対応マニュアルに基づき、社

長執行役員を本部長とする緊急対策本部を設け、損害・影響

を最小限にとどめる体制を整えています。 

●コンプライアンスとリスクマネジメントの統合的推進 

 

■ ＣＳＲ推進体制と活動 

CSR推進 

法令･規範逸脱リスク 
（＝コンプライアンスリスク） 

■ 自然災害リスク 
■ 経営リスク 
■ 政治･経済 
■ 社会リスク 

企業倫理  

リスク リスクマネジメントシステムの運用 

コンプライアンス 倫理行動規範の徹底 
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『リスクマネジメントマニュアル』 

取締役会  

社長執行役員  

経営会議  リスク・コンプライアンス委員会 

国内 ： 関係会社 （海外 ： 地域統括会社） 

海外 ： 関係会社 

 

●ヤマハ発動機 

●ヤマハ発動機グループ会社 

製品保証、ITリスク、環境、 

雇用労働、 

コンプライアンス、…etc. 

社会貢献 

　各社CSR推進担当 

製品保証、ITリスク、環境、 

雇用労働、 

コンプライアンス、…etc. 

社会貢献 

コーポレート部門  

 

事業部門 

●２００７年度の取り組み 

行動規範 

推進体制 

教育･研修 

その他の活動 

1） 倫理行動規範の改定（２００８年３月発行） 

2） コンプライアンスＱ＆Ａ第４版発行（＝１８０事例） 

1） リスク･コンプライアンス委員会の組成（社長を委員長とし社外委員、役付執行役員で構成） 

2） リスク･コンプライアンス推進会議の組成（担当役員を議長としコーポレート部門の長で構成） 

3） リスク･コンプライアンス方針説明会の実施（本社部門の部門長および国内関係会社社長を対象） 

1） 役員研修：役員･執行役員を対象にコンプライアンスの潮流等の講演を開催 

2） 基幹職･監督職研修：国内関係会社からの参加を含め延べ１,６３０名が参加 

3） 一般職研修：ＣＣＳアカデミー第２弾（安全貿易管理および職場改善についての討議） 

4） 部門別法令研修：法務部などリスク主管部門が実施 

5） 関係会社向け研修：方針説明会時にコンプライアンスに関する講演を実施、等 

1） モニタリングの一環として社員意識調査の実施 

2） ホットラインの社外窓口を設置 

3） 社内報を通じた啓発活動 

 



　ヤマハ発動機グループの『倫理行動規範』は、２０００年に制

定し、これまで部分改訂を４回実施してきました。 

　２００７年には、同年５月のコンプライアンス推進特別委員会

の「５つの提言」を受けた当社の“社会への約束”を踏まえ、

ＣＳＲ（企業の社会的責任）の視点や職場で抱える日常的リス

クへの対応、今後のグローバルな展開など社内外の動向や

要請を反映し、大幅な改訂に取り組み２００８年３月に『倫理行

動規範』の改定版を発行しました。 

　今回の改定では、巻頭に社長から「私をはじめ役員全員が、

この倫理行動規範を実践することを約束します。日常活動の

中で、判断に迷うことがあれば“コンプライアンス最優先”で

対応してください」というメッセージを掲載し、“コンプライア

ンス最優先”の徹底を宣言しています。 

□ 「倫理行動規範」の改定 □ 安全保障貿易管理の徹底 

　ヤマハ発動機では、ステークホルダーの皆さまからのさら

なる信頼を獲得するために、２００６年４月に『情報開示規程』を

制定して、正確な情報を公正かつ適時適切に開示しています。 

　２００７年度は、情報管理システムの運用状況に関してモニ

タリング調査を進めるとともに、情報開示ルールの周知徹底

を行ったほか、２００８年度より導入する子会社の決定、その拡

大と浸透を図りました。 

□ 情報開示のルール徹底 

　ヤマハ発動機では、従業員が『倫理行動規範』に違反する

事実がある時や疑義を抱いた時に、会社または社外の窓口（弁

護士事務所）に直接報告・相談できるシステムとして、「コン

プライアンスホットライン」と「セクハラ･パワハラホットライン」

の２つの通報システムを設置し、『倫理行動規範』に違反する

行為・不正行為の早期発見と未然防止の徹底を図っています。 

□ コンプライアンスホットライン 　ヤマハ発動機グループでは、法令や情報、環境、労働安全

衛生などさまざまなリスクに的確に対応し、問題点の早期発

見と損失発生の未然防止を図ることで、企業価値の持続的な

向上をめざすために、国内外グループ企業でのリスク評価の

実施とこれに基づくリスク対策計画を策定し、リスクマネジメ

ントのグローバル展開を推進しています。 

　また、ＣＳＲ企画推進部はもとより人事部、法務･知財部、 

プロセスＩＴ部、財務部、調達統括部、総務部、安全保障貿易本

部、製品保障本部が主管部署となって、リスク・コンプライア

ンスに関わるさまざまな社内教育を実施。２００７年度におけ

る集合教育の開催実績は１８７回で、参加人数は延べ８,３３９名 

（２００６年度：５,２６６名）を数えました。 

1 ヤマハ発動機本社部門（事業部長、部門長）と国内関係会社（社長、推
進責任者）を対象とした「リスク･コンプライアンス方針説明会」 
2 ３ヶ月間で延べ１，６３０人が受講したヤマハ発動機本社および国内関係
会社の基幹職･監督職を対象とした「コンプライアンス集合研修」 

3 社員一人ひとりが高いコンプライアンス意識を持って､自律した行動
を実践できるよう、職場単位の自主活動としてスタートしたヤマハＣＣＳ
アカデミー「コンプライアンスセミナー」には１０５回、１,６３９名が参加 
4　コンプライアンス推進特別委員会の高巌委員長による報告会には約
２００名の部門長、国内関係会社社長が参加 

□ リスク・コンプライアンス教育の推進 

1

2

3

4

●ヤマハ発動機の貿易管理体制 

 部門安貿責任者 

部門取引審査責任者 

部門技術判定責任者 

企画・社内教育部 

審査部 

社長執行役員 

安全保障貿易管理本部 

事業部門・コーポレート部門 

二次判定 
二次審査 

一次判定 
一次審査 

「ＳＴＣ Ａｓｓｏｃｉａｔｅ」の認定を受けたスタッフ 

認定証 

　２００６年４月の『安全保障貿易管理規程』改定、同年５月の

安全保障貿易管理本部の発足を機に、ヤマハ発動機グルー

プでは、輸出管理体制の見直しと再構築を推進して、企業の

リスク管理の視点に立った輸出管理体制のグローバル化を

推進しています。 

　２００７年には、社員一人ひとりの“安全保障”意識の向上を

めざして、財団法人安全保障貿易情報センター（ＣＩＳＴＥＣ）

が主催する実務能力認定試験を活用。基礎コースの「ＳＴＣ 

Associate」資格を５０名の社員（累計６０名）が取得しました。 

『倫理行動規範』 

『倫理行動規範ガイドブック』 

□ ＣＳＲ活動のグローバル推進 

南米地域の６グループ会社から２１名の関係者が集まり、南米地域 
としては初めての「ＣＳＲ南米会議」がブラジルで開催された。 

アジア大洋州地域からグループ会社８社１４名のCSRリーダーが参加し 
「第３回CSRアジア会議」がタイTYMを会場に開催された。 

　ＣＳＲ活動をグローバルに展開していくにあたっては、 

グループ各社が統一して展開する共通項目と、それぞれの国

や地域に対応して取り組むべき項目を定め、世界の各地域に

おける関係会社と連携して情報共有し、お互いに啓発し合い

ながら、持続可能な社会の実現をめざしたさまざまな活動に

取り組んでいます。 

　ヤマハ発動機グループは、今後のＣＳＲ活動のグローバル

展開に際して、グループ共通の価値基準を共有しつつ、相互

の違いを尊重し合うコミュニケーションやプロセスを大切に

して、取り組みを着実に進めていきます。 

CSR推進 
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　ヤマハ発動機グループは、コーポレート・ガバナンスを長期

的な企業価値最大化のために、経営体制を規律していくこと

と認識し、意思決定の迅速化や責任の明確化、透明性のある

役員人事･報酬制度の整備、内部統制システムの整備などを

進めています。 

　今後も最も重要な経営課題のひとつとして、監督機能の強

化など、コーポレート・ガバナンスの一段の強化・確立に取り

組むとともに、ＩＲ活動の充実を図ることで、株主・投資家の皆

さまとの信頼関係の構築を図っていきます。 

 

□ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

（１） 取締役・取締役会 

　ヤマハ発動機は、迅速な業務執行を目的として執行役員制

を導入しており、執行役員の役割を「業務執行」とする一方、

取締役会の役割を「グループの基本方針の承認と業務執行

の監督」とし、それぞれの役割を明確化することで、監督機能

の強化を図っています。 

　取締役の定数は、定款で１５名以内と定められていますが、

２００８年３月２６日現在の員数は１２名で、そのうち３名は社外取

締役です。取締役会は、原則として毎月１回開催するほか、必

要に応じて随時開催されます。 

　なお、株主総会における取締役の選任決議は、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定め

ています。 

　執行役員は２００８年３月２６日現在２３名で、そのうち８名は取

締役が兼務しています。業務執行の決定機関として役付執行

役員で構成される経営会議を設け、意思決定の迅速化を図っ

ています。 

　なお、取締役、執行役員ともに、責任の明確化のため任期

を１年としています。 

 

（２） 役員人事委員会 

　役員候補者の選任や報酬決定における透明性や妥当性を

高めるため、 ２００１年８月に取締役会の諮問機関として「役員

人事委員会」を設置しました。役員人事委員会は、社外有識

者１名、社外役員３名、社内役員３名で構成され、役員候補者の

推薦、報酬制度および報酬・賞与案のほか、ガバナンス全般の

あり方について審議し、取締役会に対して答申しています。 

 

（３） 監査役・監査役会 

　監査役は２００８年３月２６日現在４名で、そのうち社外監査役

は２名です。監査役は、取締役会、経営会議その他の重要な会

議に出席するほか、業務執行状況の報告を受け、重要な決裁

書類の閲覧、子会社の往査などを通じて、監査を実施してい

ます。会計監査人との関係においては、法令に基づき会計監

査報告を受領し、相当性についての監査を行うとともに、必

要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携をして、

内部監査部門との関係においても、内部監査の計画および 

結果についての報告を受けることで、監査役監査の実効性と

効率性の向上をめざしています。 

　以上のような監査役の監査業務を支援するため、監査役室

を設けて専任スタッフを配置しています。 

 

（４） 内部監査 

　内部監査部門として社長執行役員直属の内部統制監査部 

（人員２１名：２００８年３月２６日現在）を設置しています。内部統

制監査部は、年間の監査計画に基づいて当社およびグループ

各社の業務執行の適正性、妥当性、効率性について監査し、

評価と提言を行っています。 

 

□ 経営の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他の体制の状況 

区分 

 

 

● ヤマハ発動機の２００７年度取締役・監査役報酬 

（注） 1.上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額９９百万円を支払っています。 
　　  2.上記の費用処理した役員賞与の額２３０百万円は、費用計上時の支給見込額であり、実際の支給額は２００８年３月２６日開催の第７３期定時株主総会において承認可決された１６０百万円となります。 
 

取締役 監査役 合　計 

定款または株主総会決議に基づく報酬（うち社外） 

費用処理した役員賞与の額（うち社外） 

１６名（３名） 

１３名（３名） 

２８８（１８） 

２３０（-） 

５名（３名） 

ー 

６５（１４） 

ー 

２１名（６名） 

１３名（３名） 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 

３５４（３３） 

２３０（-） 

（単位：百万円） 

（２００８年３月２６日現在） 

　ヤマハ発動機は、会社法に基づき、業務の適正を確保する

ための体制の整備に関する基本方針を取締役会で決議し、 

リスクマネジメントやコンプライアンスを最重要テーマとし、

内部統制システムの整備に取り組んでいます。 

　取締役会で決議した内部統制の基本方針は、ヤマハ発動機

のウェブサイトに掲載していますので、詳しくはそちらをご参

照ください。 

 

http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ir/governance/index.html

　ヤマハ発動機の取締役の報酬制度は、固定額の基本報酬 

（月額報酬）、短期的な全社業績を反映する取締役賞与、取締

役個人の業績に連動する個人業績連動報酬、中長期的な全

社業績を反映する株式取得型報酬およびストックオプション

としての新株予約権で構成されています。 

　株式取得型報酬は、毎月一定額で自社株を取得（役員持株

会経由）し、在任中保有をするもので、株主価値との連動をは

かったものです。なお、社外取締役および監査役については、

業績連動報酬制度は採用していません。 

　また、役員退職慰労金につきましては、第７０期定時株主総

会（２００５年３月２９日開催）終結時をもって廃止しましたが、同

日までに積み立てた退職慰労金につきましては、第７３期定時

株主総会（２００８年３月２６日開催）における打切り支給決議に

基づき、各役員の退任時に支払うこととしています。 

■ コーポレート・ガバナンスと内部統制 

● コーポレート・ガバナンスおよび内部統制に関する体制の模式図 

株 主 総 会  

選任／解任 

選任／解任 
監督 

業務執行状況 
の報告 

事業部門､コーポレート部門､グループ会社 

指示 報告 

選任／解任 選任／解任 

報告 

報告 
会計 
監査 

諮問 答申 
提言 

答申 
提言 報告 

報告 

諮問 

指示 

指示 

内部監査 

監査 

監査 

選任 
諮問 

答申 
選任の同意 
会計監査相当性の判断 

監査役室 

リスク・コンプライアンス 
委員会 

業務執行 

取締役会 
取締役1２名 

（うち社外取締役３名） 

代表取締役 

社長執行役員 

監査役・監査役会 
監査役４名 

（うち社外監査役２名） 会計監査人 

役員人事委員会 

諮問 答申 

経営会議 
（重要案件の審議） 
役付執行役員９名 

環
境
委
員
会 

製
品
保
証
委
員
会 

安
全
保
障
貿
易
管
理
本
部 

内
部
統
制
監
査
部 

□　内部統制システムに関する基本的考え方 

□　役員報酬等の内容 
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　ヤマハ発動機グループは、２００５年から２００７年までの３ヵ年に

かけて『ＮＥＸＴ５０-Ｐｈａｓｅ2』という中期経営計画のもとで、こ

れまで培ってきた「利益体質」に加え、「価値」「収益」「成長」の

バランスの取れた事業戦略を進め、「オンリーワン･ブランド」をめ

ざして持続的な成長と収益基盤の強化に取り組んできました。 

 「ＣＳＲの遂行」として「リスクマネジメント」「コーポレート･

ガバナンス」、「人と組織の活性化」を重要な経営基盤に位置

付けて展開した３年間でした。 

　併せて、事業活動では、アセアンおよびブラジル市場にお

ける二輪車事業での「成長機会の取り込み」と「収益性確保」、

ＳＳＶの市場導入やライフサイエンス分野の事業化等の 

「差別化価値の追求」において成果を果たしました。 

　数値目標として掲げた売上高（１兆４,５００億円）と営業利益

（１,２００億円）も、それを上回る実績（売上高１兆７,５６７億円、

営業利益１,２７０億円）を果たすことができました。 

　そして今年、新たに２００８年から２０１０年までの３ヵ年におけ

る経営課題、事業戦略、数値目標をまとめた『新中期経営計画』

を策定しました。『新中期経営計画』は、ヤマハ発動機グループ

の長期ビジョン『Frontier２０２０』のフェーズ１と位置付けました。 

　新中期経営計画では、企業目的である「感動創造企業」を

めざして、「収益」「成長」「顧客提供価値」の３要素をさらに

高い次元へ発展させていきます。 

　この目的に向かって、「経営の質」を強化し、長期視点に 

立った「価値創造」に取り組むとともに、そのための「戦略的

な資源投入」を進めます。 

　具体的には、当社の基幹事業である二輪車事業では、日米

欧市場で高付加価値マーケティングを継続し収益性の向上

を図るとともに、中国・インドではプレゼンスの確立に向けた

基盤構築を図ります。成長市場であるアセアンおよび中南米

地域においては引き続き、積極的に成長機会を取り込みます。 

　マリン事業では、主力の船外機事業で世界での販売を拡大

し、収益性の向上を図るほか、ウォータービークル事業でモデ

ルラインアップ強化による販売拡大と、ジェット推進機搭載の

スポーツボート事業強化によって売上・利益を拡大します。 

　ATV事業では、スポーツカテゴリーでのトップポジション維

持に努めるとともに、ユーティリティカテゴリーでのシェア拡

大を図り成熟市場での収益体質の向上をめざします。新規領

域のＳＳＶカテゴリーでは追随してくる他社との差別化を図り、

優位性を訴求し売上げ拡大による成長をめざします。 

　また、IM事業は、新規需要を創造する新商品を市場投入し、

商品競争力の強化により収益率の回復と売上規模の拡大を

めざします。 

　さらに持続的な成長のもとでグループ全体の発展を図り、

株主･投資家をはじめとしたステークホルダーの皆さまの信

頼を獲得するとともに、持続可能な社会の発展への貢献をめ

ざしています。引き続きご支援、よろしくお願いいたします。 

 

　長期経営ビジョン『Frontier ２０２０』のフェーズ１として、 

２００８年から２０１０年までの３ヵ年における経営課題、事業戦略、

数値目標をまとめた新中期経営計画を策定しました。 

　新中期経営計画は、ヤマハ発動機グループの前中期経営

計画の達成状況と残された課題を踏まえながらグループの

発展をめざすものです。 

　その成果として、最終年の２０１０年には連結売上高２兆１,０００億円、

連結営業利益１,４３０億円、連結経常利益１,５００億円の達成を

計画しています。 

 

＜数値計画＞ 

USドル１０５円、ユーロ１５５円の為替レートを前提とした新中

期最終年２０１０年１２月期の連結業績の目標数値は、売上高＝

２兆１,０００億円（２００７年比１９.５％増）、営業利益＝１,４３０億円 

（同１２.６％増）、営業利益率＝６.８％、経常利益＝１,５００億円 

（同６.９％増）です。 

 

＜設備投資＞ 

新中期３ヵ年においては、更なる「成長」と将来の「価値創造」

をめざし、３,０００億円（前中期比で約５５０億円の増加）の設備

投資を行います。 

特に「成長投資」については、アジア・中南米の二輪車事業 

の拡大を中心に、前中期比５０％増の１,０９０億円を計画して 

います。 

「収益向上投資」としては、欧米を中心とした「収益力向上」

をめざす新機種投資、コストダウン投資などを、また「価値創

造投資」としては、マグネシウムなどの新素材部品生産体制

の強化やライフサイエンス事業の拡大をめざした投資などを

計画しています。 

 

＜配当性向＞ 

新中期での連結配当性向２０％をコミットし、成長投資との 

バランスをとりながら２５％程度をめざします。 

持続的成長のための
「利益」と「価値」の創出

経済分野の活動報告

ステークホルダーの皆さまの信頼を基盤に 
「収益」「成長」「顧客提供価値」をさらに高い次元に 

代表取締役常務執行役員　内山 徹雄 

■ 財務担当役員からのメッセージ 
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※ＳＳＶ ： サイド･バイ･サイド･ビークル　※ＡＴＶ ： オール・ティラン・ビークル（４輪バギー車）　 
※ＩＭ ： インテリジェントマシーナリー（産業用ロボット） 
 

●長期ビジョン『Frontier ２０２０』：4つのフロンティア 

■ 長期ビジョン『Frontier ２０２０』と 
　 新中期経営計画の概要 
 

企業目的 
感動創造企業 

成　長 収　益 

顧客提供価値 
の創造 

■ 信頼性を担保できる「経営の質」
　 の強化
■ 長期視点に立つ「価値創造」への
　 取り組み
■ 経営の質と価値創造のための
  「戦略的資源投入」

■ 信頼性を担保できる「経営の質」
　 の強化
■ 長期視点に立つ「価値創造」への
　 取り組み
■ 経営の質と価値創造のための
  「戦略的資源投入」

ステークホルダーからの信頼

現在の事業

基軸として極める 

顧客・ブランドで広げる 技術で広げる パーソナルモビリティー
のフロンティア

YAMAHA ブランド
のフロンティア

エンジン・コンポーネント
のフロンティア

新領域（制御・ライフ
サイエンス）のフロンティア

産業用ロボット 

次世代エンジン 

パーソナル 
コミューティング 

低価格二輪車 ヤマハ（株）との連携 

ライフスタイル 
提案 

顧客ベース 
の共有化 

事業ブランド間の 
シナジー強化 

事業ブランドの 
強化 

用品・サービス 
ビジネス 

アウトドア 
レジャー/ビークル 

高環境性能二輪車 

PAS・EV

四輪車エンジン 

パワーアシスト 

Al/Mg 鋳造製造 

二輪車部品 

ライフサイエンス 

防災・ 
セキュリティー 

●長期ビジョン『Frontier ２０２０』のフェーズ１：新中期経営計画のめざす姿 

 

　ヤマハ発動機グループは、持続可能な社会の実現に貢献

するため、２０２０年を視野に入れた経営、事業の方向性を長期

ビジョン『Frontier ２０２０』としてまとめました。これは、当社

がこれまで培ってきた資産・特長・強みの棚卸しを行い、既存

事業の将来展望や外部環境も考慮しながら、今後、当社が進

むべき道筋を描いたものです。 

　長期的にありたい姿としては、成長の質を変え、「多様な価

値を持つ複数のコア事業体で構成されるひと回り大きな個

性的企業」となり、その成長を高いレベルで持続させ、それ

を支える活気あふれる組織文化を持つ企業となることをめ

ざします。 

　多様な価値の大きな方向性としては、二輪車を含む「パー

ソナルモビリティー」を基軸として極め、それを中心に「顧客・

ブランド」による広がりと、技術による「新領域」への広がり

をめざしています。 

　次世代の飛躍に向けた基盤の確立　 ―「顧客提供価値」と「信頼性」の追求― 



　ヤマハ発動機は、株主の皆さまへの利益配分を経営の重

要課題と位置付け、グローバルな視点から世界各地で事業を

展開し、企業価値の向上に努めています。 

　利益配分については、配当性向を尺度として連結業績に応

じた配当を実施することを基本方針とし、新たな成長のため

の投資による企業価値の増大の追求と合わせて、株主の 

皆さまのご期待に応えていきたいと考えています。 

　新中期経営計画における配当政策は、連結配当性向２０％

を確保し、成長投資とのバランスを見ながら２５％程度をめざ

しています。 

　２００７年１２月期の配当性向は１６．５％、年間配当は４１円でした。 

 

　ヤマハ発動機では、株主や投資家の皆さまに当社の経営

活動について、正確で適切な情報を迅速に提供し、説明責任

を果たすためにＩＲ戦略チームを設置して、国内外で積極的

なＩＲ活動を行っています。 

　２００７年度は、２月に２００６年度の本決算発表を行い、３月に

定時株主総会を開催、４月、８月、１０月には２００７年度の 

第１四半期、中間、第３四半期の決算発表を行いました。 

　このほか、海外投資家向けのＩＲロードショーやＩＲホームペー

ジでの情報開示の充実、個人投資家向けのホームページの

運営も行っています。さらに、個別対応については、本社所在

地での対応に加え、証券アナリスト･投資家の皆さまの便宜

を考慮して、東京での対応も積極的に行いました。 

 

□ ヤマハ発動機の国内外の格付け評価について 

　国内外の格付会社による、現在の長期債権格付です。格付の定義は各会社に

よって異なります。詳しくは各会社のウェブサイトをご覧ください。 

（ヤマハ発動機 証券コード：７２７２） 

　ヤマハ発動機の２００７年１２月期本決算の連結業績は、売上

高、営業利益とも過去最高を更新し、２００５年にスタートした

中期経営計画 「ＮＥＸＴ５０-Ｐｈａｓｅ2」 の最終年である２００７

年の目標数値（売上高＝１兆４，５００億円、営業利益＝１，１５０億円、

経常利益＝１，２００億円）を大きく上回ることができました。 

　そして、この業績を反映して、当期の配当金は６年連続の増

配となる年間４１円とさせていただきました。株主や投資家

の皆さまには、配当による利益還元を果たしました。 

　ヤマハ発動機の２００７年１２月期本決算の連結業績は、売上

高が１兆７，５６７億円（前期比１１．０％増）、営業利益が１，２７０億円

（同２．８％増）、経常利益が１，４０３億円（同１１．９％増）となり、過

去最高を更新しました。当期純利益は、製造物賠償責任引当

金特別繰入額を計上したことにより、７１２億円（同７．８％減）と

減益になりました。 

　事業セグメント別の売上高は、二輪車事業がインドネシア、

ベトナムおよびブラジル等で好調に推移したため１兆５６２億円

（前期比１５．５％増）となり、初めて１兆円を超えました。マリン

事業は米国でのウォータービークルや欧州での船外機が好

調に推移し２，８９９億円（同８．８％増）、特機事業は米国での四輪

バギーの販売は減少したものの、サイド･バイ･サイド･ビーク

ルの販売が大幅に増加して２，６５６億円（同６．１％増）、その他

の事業はＩＭ事業の販売減少に伴い１，４５０億円（同３．５％減）

となりました。 

　事業セグメント別の営業利益は、二輪車事業が６３０億円 

（前期比１５．４％増）、マリン事業が２８２億円（同２１．６％増）、 

特機事業が２２２億円（同１９．５％減）、その他の事業が１３５億円

（同２５．３％減）となりました。 

　営業利益の変化要因は、販売管理費の増加（同△５２８億円）、

研究開発費の増加（同△７５億円）、原材料高騰の影響 

（同△４９億円）、減価償却費の増加（同△５７億円）、商品構成

変化等（同△１０３億円）があったものの、為替の影響（同＋４０２

億円）、売上増による荒利の増加（同＋３１７億円）や調達によ

る原価低減（同＋１２８億円）の増益要因が上回り、７年連続の

増益で過去最高の業績となりました。 

　なお、当期よりヤマハ･モーター・ミドル・ヨーロッパを連結

対象子会社に新規に追加したことなどにより、連結対象子会

社数は１１１社（前期末比＋３社）、持分法適用会社数は３８社 

（前期末比△５社）となりました。 

□ ヤマハ発動機グループの決算概況（２００７年１２月期） 

□ ヤマハ発動機の株主還元方針 

□ 株主の皆さまとのコミュニケーション 

● 長期債券格付け情報 （２００８年５月現在） 

● ヤマハ発動機グループ（連結）の事業セグメント別売上高の推移　 

１８，０００ 

１６，０００ 

１４，０００ 

１２，０００ 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

０ 

売上高  
（単位：億円） 

２００５年 
１２月期 

１３,７５２ 

１，３８５ 

２，２７２ 

２，４９８ 

７，５９８ 

２００６年 
１２月期 

２００７年 
１２月期 

２００８年 
１２月期 

（業績予想） 

その他事業 
特機事業 
マリン事業 
二輪車事業 

※１ ： 記念配当も含む配当性向 

● 配当金推移 普通配当性向 

１株当たり当期純利益（EPS） 
記念配当 
配当 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 
２００５年１２月期 

２２４ 

２４９ 

２０６ 

２７０ 

２８ 

４１ ４１ 

１３．３％ 

３６ 

２００６年１２月期 ２００７年１２月期 ２００８年１２月期 
（業績予想） 

 EPS  
（単位：円） 

● 株主構成比率推移 

１００％ 

２００７年１２月末 

３９ 

８ 

２４ 

 

２７ 

２ 

２００５年１２月末 

３０ 

８ 

３０ 

 

３１ 

２ 

２００６年１２月末 

３３ 

７ 

２９ 

 

２７ 

４ 

外国人 

個人その他 

その他の法人 

証券会社 

金融機関 

配当（単位：円） 

２３ 

１０．３％ 

１２．５％※１ 

 営業利益･ 
 当期純利益 
（単位：億円） 

● ヤマハ発動機グループ（連結）の売上高、営業利益、純利益の推移 

売上高  
（単位：億円） 

ムーディーズ              　　　 ＝  Ａ２ 

格付投資情報センター（R&I）  ＝  Ａ 

日本格付研究所 （JCR）　　　＝  Ａ＋ 

１５,８２０ 

１，５０３ 

２，５０４ 

２，６６５ 

９，１４８ 

１７,５６７ 

１，４５０ 

２，６５６ 

２，８９９ 

１０，５６２ 

５ 

１６．５％ 

２０％ 

１８，０００ 

１６，０００ 

１４，０００ 

１２，０００ 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

０ 

１，８００ 

１，６００ 

１，４００ 

１，２００ 

１，０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ 

１８,３００ 

１，５２０ 

２，４５０ 

２，９８０ 

１１，３５０ 

２００５年１２月期 ２００６年１２月期 ２００７年１２月期 ２００８年１２月期 
（業績予想） 

営業利益 

経営利益 当期純利益 

１５，８２０ 

 

６４０ 

１３，７５２ 
 

１，０３３ １，０３１ 

１，２３５ １，２５４ 

７７２ 
７１２ 

１７，５６７ 
 
 

１８，３００ 
 
 

＋４.２% 
 

１，２７０ 
 

１，４０３ 

１，０３０ 
 

１，１００ 
 

５９０ 

売上高 

決算発表風景 

http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/ir/explanation/index.html

■ 業績･財務の状況 

経済分野の活動報告 
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■ 環境活動の方針と計画 

　地球温暖化の問題はもとより、資源枯渇、生物多様性の喪

失などの地球環境問題を契機に、「企業の社会的責任」に対

する期待が高まっており、企業が社会・地球と共生関係を築く

ことが強く求められています。 

　ヤマハ発動機では、１９９０年以来、「地球環境重視の経営」

を経営理念に掲げ、環境活動を経営の最重要課題のひとつと

して位置付け、積極的な取り組みを推進してきました。 

　２００２年度に制定した『ヤマハ発動機グループ地球環境方針』

のもと、「ヤマハ発動機グループ環境計画２０１０」を設定し、

達成すべき目標と重点取り組みを掲げ、早期達成に向けて 

グループ全体で推進してきました。 

　その中で、特に地球温暖化に対しては、グループ共通の目

標を設定して、工場やオフィスすべての部門で、省エネや製

品燃費の向上など、グローバルな活動として取り組み、着実

に成果をあげてきました。 

　さらに昨年（２００７年）は、グローバルな環境変化を踏まえ、

『環境ビジョン２０２０』のフェーズ１と位置付けた「ヤマハ 

発動機グループ環境計画２０１３」の策定に着手し、２０１０年計

画の達成状況と新たな課題を踏まえながらグループ全体で

推進していくこととしました。 

　「環境ビジョン２０２０」では、地球市民の一員として積極的に

持続可能な社会の実現をめざして環境活動をグローバルに

推進し、つねに世界の人々に「新たな感動」と「豊かな生活」

を提供しつづけることをめざして、４つの主要取り組み分野を

定めています。 

　具体的には、製品事業ごとに、製品・サービスでの環境貢献

を具現化するための「環境の柱」となる考え方を明確化し、

これを推進することを中心とした、環境・健康を重視した製品

開発による社会貢献を進める（「エコプロダクツ」）とともに、

従業員によるエコ活動促進支援策の導入など、多様なエコ活

動を通じて、参加、共生、自主をめざします（「エコマインド」）。

また、社会の一員として果たすべき役割として、グローバル

な事業活動の環境負荷最小化（「エコオペレーション」）や、

グループ環境ガバナンス強化と環境管理支援ツールの充実（「エ

コマネジメント」）にも取り組んでいきます。 

　これらの取り組みでは、定量的な環境パフォーマンス目標

を設定していきますが、特に重要度の高い温室効果ガスの削

減に関しては、２０５０年を視野に入れた長期削減計画を策定

していく予定です。また、製品に含有する環境負荷物質の削

減をはじめとした化学物質リスクの低減や、排出物削減、水使

用量低減、製品リサイクル・回収などの資源循環の取り組みに

ついても、温室効果ガスの削減と同様に、定量的目標に基づ

く活動を進めていきます。 

　当社グループは、これらの活動を通して、経営理念である 

「社会的責任のグローバルな遂行」を達成するとともに、 

低炭素型、循環型、自然共生型の、持続可能な社会の実現に

貢献して行きたいと考えています。今後とも温かいご支援を

お願い致します。 

　ヤマハ発動機グループでは、２００７年度に、「環境ビジョン 

２０２０」のフェーズ1と位置付けた「環境計画２０１３」の策定に 

着手しました。この「環境計画２０１３」は、地球市民の一員と 

して積極的に持続可能な社会の実現をめざし、環境活動を 

グローバルに推進していくために４つの取り組み分野を定め

た「環境ビジョン２０２０」を基本とするものです。 

　なお、環境計画２０１３は、これまでの「環境計画２０１０」と 

期間が重複していますが、これは中期経営計画のサイクルと

連動させるように設定したものです。今後「環境計画２０１０」

の目標と整合させて２０１３年のゴールを明示していきます。 

持続可能な発展をめざした 
地球環境との共存 

環境分野の活動報告 
 

地球市民の一員という自覚のもとに 
環境活動をグローバルに推進 

■ 環境担当役員からのメッセージ 
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取締役上席執行役員　大坪 豊生 

●「環境ビジョン２０２０」と主要取り組み分野 

感動 
環境経営 

エコ 
プロダクツ 

エコ 
マインド 

エコ 
マネジ 
メント 

エコ 
オペレー 
ション 

多様なエコ活動を通じて、 
参加･共生・自主をめざす 

環境･健康を重視した 
商品開発による社会貢献 

グループ環境ガバナンスと 
環境管理の仕組み強化 

グローバル事業活動における 
環境負荷最小化 

※原単位：製品１台当りの燃費、その他は売上高に対するエネルギー使用量を意味する。 

ヤマハ発動機グループは､かけがえのない地球の美しい自然を未来に引き継ぐために､地球とともに生きていることを 
自覚し､限りある資源を大切にし､幅広く社会との連帯･協力を図り､あらゆる活動の場でチャレンジし続けます。 

基本方針 

ヤマハ発動機グループ 地球環境方針 

「人と自然の調和をめざして」 スローガン 

● シンボルマーク 

ヤマハ発動機グループ 環境計画２０１０ 

「製品・サービス」と「環境貢献」 

「温室効果ガス」と「気候変動」 

「有害物質」と「健康・安全」 

「廃棄物」と「資源保護」 

環境活動を保証する仕組み 

環境取り組み姿勢 

地域との共生 

情報の公開 

事業計画に織り込まれ推進されている 

CO２原単位削減３０％※ 

（１９９０年度を基本とし、グループ会社毎に目標を設定） 

自主規制値クリア 
有害物質：ゼロ 

製品・工場：リサイクル１００％ 
「ロングライフ」の達成 

グループ全体の運営とローカルな活動と 
の連携が取れている 

グループ全員が高い目標意識で環境取り組み 
を積極的に行っている 

企業市民として地域から信頼され、敬愛を 
受けている 

環境先進企業として社会から高い評価を 
受けている 

めざす姿 
 
 
 
 
 
 

課題 
 
 
 
 
 
 

仕組み 
 
 
 
 
 
 

姿勢 

「環境トップランナー製品・技術の開発」 
「健康増進事業の推進」 

「燃費向上」 
「省エネ」＆「クリーンエネルギー」 

「排出ガス低減」 
「環境負荷物質の管理と低減」 

「３Eで３Rを」「水使用量の低減」 
 ３E：つくりやすく、直しやすく、分解しやすく 
 ３R：リデュース、リユース、リサイクル 

「グループ全体の環境管理システムを 
  構築し運営」 

「継続的な環境教育による意識改革」 

「感覚環境（臭気、騒音など）の改善」 
「地域とのコミュニケーション」 
 

「環境を切り口とした積極的な情報発信」 

自然環境課題　　　　　　　　　 グループの重点取り組み　　　　　　　　　　　  ２０１０年目標 



● 環境保全課題 

ＣＯ２排出量原単位削減（グループ） 
　  売上高あたり１.５％削減／年 
１． 製品燃費の向上（グループ） 
　  ２５％向上 
２． 製造段階におけるＣＯ２排出量削減（YMC） 
　  ８％削減（’９０年比 ） ９１,９２３t-ＣＯ２ 
３． 物流段階におけるＣＯ２排出量の削減（YMC） 
　  原単位で毎年１％削減  
１． 製品の排出ガス低減（グループ） 
　  レギュレーション対応の前倒し 
２． VOC排出量※１削減（３社※２） 
　  ２０００年度比３４％削減 
３． グリーン調達活動の推進（グループ） 
　  国内・海外の全環境連結拠点にてグリーン調達を展開  
４． 環境負荷物質の管理（グループ） 
　  部品含有の環境負荷物質の把握システムグローバル導入完了（Ｅ－ｓｉｓ） 
１． 開発段階での「３R」推進（グループ） 

　  軽量化モデル拡大  
 
　  可能率９５％を達成  
２． 製造段階での「３R」推進（YMC） 
　  廃棄物直接・間接※３埋立量０トン  
　  製造部門のリサイクル率１００％ 
３． 製造廃棄物排出量（３社※２） 
　  ゼロエミッション達成  
４． 国内製品リサイクル体制の確立（YMC） 
　  二輪車リサイクル実効率８５％以上 
　  FRP廃船リサイクルシステムの全国展開 
５． 水使用量の低減（グループ） 
　  水の使用実態調査 

評価対象９８社中７０社（７１%）が達成 
 
全製品で、２５％以上達成（２５％～３８％） 
 
１４．４％削減（’９０年比 ）８５,４３２t-ＣＯ２  
 
原単位（輸送量）で２．２％削減、（総量で８．６％削減）　　　　　　 
 
全製品レギュレーション対応の前倒し 
 
２０００年度比３４％削減 
 
「２０１０年度有害物質ゼロ」を目指した個々の日程表に基づき展開中 
 
２５社中２４社導入完了（導入率９６％） 
 
RV:ALダイキャスト製新モデル、マグネチェーンケース採用拡大 
アクア：交換カートリッジ体積比７５％以下 
PAS：９２.０％、船外機９２.７％、発電機９４.０％、その他：９５％以上 
 
０トン 
１００％ 
 
ゼロエミッション達成、うち２社は間接埋立ゼロも達成   
 
２００６年度再資源化率は８５.１％で計画達成。 
リサイクルシステムの全国展開完了 
 
５８社実態把握（調査対象拠点９０社中） 

△ 
 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 
◎ 
 
○ 
 

◎ 
 
○ 
 

◎ 
◎ 
  
◎ 
 
◎ 
◎ 
 
△ 

３７頁 
 

３８頁 
 

３９頁 
 

４０頁 
 

４１頁 
 

４２頁 

４１頁 
６１頁 

４１頁 

 
 ４３頁 
 

４４頁 

ー 
 
 

４３頁 

 
４４頁 

温
室
効
果
ガ
ス 

廃
棄
物 

有
害
物
質 

達成 
度合 ２００７年度計画 ２００７年度実績 

 
関連頁 

● めざす姿 

製品・サービス「環境の柱」の定量目標の設定 
２０１３年までの製品・サービス「環境の柱」の定量目標の設定 
（但し、目標の定量化が不十分な部門も一部あり） ◎ ー 

達成 
度合 ２００７年度計画 ２００７年度実績 

 
関連頁 

３４頁 
 

３４頁 
３５頁 
 

３４頁 

１． EMS（ISO１４００１／自己認証）の構築・運用（グループ） 
　  グループ環境マネジメント認定制度が構築され運用が開始されている 
２． 全社統合環境マネジメントシステムの構築（YMC） 
　  統合EMS１０サイト１９拠点でのEMS構築完了 
　  環境内部監査員９０名に増員 
３． グローバル環境情報ネットワーク（グループ） 
　  環境連結５１社の環境情報共有と相互研鑽 

グループ環境監査委員会／監査会運営、ＹＥＭＣＳ制度運用開始 
 
１０サイト１９拠点でＥＭＳ構築完了　２００７年度登録更新 
２００７年度５名の監査員養成するも退職／出向等で実質８２名となった 
 
環境連結４１社の環境情報が入力され、情報が共有化されている 

 
◎　 
 
◎ 
△ 
 
○ 

達成 
度合 ２００７年度目標 ２００７年度実績 関連頁 

● 環境活動を保証する仕組み 

● 姿勢 

４５頁 
 

４５頁 
 

４５頁 
６３頁 
 

４６頁 
６５頁 
 

４６頁 

・階層別教育資料リニューアル ・Eラーニング「ヤマハエコ検定」作成、実施 
 
参加率７１.８％達成 
 
 
環境で２.２万人、社会活動で１.４万人合計延べ３.６万人 
 
「エコプロダクツ２００７」「しずおか環境・森林フェア」出展 
他NPOイベント、産業祭等出展 

◎ 
 

◎  

 
○ 
 
 
◎ 
 
 
◎ 
 
 
 

環
境
取
り 

組
み
姿
勢 

 

地
域
と
の 

共
生 

情
報
の
公
開 

 

達成 
度合 ２００７年度計画 ２００７年度実績 

 
関連頁 

１． 環境意識教育　教育の体系化と充実（YMC） 
　  ・各階層別教育の実施 ・イントラネット環境教育定期更新 
２． 通勤におけるＣＯ２削減（YMC） 
　  エコ通勤者参加率６５％以上 

１． ４万人のV作戦グローバル展開（グループ） 

　  延べ４万人参加 
１． 展示会・イベントへの参加（YMC） 
　  当社の環境活動のメッセージを出す場として、２回／年の定着化 
　  双方向コミュニケーションイベント開催 
２． 環境商品・技術アピール（YMC）　  
　  環境アウトプットを必ず表現し、評価を高める工夫をする 
　  （ニュースリリース、カタログ、パンフ他に新視点を織込みユーザーや社会にアピールする）  
 （注）２００７年度目標に対して１００％以上達成＝◎、８０％以上＝○、６０％以上＝△、６０％未満＝×。定性目標は、「達成」もしくは「進展」であれば◎、「継続推進」であれば○、「維持・停滞」の場合は△、「未達成」または「未実施」であれば×。 

 ※１製品の単位面積当りの排出量 ※２ヤマハ発動機、ヤマハマリン、ヤマハモーターパワープロダクツ ※３非生産活動により発生する試薬類を除く 

　ヤマハ発動機グループでは、「ヤマハ発動機グループ環境

委員会」を国内外の環境活動に関わる上位の組織として位

置付け、グループ全体の環境活動の取り組みの方向性を決定

しています。 

　同委員会において定められた方針や目標は、定期的な見直

しを行いながら、傘下の企画組織であるヤマハ発動機グルー

プ環境企画推進部会や分科会などで検討を行い、世界をブロッ

クに分けて活動を推進しています。 

ヤマハ発動機社長 

企画・推進組織 

※２００８年１月１日現在 

● ヤマハ発動機グループの環境推進組織 

　ヤマハ発動機グループでは、グループ全体で環境保全活動

に取り組む連結環境経営を推進しています。 

　これらの活動の実効性を担保するため、環境マネジメント

システムISO１４００１を導入し、PDCAサイクルの考え方に基

づき、法的要求事項やその他の要求事項の順守、環境リスク

の低減およびグリーン調達の推進を図りながら、継続的な改

善に努めています。 

　これと並行して２００７年度には、地域特性や経営規模に対

応した環境マネジメントの社内規格として「ヤマハ発動機グ

ループ環境マネジメント認定制度（略称：YEMCS）」を策定し、

２００８年度から本格的な運用

を開始します。これはヤマハ

発動機グループ環境監査委員

会がヤマハ発動機グループす

べての会社が環境経営を推

進することを目的に、独自認

証を与える制度です。グルー

プ会社は２０１０年までにISO 

１４００１またはYEMCSの取得

を目指します。 
YEMCS環境マネジメント認定証 

エコライフ 
分科会 

調達環境 
分科会 

流通環境 
分科会 

事務局・環境・施設Gr 監査機能 

日
本
ブ
ロ
ッ
ク 

米
州
ブ
ロ
ッ
ク 

欧
州
ブ
ロ
ッ
ク 

（
中
国
） 

（
南
米
） 

（
オ
セ
ア
ニ
ア
） 

東
南
・
西
ア
ジ
ア 

ブ
ロ
ッ
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ヤマハ発動機グループ環境企画推進部会 

ヤマハ発動機グループ環境委員会 

　ヤマハ発動機グループでは、「グローバル環境情報ネット

ワークシステム（G-YECOS）」の展開を図り、環境マネジメ

ントシステムISO１４００１と環境パフォーマンスに関する情報、

環境活動事例を共有するなど、グループとしての環境保全活

動レベルの向上に努めています。また、優れた事例だけでなく、

ネガティブ情報も共有し、環境リスクの低減を図っています。 

　国内・海外グループ会社でG-YECOS導入が拡大すること

によって、これまで「本社」対「各社」だった情報共有の構図に、

グループ会社間での横のつながりができ、環境保全の意識 

高揚につながっています。各国の環境法適用状況やグループ

各社が実施した環境リスクモニタリングの結果も把握でき、

環境活動に対する見直しができるようになりました。 

　２００７年度は、日本、北米、中国の１１社でG-YECOS導入説

明会を実施。各国語の操作マニュアルを基に各社の環境ス

タッフによるデータ入力やメンテナンスを行いました。２００８

年２月末時点で、４６社でG-YECOSが運用されています。 

　これからも国内・海外グループ全社へのG-YECOS導入を

図り、グループ会社間のさらなる相互研鑽を図っていきます。 

 

開発・製品環境 
分科会 

製造環境 
分科会 

YMIT（イタリア）での 
G-YECOS説明会 ※YMIT ＝ Yamaha Motor Italia S.p.A.

□　環境目標と実績（YMCグループ） 

■ ２００７年度実績 

□　環境経営を推進する体制 

□　環境マネジメントシステム 

□　グローバル環境情報ネットワークシステム（G-YECOS） 

■ 環境マネジメント 
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　２００４年度に導入した統合システムでは、指摘事項の種類

を従来の「重大な不適合」「軽微な不適合」「参考」の３種類に、

「観察事項」を追加し、より多くの改善につなげられる仕組み

としています。 

　２００７年度に実施した環境監査には、グループ会社４社から

８名の環境監査員が参加し、第２者監査によるスキルアップを

図りました。 

　２００７年度の「環境内部監査指摘件数」に関しては、監査視

点の強化により、「軽微な不適合」「参考」が増加しましたが、

「観察事項」が減少し、総指摘件数は若干増加しました。なお、

指摘事項に対しては、それぞれ適切な対策を実施しています。 

　さらに、環境内部監査や環境外部審査以外で報告される 

不適合や苦情についても、環境マネジメントシステムを運用

する中で継続的に改善に取り組んでいます。 

　ヤマハ発動機では、環境保全活動の定量的な情報開示を

図るとともに、より効果的な環境経営を進めるために、環境

省｢環境会計ガイドライン（２００５年版）｣を参考に環境対応 

コストとコストに相応する効果を算出しています。２００７年度

の算定範囲はヤマハ発動機統合認証の９社（ヤマハ発動機、 

メルコ、ヤマハ発動機販売、ヤマハ発動機マネジメントサービ

ス、ヤマハモーターソリューション、ワイズギア、ワイエス、イー・

アンド・エス、サンワード）です。 

● ２００７年度における環境対応コストとその効果 

公害防止コスト 

地球環境保全コスト 

資源循環コスト 

　　　　　　　　　小　　計 

上流・下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

社会活動コスト 

循環損傷対応コスト 

　　　　　　　　　合　　計 

 

排ガス処理・検査、水質汚濁防止、 
臭気対応、アスベスト除去工事 
新建築物の省エネ対応、工場省エネ対応、 
物流省エネ対応 

廃棄物リサイクル処理、焼却処理プラント運営 

 

 
二輪車リサイクルシステム運営、 
グリーン購入、エコ通勤手当 
環境ISO運営、環境スタッフ人件費、 
G-YECOS開発費、緑化 
エコパワーユニット開発、軽量素材開発、 
環境製品の先行開発

 
４万人のV作戦、インドネシア植林 
 
土壌汚染浄化 

◎環境保全効果は、対応コストに対応する 
　推定効果の集計です 

  ・削減エネルギー ： 電力、石油類、ガス類の削減 
　　　　　　　　　効果をエネルギー換算 

  ・CO２削減 ： エネルギー起原CO２の削減効果   

  ・節水量 ： 主に、井戸・工水の削減  

  ・削減廃棄物 ： ACEP処理分も含む 

 

 

削減エネルギー(GJ) 
 
CO２削減(t) 
 

節水量(t) 
 

削減廃棄物(t) 
 
削減VOC(t) 
 
 

  

１５９ 

５８５ 

８９ 

８３３ 

０ 

１２５ 

７８ 

０ 

１０ 

１,０４６ 

環境対応コスト 経済効果 

内　　容 投資 経費 合計 
分　　類 

事
業
エ
リ
ア
内 

（単位：百万円） 

  

６２２ 

６５ 

５３６ 

１,２２３ 

３０４ 

６１０ 

５,４９４ 

３３ 

１５ 

７,６７９ 

  

７８１ 

６５０ 

６２５ 

２,０５６ 

３０４ 

７３５ 

５,５７２ 

３３ 

２５ 

８,７２５ 

環境保全効果 

分類 年度内 通年換算   

２３,７９０ 

１,６０３ 

１７ 

４００ 

５２ 

  

５０,３４４ 

３,６７２ 

１３,０２０ 

４４５ 

５７ 

年度内 通年換算   

３２ 

３６ 

１３６ 

２０４ 

４４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２４８ 

  

３２ 

７６ 

１４１ 

２４９ 

２５８ 

０ 

０ 

０ 

０ 

５０７ 

■PRTR（移動量）＝３７t 
■排出物総量＝３０，１３８t 
　・有価物総量＝１４，０７４t 
　・廃棄物総量＝１６，０６４t 
 

CSRリポート２００７における下記パフォーマンスに関する２００６年度実績値は、その後の検証により修正しました。 
水資源投入量：１,９６７,６５２m３（誤）→ １,７１９,８４２m３（正）　総エネルギー投入量：１,１０６,０１０GJ（誤）→ １,５４５,３６２GJ（正） 
排水量：１,８４６,１５６m３（誤）→ １,７７８,０２５m３（正） 

■CO２排出量＝１０８，４３９t 
■PRTR（排出量）＝１８２t

■排水量＝１，６４５，５４６m３　 
■PRTR（排出量）＝３９４kg　　 

■総物質投入量＝３３，０００t 
■水資源投入量＝１，６４６，６８５m３ 
■総エネルギー投入量＝１，４１３，２２８GJ 
　･電力＝１４４，６８２MWh 
　・化石燃料＝２９，６７７kl（原油換算） 

ヤマハ発動機※１ 

（開発・製造・物流段階） 

大気への放出 
 

水域への排出 
 

※１　国内９工場（磐田本社、浜北、磐田第３・第５工場（現・磐田第２工場/第
２SyS天竜）、中瀬、早出、森町、袋井、豊岡、新居）を対象としています 

・研究開発コスト ： 販売前提の製品開発は含みません　 
・環境保全効果 ： 環境コストに対応する推定効果を期内効果と通年効果の２通りで算出しています 
・経済効果 ： 「リスク回避」「企業イメージ向上」などのみなし効果については対象としていません 
・キャッシュフローをベースに算出しており、減価償却費や積立金などは含まれていません 

●樹脂　　●塗料　●繊維　  ●シンナー 
●鉄鋼　　●銅　　●鋼板　  ●鋼管 
●棒鋼材   ●鋳鉄　●アルミ  ●線材　●非鉄・その他 

２００ 

 

１６０ 

 

１２０ 

 

８０ 

 

４０ 

 

０ 
２００５年度　　　　　　　　　　　  ２００６年度　　　　　　　　　　　  ２００７年度 

● 環境内部監査指摘件数 
参考 

 

観察事項 軽微な不適合 合計 指摘件数 

総物質投入量 

● 不適合項目と苦情の種類（内部監査も含む） 

２ 

３ 

１ 

６ 

１ 

４ 

１ 

６ 

０ 

３ 

０ 

３ 

苦情の種類 

臭気 

騒音 

ほこり 

合計件数 

２００５年度　　　　　２００６年度　　　　　２００７年度 

１４ 

１８ 

５ 

３７ 

１１ 

２３ 

 ８ 

４２ 

１１ 

２８ 

 ６ 

４５ 

 不適合項目 

法的要求事項 

システム 

その他 

合計件数 

２００５年度　　　　　２００６年度　　　　　２００７年度 

佳新創輝（中国）での監査風景 

　ヤマハ発動機グループ環境監査委員会は、ヤマハ発動機グ

ループの環境分野のガバナンス強化を図るため、グループ全

社における環境マネジメントシステムの運用に関して支援を

行っています。 

　委員会の主な役割としては、（１）潜在的な不適合の抽出、 

（２）グループ環境監査員教育の徹底、ならびに環境監査の 

質向上、（３）グループ会社間監査の促進が挙げられます。 

　２００７年度は、環境内部監査員研修会を３月と１１月に開催し

ました。ヤマハ発動機からは９８名、グループ会社から３５名の

合計１３３名が研修会に参加し、環境監査の進め方や環境法、

監査事例、環境内部監査指摘項目などについてスキルを向

上させました。 

□　ヤマハ発動機グループ環境監査委員会 

※２００７年度において、環境に関する課徴金の支払いはありませんでした。 

※佳新創輝＝福州佳新創輝機電有限公司 

● ヤマハ発動機グループ環境監査委員会 

ヤマハ発動機グループ環境監査委員会 
委員長およびグループ代表５社の内部環境監査組織代表者と 

事務局の１１名で構成 

ヤマハ発動機 
環境内部監査組織 

環境内部監査員 環境内部監査員 環境内部監査員 環境内部監査員 環境内部監査員 

ヤマハマリン 
環境内部監査組織 

ヤマハモーターパワー 
プロダクツ 

環境内部監査組織 

ヤマハモーター 
エレクトロニクス 
  環境内部監査組織 

ヤマハ熊本 
プロダクツ 

環境内部監査組織 

委員会事務局 

事業活動と環境負荷 □　ヤマハ発動機の環境内部監査 

□　環境経営のコスト 

環境分野の活動報告 
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新動力源の技術思想「スマートパワー」 

　ヤマハ発動機グループは、二輪車を中心とした輸送機器 

メーカーであり、温室効果ガスの削減はきわめて重要な課題

となっています。グループ共通の２０１０年目標である「CO２原単

位削減３０％（１９９０年度比）」の早期達成に向け、製品の開発

から製造、使用、廃棄にいたるライフサイクル全体において 

温室効果ガスの削減を図っています。 

　現在、事業所におけるグループ共通の目標値である「売上

原単位あたり、年１.５％のCO２排出量削減」に向けた活動を

展開しています。 

　２００７年度は、評価対象会社が２００６年より３社増えて９８社

になりました。その中でグループ共通目標を達成した会社は

７０社（７１%）となり５社増加しました。一方、グループ全体の

CO２排出量は増加傾向にあるため、今後も、国内、海外の 

グループ会社のエネルギー使用量削減に向けた活動状況を

確認し、進捗の遅い会社に対して支援を行うなど、効率的に

温室効果ガス削減を図っていきます。 

　ヤマハ発動機グループが製造する製品の多くは、パワーユ

ニットを搭載しているため、開発、生産、使用、廃棄といったラ

イフサイクルの中でも使用段階における環境負荷が特に大き

いという特徴があります。 

　そこで当社では、製品使用時における消費エネルギー削減

策として燃費の向上に取り組み、２０１０年までに達成すべき目

標として「全対象製品で３０％向上（１９９０年度比）」を設定し

ています。２００７年度については、目標の２５%に対し全製品

で２５％～３８％の燃費向上を達成しました。 

● ヤマハ発動機グループ２００７年度燃料別CO２排出比率 

灯油 
１.５％ 

天然ガス ０.６％ 
ブタン ０.６％ 
B重油 ０.１％ 

都市ガス１３A 
２.５％ 

C重油 ０.１％ 

石炭 
１.４％ 

● 地域別CO２排出量推移（２００５年度～２００７年度） ● ヤマハ発動機グループ会社のCO２削減活動目標達成状況 

CO２排出量 
（単位：t-CO２） 

７００，０００ 

  

６００，０００ 

 

５００，０００ 

  

４００，０００ 

  

３００，０００ 

  

２００，０００ 

  

１００，０００ 

  

０ 

■日本　■米州　　　　■欧州　■東南・西アジア　 
■南米　■オセアニア　■中国　■台湾 

■達成　■未達成 

２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

１６８,８４０ 

５４,０７３ 

１８,８７３ 

１３,３４０ 
２,３４７ 

１５６,６７３ 

３７,０６３ 
３４,９３５ ２,２６５ 

２,２６８ 

１４９,３４７ 

５５,６５０ 

１８,１６７ 

１９２,９５７ 

１５,４０３ 
３９,０５２ 
３４,８４９ 

１６７,８３１ 

５５,０３４ 

１６,７２６ 

２２３,１０９ 

１７,９６５ 

６６,５０８ 

３４,８８４ 

４８６,１４５ 
５０７,６９１ 

５８４,３２４ 

社数 

１００ 

７５ 

５０ 

２５ 

０ 
２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

ビーノXC５０  PAS C ITY-Xリチウム 

６０ 
（６３%） 

３５ 
（３７%） 

９５ 

６５ 
（６８%） 

３０ 
（３２%） 

９５ 

７０ 
（７１%） 

２８ 
（２９%） 

９８ 

□　ヤマハ発動機グループにおけるCO２排出量の削減 

■ 温室効果ガス削減の取り組み 

FC-AQEL 
FC-AQEL（エフシーアクエル）は、３５ 
MPa(メガパスカル）の圧縮水素を燃料
とする燃料電池二輪車。独自の制御技術
により高効率な発電を行い、電力を安定
的にモーターに供給します。 

BOBBY 
「ガジェット」ガジェットとは気のきいた
小物という意味。コンパクトに折りたた
めるため、クルマに乗せたり、玄関にしま
ったりすることも可能な電動二輪車です。 
 

FC-Dii 
FC-Dii(エフシーディー)は、５４質量％メ
タノール水溶液を燃料とする燃料電池
二輪車。脱着可能な二次電池とのハイブ
リッドシステムにより利便性を確保、外部
電源から充電を行うことも可能です。 

C３＋ 
誰にでも扱いやすい軽量・コンパクト設
計で、走るスタイルにもこだわったミニ
マム電動コミューター。ヘルメットをき
ちんと収納できるスペースも用意され
ています。 
 

□　製品におけるCO２の削減 

　「乗り物は環境への配慮と新しい楽しさを備えているべき」と、

環境負荷が小さく、手軽な人間中心の小型電動車両の開発に向け

て取り組んでいる技術思想が「スマートパワー」です。今後もこれ

までに培った制御技術を活かし、環境との調和の中にも人間の感

性に呼応する性能を追求していきます。 

 

燃費向上への取り組み 

環境性能に優れた「ビーノXC５０」を発売 環境にやさしい「ヤマハPAS」 
 
 

上記モデルは、いずれも２００７年１０月に開催された東京国際モーターショーに参考出品し発表したモデルです。 
 

燃料電池 

電動 

　ヤマハ発動機では、環境性能に優れた４ストロークエンジ

ンを搭載する「ビーノXC５０」シリーズにF.l.（フューエルイン

ジェクション）を新たに装備し、２００７年１１月に発売しました。

燃料供給方式にF.l.を採用

することにより始動性、燃費

特性が向上し、１rあたりの走

行距離が６２kmから６６km 

（３０km/h 定地）に伸びました。

環境性能に加え、レトロポッ

プなスタイリングと軽快な

走行性から人気を得ています。 

　「PAS（パス）」は、排出ガスや騒音を出さない環境にやさ

しい電動ハイブリッド自転車です。電動モーターが漕ぐ力とほ

ぼ同じ力でアシストするため、坂道や向かい風でも快適に走

ることができます。２００７年７月に発売された「PAS CITY-X 

リチウム」は「オートエコモード 

プラス」を装備し、平坦路や下り

坂など、負荷の少ない走行時には

アシスト力を自動でセーブします。

それにより、一充電あたりの走行

距離が最大６０kmとなり、標準モー

ドに比べ、約５８%向上しました。 

● 製品別平均燃費の推移（基準年 ： １００） 
平均燃費 
（単位：％） 

ウォーター 
ビークル 

ゴルフカー 汎用 
エンジン 

二輪車 船外機 スノー 
モビル 

四輪 
バギー車 

１５０ 

１４０ 

１３０ 

１２０ 

１１０ 

１００ 

０ 

２００５年度 
２００６年度 
２００７年度 

１３４ １３４ １３４ 

１２５ 

２００７年度 
目標 

１２５ 

１２６ 

１２４ 

１２８ 
１３１ 

１２７ １２７ １２７ １２７ １２６ 

１３４ 
１３８ １３６ 

１４２ 

１４８ 

１３１ 
１２８ 

※二輪車･四輪バギー車･スノーモビルは１９９５年度、ウォータービークル・船外機は
１９９８年度、ゴルフカー･汎用エンジンは２０００年度を基準年としています。 

環境分野の活動報告 
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LPG 
８.１％ 

天然ガス 
１０.３％ 

A重油 
６.１％ 

軽油 
５.７％ 

電力 
５６.６％ 



　ヤマハ発動機では、技術･事務部門などオフィスにおいて

も省エネ活動に積極的に取り組んでいます。コージェネを 

利用した冷暖房やインバータ照明、ＬＥＤ照明、人感センサー

照明の採用など設備の省エネ化を計画的に実施するとと 

もに、ステッカーの貼付などにより従業員の省エネ意識を 

啓発しています。 

　併せて、トイレの洗浄水や手洗い蛇口のセンサー取り付け、

紙の分別リサイクルボックスの設置や、不要となった制服のリ

サイクル回収など、資源の節約や再利用を推進しています。 

 

　ヤマハ発動機では、各部門の輸送エネルギー消費量を原

単位（輸送量）で２０１０年まで毎年１％（２００６年度比）の削減目

標を掲げています。省エネ効果とコスト効果の両立を図り、

削減効果の大きいものから実施を検討することを基本とし、

統合物流CO２ワーキンググループ（WG：生産物流CO２WGと

製品物流CO２WG）を設置し、全社でISO１４００１の取り組みと

して推進しています。 

　２００７年度は、生産物流CO２WGが輸送ルートの見直しや

積載率向上をし、製品物流のCO２WGはグリーン経営認証の

取得促進、車両の大型化による輸送の効率化を実施しました。 

● 総合物流CO２WG体制 

環境企画推進部会 

 
 

製品物流CO２WG 
（補修用部品含む） 

流通環境分科会 製造環境分科会 

 
 

生産物流CO２WG 
（廃棄物含む） 

統合物流CO２WG 
 

　ヤマハ発動機の製造部門では、現在、（社）日本自動車工業

会の自主計画に基づき、２０１０年度CO２総排出量を１９９０年度

比１２.５％削減に向けて取り組んでいます。 

　２００７年度のCO２排出量は目標の９１,９２３t-CO２に対し、 

８５,４３２t-CO２の実績となり、目標を大幅に達成することがで

きました。 

　２００７年度は浜北工場でLPGから天然ガスに切り替えるた

めの導管を完了しました。また、本社溶解炉、第２工場溶解炉

では石油系燃料の天然ガス化をほぼ完了させました。 

　各工場ではCO２削減量、削減コスト効果等を調査し、省 

エネ施策の遂行を計画的に進めており、さらに、全社的な省

エネ診断を実施し、工場の省エネアイテムの掘り起こしを行

っています。特に、エネルギー使用量の多いダイキャスト工場

や鋳造工場では継続的に省エネ診断を実施し、CO２排出量を

削減していきます。 

２００５ ２００４ ２００６ ２００７ 

本社５・７号館 

▲５２.０t-CO２（火力換算） 

第５工場 

▲４９.７t-CO２（火力換算） 

袋井パーツセンター 

▲２２.８t-CO２（火力換算） 

早出工場 

▲２４.８t-CO２（火力換算） 

袋井工場・１号館 

▲４７.０t-CO２（火力換算） 

森町工場・厚生棟 

▲５９.１t-CO２（火力換算） 

　ヤマハ発動機では、CO２排出量の削減策として新エネル 

ギーの活用を推進しています。これまでコージェネレーション

システムを４基、太陽光発電設備を６ヵ所に導入しました。 

　２００７年度の新エネルギー発電量は、全電力使用量の 

２６.４%にあたる５１,６６７kWhとなり、１２,９２７t-CO２（火力換算）

の削減ができました。 

　今後も新エネルギーの導入を積極的に推進していきます。 

● 太陽エネルギーの導入実績および効果 

※表中の数値は、太陽エネルギー導入によって従来型のエネルギー使用に比べて削減されるCO２排出量（単位：t-CO２）を表しています。 

● ヤマハ発動機の製造段階における 
　 CO２排出量・CO２売上高原単位の推移 

CO２排出量 
（単位：t-CO２） 

１２０，０００ 

１１０，０００ 

１００，０００ 

  ９０，０００ 

８００，００ 

 

０ 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

 

C0２排出量 C0２売上高原単位 
（１９９０年度比） 

CO２売上高原単位 
（単位：％） 

９９，８５３ 

１００ 

１９９０年度 

５６．２ 

９３，１６０ 

２００５年度 

４９ 

８５，４３２ 

２００７年度 

５４．５ 

９４，９５０ 

２００６年度 

～
 
～
 
～
 
～
 

～ ～ ～ ～ 

● 物流CO２排出量 ● 原単位（輸送量） 

CO２排出量 
（単位：t-CO２） 

１０，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

４，０００ 

２，０００ 

０ 

２００６年度 ２００７年度 

生産物流 製品物流 

７，８８４ 

１００%

１，４３６ 

７，１３７ 

９１，４%

１，３８２ 

０，０５９５ 

０，０５９０ 

０，０５８５ 

０，０５８０ 

０，０５７５ 

０，０５７０ 

２００６年度 ２００７年度 

０，０５９２ 

０，０５７９ 

建物に対する省エネ活動 

　ヤマハ発動機では、工場建設時における環境負荷低減の

取り組みとして、その建物が環境に配慮したものかを判断

する指標である「CASBEE（建築物総合環境性能評価シス

テム）」を基に、工場建設用として独自の環境配慮設計指標

を考案しました。 

 

● 施工建築物の省エネ検証例 
２００６年竣工の事務所(IM営業・技術棟)増築に際し、単位面積あたりのエネルギー 

使用量を増築前後の各1年間で検証しました。 

増築前 ： １，４５３MJ/m２, 増築後 ： ６６２MJ/m２ 

単位面積あたりのエネルギー使用量は５４％の削減となりました。 

利用量 
（単位：ｋＷｈ） 

※ ● 新エネルギー
  
利用量の推移 

５０，０００ 

４０，０００ 

３０，０００ 

２０，０００ 

１０，０００ 

０ 

※新エネ法で定義されている太陽光発電と天然ガスコージェネレーション発電を対象としています。 

２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

新エネルギー利用量 

□　物流段階におけるCO２排出量の削減 

□　オフィスにおける省エネ活動 

□ 製造段階におけるCO２排出量の削減 

省エネのさらなる推進 

新エネルギーの導入を推進 

環境分野の活動報告 
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IM営業・技術棟 

森町工場の太陽光発電設備 

ソーラーパネル 



● ヤマハ発動機のPRTR対象物質排出量の推移 
 PRTR対象物質排出量 
（単位：t） 

３００ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 
２００５年度 ２００７年度 ２００６年度 

● ヤマハ発動機、ヤマハマリン、ヤマハモーターパワープロダクツのVOC排出量の推移 

２０００年度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

７００ 

６００ 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

    ０ 

ヤマハマリン 
ヤマハモーターパワープロダクツ 

ヤマハ発動機（本社） 
ヤマハ発動機（中瀬） ３社平均：単位面積

あたりのVOC排出量 
        （単位：g/m２） 

VOC排出量 
（単位：g/m２） 

３００ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 

３社平均 

２８２ 

２９５ 

８２ 

５８４ 

１６８ 

１９２ 

３７６ 

２３６ 

３８ 

１１８ 

２００ 

２２６ 

３８ 

１１０ 

４２７ 

２０２ 

５４ 

１０２ 

３８５ 

～
 
～
 
～
 
～
 

　全サプライヤーのグリーン調達ガイドライン達成状況を管

理する帳票管理システム「E-sis」を導入しました。これは、

ヤマハ発動機のサプライヤーに環境負荷物質について不使

用宣誓していただき、その情報をデータベースで管理し、 

全世界で共通に利用できるものです。データベースはヤマハ

発動機内で管理し、インターネットを経由して海外各拠点、サ

プライヤーがWeb画面から直接アクセスし、情報入力、メン

テナンスする仕組みです。E-sis導入により環境負荷物質削

減活動の状況をより細かく把握し、これからの削減活動に活

用します。 

グリーン調達の徹底 

ホイールバランサーから鉛を全廃 

米国舟艇工業会の「イノベーションアワード」を受賞 

　「ヤマハ発動機グループ環境計画２０１０」で掲げている「自

主規制値クリア」「有害物質：ゼロ」の達成に向け、製造段階

や製品の使用段階、廃棄段階などのライフサイクル全体を考

慮し、環境負荷物質削減に取り組んでいます。 

　開発段階においては、「製品排出ガスのクリーン化」「資材・

部品に含有されている環境負荷物質削減をめざすグリーン

調達の推進」に関して目標を設定して取り組んでいます。 

　ヤマハ発動機が排出するPRTR対象物質の９５％以上は

VOCです。２００７年度のVOC排出量の上位５物質は、トルエン、

キシレン、エチルベンゼン、スチレン、１,３,５－トリメチルベン

ゼンとなっています。 

※ヤマハ発動機、ヤマハマリン、ヤマハモーターパワープロダクツ 

　ヤマハ発動機の４ストローク船外機「F３５０A」が、２００７年 

１０月に米国マイアミビーチで開催された「国際マリントレー

ドショー」において、米国舟艇工業会の「イノベーションア 

ワード」を受賞しました。 

　「F３５０A」は、市販船外機としては初めてV型８気筒エン 

ジンを採用。５,３３０cm３の排気量から最高出力２５７.４kW 

（３５０ps）を発揮する船外機として２００７年２月に発表しました。 

F３５０Aは、排気干渉を抑え、出力を向上する「インバンク排

気別サージタンク付マニホールド」、燃焼状況を適正に保つ 

「イオン燃焼センサー」などの独自技術を導入しています。 

　環境性能の面では、世界で最も厳しいといわれている米国

カリフォルニア州大気資源局（CARB）の２００８年度規制に 

おける最高基準値（スリースター）をクリアしています。 

　今回の受賞は、「F３５０A」がこれ 

ら技術の先進性、高性能、環境 

性能を兼ね備えた船外機で 

あることはもちろん、船外機 

の新たな領域を開拓する当 

社の取り組みが高く評価さ 

れたものと考えています。 

　鉛は金属の中で重く、加工がしやすくコストも安いため、 

ホイールバランサーの素材として適していました。しかし、 

二輪車業界全体で鉛の全廃に動き出し、ヤマハ発動機でも 

２００３年に、ホイールバランサーの素材を鉄やすずに切り替え、

国内で全廃を果たしました。 

　その後、海外においても、２００７年には全世界でホイール 

バランサーの鉛使用を全廃しました。 

ホイール 
バランサー 

イノベーションアワード ４ストローク船外機「F３５０A」 

　大気汚染防止法が２００４年５月に改正され、２００６年４月から

VOCの排出規制が開始されています。製造段階の中で、

VOCは主に塗装工程で発生しますが、ヤマハ発動機主要 

３社※では、複雑な形状で高い塗装技術が要求される二輪車・

マリン製品・四輪バギー車等の部品塗装において、塗着効率

の向上や塗料の改良、使用量削減などを継続的に実施し、

VOCの削減に取り組んでいます。 

　２００７年度は高塗着効率設備による塗着効率の向上をはじ

め、VOC排出量の削減などの取り組みで、原単価１８６g/m２ 

（グループ平均）となり、３４%の削減（２０００年度比）を達成し

ました。これからも低VOC塗料であるハイソリッド塗料の 

積極的な導入や新規高塗着効率設備の効率的な稼働、塗装

方法のさらなる変更・改善を図り、VOC削減に努めていきます。 

 

VOCの削減 

MBK（フランス）で 
新アルミ塗装ラインを導入 

□　開発段階における環境負荷物質の削減 

■ 環境負荷物質削減の取り組み 

□　製造段階における環境負荷物質の削減 

PRTR対象物質の削減 

環境分野の活動報告 
 

すずバランサー 

鉄バランサー 

　MBKは、欧州環境規制に対応した新

アルミ塗装ラインを２００７年１２月に導

入しました。今回の設備導入を機に、六

価クロムフリー、およびVOC規制値ク

リアを実現しました。今後も環境に配

慮するとともに、よりお客さまに満足し

ていただけるよう、品質の向上を図っ

ていきます。 
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１８６ 

※MBK = MBK Industrie



　ヤマハ発動機グループでは、各種製品のリサイクル可能率

を９５％以上とする自主目標を設定しています。２００７年度は、

二輪車について、リサイクル可能率をさらに高めるために、

再生樹脂製チェーンケース・ダストカバーの採用などを行い

ました。また、事前選別評価システムに基づいたチェックを徹

底し、解体性の向上を図りました。 

　今後もリサイクル樹脂材料の採用拡大や部品の締結点数

削減、リユース性の向上、リサイクルに関するデータ収集・ 

集計システムの運用などを実施し、目標未到達の製品リサイ

クル性向上に取り組んでいきます。 

リサイクル設計が進む各種製品 

二輪車リサイクル自主取り組み 
　ヤマハ発動機では、他の国内二輪車製造事業者、ならびに

参加二輪車輸入業者と協力し、２００４年１０月から「二輪車リサ

イクル自主取り組み」を始め、二輪車の適正処理・リサイクル

を推進しています。 

　２００７年度は、「廃棄二輪車取扱店」によるリサイクルシス

テムの健全で円滑な活動推進策として、３月から６月にかけて

「二輪車リサイクルシステム推進運動１by１」キャンペーンを

実施しました。２００６年度の当社における再資源化率は８５.１

％となりました。 

　今後もリサイクルシステムの恒常的な運営を図るため、関

連事業者と協力し、二輪車ユーザーへの理解活動や販売店

に対する周知徹底を継続的に行っていきます。 

水資源保護 
　ヤマハ発動機グループでは、

グループ共通の課題として、

水資源の保護に取り組んで

います。 

　ヤマハ発動機では、２００７

年度は1,６４６,６８５m３の水を

使用しましたが、これは２００６

年度に比べて総量で４.３％の

削減となりました。 

環境にやさしい「バイオマスプラスチック」を梱包資材に 
　ヤマハ発動機では、自然環境保全に向けた取り組みのひと

つとして、２００７年９月より、二輪車製品取扱説明書の包装袋

や梱包資材の一部を植物性樹脂「バイオマスプラスチック」

に切り替えました。バイオマスプラスチックとは、石油・石炭

など化石資源以外の生物に由来する再生可能な資源（バイオ

マス）を原料として作られた樹脂のことです。一般的には工

業用・飼料用のトウモロコシが多く使われており、当社採用の

バイオマスプラスチック包装袋や梱包資材も成分の約３０％

はトウモロコシです。バイオマスプラスチックは石油資源の

節約に貢献し、地中に埋めても約１年で分解します。また、焼

却処理をしても製品ライフサイクルの中ではCO２を増加させ

ない（カーボンニュートラル）ことになります。 

　FRPを材料とする小型船舶（モーターボート・ヨット、漁船

など）を製造・輸入しているヤマハ発動機では、（社）日本舟

艇工業会が実施しているリサイクルシステムに参加していま

す。このシステムはFRP船リサイクルセンターが実施主体と

なり、廃FRP船を解体後、破砕・選別を行い、最終的にセメン

ト焼成することによりリサイクルを行うものです。２００６年度

までに西日本１０県、中部以西２９府県で、廃船の適正処理・リ

サイクルを実施しました。２００７年度は、リサイクルシステム

の全国展開を完了するとともに、お客さまへの周知徹底や販

売店の理解・協力を呼びかけました。 

FRP船リサイクルシステムの自主取り組み 

　２００７年度の産業廃棄物排出量は３０,１３８ｔ、排出物の売上

原単位は２００６年度と比較して５％削減となり、目標としてい

た年平均１％削減を達成すると同時に、間接埋立て「０」を継

続しています。廃棄物は、マテリアルリサイクル処理（２６,３５６t）

と、社内の廃棄物焼却処理施設（ACEP）によるサーマルリ

サイクル（３,７８２t）により適正処理され、リサイクル率１００％

を継続達成しました。また、２００７年度に削減取組検討を開始

した副産物（金属くず、廃砂）については全体の削減率５%を

大幅に上回り、８.６%の削減となりました。 

　ヤマハ発動機では、部品梱包資材の削減を図るため、補修

部品の海外向け梱包出荷容器を、ワンウェイ梱包容器から 

リターナブル梱包容器へと順次転換しています。２００７年度

の部品梱包容器の海外出荷リターナブル率は６１％でした。 

２００８年度の部品梱包資材の削減については、中南米セン 

ター稼動に伴うリターナブル梱包出荷運用の拡大により、 

さらに梱包資材の削減を図るほか、国内ではリターナブル 

梱包の課題抽出、検討を続けていく方針です。また、輸出 

向け二輪車の梱包が大部分を占めるＭＣ梱包材についても、

リターナブル梱包化の推進と拡大を図ります。 

　限りある資源を有効に無駄なく活用し、循環型社会の構築

を図るためには、製品の開発、生産、使用、廃棄の各段階にお

いて「３R」(リデュース、リユース、リサイクル)の観点で、廃棄

物削減・適正処理に取り組む必要があります。 

　ヤマハ発動機グループでは「製品・工場：リサイクル１００％」

「『ロングライフ』の達成」」を２０１０年目標として掲げ、さま

ざまな取り組みを行っています。 

リサイクル率　　間接埋め立て処理　　マテリアルリサイクル処理      サーマルリサイクル処理  
● ヤマハ発動機の製造段階における廃棄物発生量・リサイクル率の推移 

３０，０００ 

 

２０，０００ 

 

１０，０００ 

 

０ 

１００ 

 

８０ 

 

６０ 

 

０ 

１００％ 

リサイクル率 
（単位：％)

廃棄物発生量 
（単位：t） 

２１，３７０ 

３４，１９８ 

６６.４％ 

１１，４７８ 

１９９０年度 ２００７年度 

２６，３５６ 

３０，１３８ 

２６，２５３ 

３０，７１９ 

２００５年度 ２００６年度 

１００％ １００％ 

２７，０７５ 

３１，５９４ 

０ ４，４６６ ４，５１９ ３，７８２ ０ 

～
 

～
 

～
 

～
 

● ヤマハ発動機の水使用量の推移 

２，０００，０００ 

 

１，５００，０００ 

 

１，０００，０００ 

 

５００，０００ 

 

０ 

１，５０４，８５８ １，４７３，１７８ １，４２２，５９８ 

２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

１０８，７７３ １０４，８７４ ８５，２４０ 

● 製造３社の水使用量 

ヤマハマリン ヤマハモーター 
パワープロダクツ 

ヤマハモーター 
エレクトロニクス 

５００，０００ 

４００，０００ 

５０，０００ 

 

３０，０００ 

 

１０，０００ 

０ 

 水使用量 
(単位：ｍ３)

 水使用量 
(単位：ｍ３)

４７８，８７５ 

４３，８３７ 

１５，３３６ 
９，３７７ 

２，１３７ 

１０，３１７ 

２，４０２ ４４，６６９ 
４５，２９３ ４６，１４７ 

３０１，１１１ 

４０，８２２ 

２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７ 

～ ～ ～ ～ 

使用量合計 　地下水 　水道水 　工業用水 地下水 　水道水 　工業用水 

● MC製品の３R設計事例（YP２５０） 

【メーター】 
 照明のＬＥＤ化による長寿命化 

【フラップ】 
 再生ポリプロピレン採用 
 

【シリンダー】 
 メッキシリンダー採用による軽量化 

【ワイヤーハーネス】 
 電線の適正化による 軽量化 

【マッドガード】 
 再生ポリプロピレン採用 
 

【ホイールバランサー】 
 鉛フリー品を採用 
 

【ホイールバランサー】 
 鉛フリー品を採用 
 

【リヤフェンダー】 
 再生ポリプロピレン採用 
 

０ 

１，３５０ 

１５２，２３５ １４１，７９０ １３８，８４７ 

● ２００７年度の製品別リサイクル可能率 

汎用エンジン 二輪車 
（モーター 
サイクル） 

発電機 二輪車   
（スクーター） 

ゴルフカー ウォーター 
ビークル 

船外機 電動 
ハイブリッド 
自転車 

９５．０ 

９９．５ 
９７．９ 

９６．１ ９７．０ 

９２．０ 

１００ 

９５ 

９０ 

８５ 

８０ 

自主目標 

リサイクル可能率 
（単位：％） 

（単位：％） 

９４．０ 

４５ 
４３ 
４１ 
３９ 
３７ 
３５ 

２００５年度 

４０%

２００６年度 

３８%

２００７年度 

４３%

アルミニウム、鉄、樹脂、マグネシウム 

９２．７ 

● 購入材料における再生材割合 
３９９，０４３ 

　ヤマハ熊本プロダクツのF９.９・１５PS船外機のダン

ボール梱包システムが、２００６年度の「ワールドスター賞」

に選ばれ、さらに「協会会長賞」の銅賞を受賞しました。 

船外機の梱包がWPO（世界梱包機構） 
ワールドスター会長賞の銅賞に 

http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/csr/environmental- 
field/mc-3r_design/index.html

http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/csr/ 
environmental-field/mc-recycle/index.html

http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/csr/ 
environmental-field/frp-recycle/index.html

http://www.yamaha-motor.co.jp/biomass/index.html

■ 廃棄物削減と資源保護 

□　製造段階における廃棄物削減と資源保護 □　製品における廃棄物の削減 

□　物流段階における梱包資材の削減 

環境分野の活動報告 
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　生物多様性（自然環境）の保全への関心が世界的にも高まっ

ています。ヤマハ発動機でも重要な課題として認識し、さま

ざまな活動を展開しています。 

　浜名湖東方に位置する佐鳴湖の水質改善および快適な空

間づくりを目的とした研究「快適空間『佐鳴湖』の創造」が産

官学連携のもとで行われました。ヤマハ発動機はこの研究に

３年にわたって参画し、２００７年９月にその成果を発表しました。 

　また、「ビーチクリーン＆子ガメ放流会」を浜松市中田島海

岸と磐田市竜洋駒場海岸で開催し、ヤマハ発動機グループ従

業員やその家族８００人が参加。この活動は、絶滅危惧種アカ

ウミガメの保護活動をしているサンクチュアリジャパンの協

力によって実施されているもので、１７年目を迎えています。

さらに、カナダでは地元のカモの保護団体「Ducks Unlimited」

に３５,０００カナダドルを寄付し、活動を支援しています。この

ほか、ヤマハ発動機ホームページ上でも地球上から姿が消え

つつある希少動物をペーパークラフト※で紹介するという 

啓発活動を行っています。なお、浜北工場（９７,１５４m２）には 

ビオトープ（１,２５０m２）

があり、袋井工場は

優良緑化工場として

２００４年に「関東経済

産業局長賞」を受け

ています。 

　環境教育ではEラーニング「ヤマハECO検定」の受講促進

をはじめ、イントラネット「エコロジーネットワーク」で情報発

信による環境啓発活動も展開しています。また、家庭のエネ

ルギー使用量チェックに役立つ環境家計簿「エコライフノート」

を従業員に配付。家庭でできるちょっとした節約も地球温暖

化に役立つと考えています。このようなエコマインドの醸成

に伴い、「エコ通勤」（四輪以外の通勤）に参加しようという 

意識も定着し、車による通勤は減少しています。 

　２００４年から社内で展開している「４万人のV（ボランティア）

作戦」は、従業員が年に一度はボランティア活動に参加し、地

域の社会貢献活動をしようとするものです。２００７年７月から

パソコンを利用し、従業員が毎月の活動報告をするようにし

ました。これにより社会貢献活動の状況を把握しやすくなり、

従業員の意識も向上しました。 

 

　ヤマハ発動機は、ヤマハ（株）と共同で、２００５年から５ヶ年計

画でインドネシアで植林プロジェクト「ヤマハの森」を実施し

ています。２００７年度には３回目となる植林を行い、インドネシ

ア政府関係者、学校関係者、住民、NGO法人オイスカ、ヤマハ

グループなどから過去最高の１,９００人が参加。マホガニーや

チーク、マンゴーやジャックフルーツなど、計３,５００本の苗木

を植林しました。今後も土地の森林再生に貢献していきます。 

 

□　さまざまなステークホルダーとの交流 

　ヤマハ発動機は２００７年２月、「企業が行う環境活動と社会

との関わり」をテーマに、「ヤマハ発動機 環境シンポジウム 

２００７」をコミュニケーションプラザで開催し、地域や行政関

係の方々、従業員など約３００人の皆さまに参加いただきました。

当日は、東京大学教授・山本良一さんの基調講演のほか、各

種の環境問題に関する活動に参加している元F１レーサーの

片山右京さんを迎え、ヤマハ発動機からは取締役会長（当時）

の長谷川至も参加し、トークセッションを行いました。参加者

からは、「環境問題の深刻さを実感し、まずは自分にできるこ

とから行動を始めます」、「世界では多くの生物が温暖化に対

応できず絶滅していることに衝撃を受けた」などの声が聞か

れました。 

　コミュニケーションプラザでは、２００７年７月～９月にかけて

「持続可能な発展をめざしてー人とともに社会とともにー」

と題したCSR企画展を開催しました。期間中は、「親子バイク

教室」「ウインドカー工作教室」「親子・工場＆コミュニケーシ

ョンプラザ見学会」などのイベントも実施。また、特別イベン

トとして映画「不都合な真実」の上映会も行いました。「不都

合な真実」は、地球環境を守る努力を続けることの重要さを

訴えるドキュメント映画で、ヤマハ発動機では２００７年度に社

内外で計３回、上映会を開催しています。 

「環境シンポジウム２００７」のトークセッション 

“環境と感動の両立”をテーマとした「エコプロダクツ２００７」のヤマハ発動機ブース “人とともに社会とともに”と題した「CSR企画展」 

※ ペーパークラフト Webサイト：http://www.yamaha-motor.co.jp/entertainment/papercraft/index.html

　地球環境との共存を図るためには、企業が効果的な環境保

全活動を推進すると同時に、ステークホルダーの皆さまの理

解・参加を得ながら連携を深めることが重要です。 

　ヤマハ発動機グループでは、「ヤマハ発動機グループ環境

計画２０１０」において「企業市民として地域から信頼され、 

敬愛を受ける」「環境先進企業として社会から高い評価を受

ける」ことを目標に掲げています。 

　具体的には環境シンポジウムやイベント、メディアや環境

WEBサイト、CSRリポートなどを通じて、ステークホルダー

の皆さまとの双方向コミュニケーションを深めています。 

　２００７年１２月には２００６年度に引き続き日本最大級の環境

展示会である「エコプロダクツ２００７」に出展しました。ヤマ

ハ発動機ブースは「Uniting Ecology and Excitement

（環境と感動の両立）」をテーマに掲げ、電動二輪車や研究開

発を進めている燃料電池二輪車、ライフサイエンス事業の製

品などを展示。このほか、世界各地での社会貢献活動を写真

で紹介しました。 

　ヤマハ発動機では、環境活動を地域の自治会の皆さまに定

期的に説明しています。２００７年度は７月に２回説明会を実施

しました。廃棄物焼却処理施設（ACEP）の概要や産業廃棄

物排出量の推移などをはじめ、排ガス、ダイオキシン類などの

測定値が法基準だけでなく、それより厳しい自主基準をクリ

アしていることを説明しました。 

約５０haとなったヤマハの森（インドネシア） 海岸清掃後に子ガメを放流（浜松市／磐田市） 

「快適空間『佐鳴湖』の創造」研究発表 

環境教育と啓発活動 

インドネシアの「ヤマハの森」 

生物多様性（自然環境）の保全活動 

□　環境コミュニケーションの推進 

　ヤマハ発動機グループでは、「ヤマハ発動機グループ環境

計画２０１０」において地球環境との共存を図るため事業活動

を通じた環境負荷低減にとどまらず、グループ従業員全員が

高い目標意識で積極的に環境活動に取り組むことを目標に

掲げ、エコマインドの醸成に努めています。 

　そして、従業員一人ひとりが、地球環境保全の意識を持っ

た“地球市民”であるための自覚を促し、地球環境保全の意識

を持って業務を遂行し、企業の持続的発展をめざしています。 

□ エコマインドの醸成に向けて 

「環境シンポジウム２００７」の開催 

「CSR企画展」の開催 

「エコプロダクツ２００７」への出展 

地域の方々とのコミュニケーション 

■ エコマインドの醸成と環境コミュニケーション 

環境分野の活動報告 
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エキサイティング 
ＭＣなどのレジャービークルを 

中心とした事業が提供するプロミス 

ハートフル 
会社発足時から取り組んできた 
豊かな生活を提供するプロミス 

トラステッド 
製造業、輸送機器メーカーとして 

必要不可欠なプロミス 
 

信頼される企業で 
あり続けるために 

社会分野の活動報告 
 

　企業は従業員の集合体であると同時に、あらゆるステーク

ホルダーの皆さまの力によって支えられています。従業員一

人ひとりの力が合わさって企業の力となり、さらにお客さま

や株主の皆さまはもとより、販売店やサプライヤー、地域社会

の人々の力によって、企業活動が可能となります。 

　グローバルにビジネスを展開するヤマハ発動機グループ

においては、さらにこうした自覚のもとに各事業の推進が求

められています。このことは、私が担当するモーターサイクル

事業においても然りで、あらゆるステークホルダーの皆さま

と協調・協働することをもって事業の推進を行い、本業を通じ

てのＣＳＲ活動を積極的に展開することをめざしています。 

　幸い、当社は創業以来の社訓の一つに、「企業活動を通じ

た国家社会への貢献」があり、また、「感動創造企業―世界の

人々に新たな感動と豊かな生活を提供する」という企業目的

のもとで、世界中のステークホルダーの皆さまとのコミュニ

ケーションを図ってまいりました。私は、こうした当社の風土

に誇りを感じ、今後においてもさらにこの精神を根底に据え、

社内外の活動を通じて社会への貢献と事業の発展に力を尽

くしていきたいと考えています。 

　当社の創業者である川上源一が私たちに残した言葉に 

「世界に通用するもの」「世界の一級品」「常に挑戦する心」・・・

といった言葉があります。お客さまの満足を前提とし、世界中

の他のどんな製品よりも品質や性能で優れた製品開発に対

する思いから発せられた言葉ですが、そこには、匠のモノづく

りによる洗練された品格や確かな技術に裏打ちされた信頼性、

さらには未来を見据えた新たなチャレンジの姿がイメージで

きます。 

　お客さまの立場に立って考え、お客さまの関心を集め、当

社製品や活動でしか得られない価値を創造し、「生活の豊かさ」

とともに「心の豊かさ」を追求し、「感動」を提供します。事実、

当社はこれまであらゆるビジネスシーンにおいて、こうした 

イメージを具現化することにより、多くのお客さまの信頼を

獲得し、さらに新しい市場の開拓を実現してきました。 

　当然のことながら、こうした活動の原動力となる従業員を

はじめ、販売店やサプライヤー、さらには当社を取巻く地域社

会の人々との関係に対しても、最大にして細心の注意を払い

ながら深くかかわりを持って、ともに学び力を合わせて対応し

てきました。そして、これが現在の事業の発展に繋がっている

ものと私は確信しています。 

　従業員が家族や社会に対

して誇れる企業、地域の人々

が当社が存在していること

で誇りを感じていただける

企業。製品やサービスなど

の提供だけでなく、さまざま

な活動を通じて、法人として

尊敬される価値ある企業に

なるために、これからも日々、

努力をしていきたいと考え

ております。 

　今後ともご支援とご指導を、

よろしくお願いいたします。 

 

　ヤマハ発動機は、「世界の人々に新たな感動と豊かな生活

を提供する」ことを企業目的として、ステークホルダーの 

皆さまの期待を超える価値の創造に努めてまいりました。 

　ヤマハ発動機は、１９５５年に創業以来、ヤマハ株式会社 

（旧・日本楽器製造株式会社）とともに「ＹＡＭＡＨＡ」の６文字

をブランドロゴとして共有してきましたが、今後においても 

さらに両社の協力のもと、世界の人々に愛されるブランドと

しての価値向上をめざしています。 

　２００７年には、そうした背景の中で１９８７年にヤマハ株式会社

とともに制定・共有してきた「ＹＡＭＡＨＡブランド憲章」の改

定に取り組みました。そして２００８年１月にトータルＹＡＭＡＨＡ

のブランド価値向上をめざして、新たな「ＹＡＭＡＨＡブランド

憲章」を制定しました。 

　ヤマハ発動機では、さらにこれと併行してブランドマネジメ

ント本部の主管のもとで「ブランドビジョン」や「ブランドプロ

ミス」の改定にも着手しました。 

　経営理念で謳っている「お客さま」「社会」「働く人」の３つ

の視点で時代性をもって判りやすい表現に改定することに 

より、ステークホルダーの皆さまにさらに“心の豊かさ”を感

じてもらえるヤマハ製品やサービスの創造をめざします。 

本業を通じてＣＳＲを実現するために 
ステークホルダーの皆さまと協調･協働を推進 
 

■ ＭＣ事業担当役員からのメッセージ 

 

取締役常務執行役員　綿引 亨 
 

 

■ 「ＹＡＭＡＨＡブランド憲章」と 
　 「ブランドビジョン」「ブランドプロミス」 
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ヤマハ発動機グループは、経営理念で示した３つの課題認識をもとに、
「お客さま」「社会」「働く人」の３つの提供価値によって、“心のゆた
かさ”を追求し、ステークホルダーの期待に応え続けます。 

ヤマハ発動機グループは、「エキサイティング」「ハートフル」「トラス
テッド」の３つの約束のもとに、ステークホルダーの期待に応えた製品
やサービスを提供し、未来永劫、ステークホルダーの信頼獲得をめざ
します。 

世界の人 に々新たな感動と豊かな生活を提供する 

感 動 創 造 企 業  
Corporate Mission

Management Principles
１. 顧客の期待を超える価値の創造 
２. 仕事をする自分に誇りがもてる企業風土の実現 
３. 社会的責任のグローバルな遂行 

企業目的 

経営理念 

●ブランドビジョン 

●YAMAHAブランド憲章 

●ブランドプロミス 

お客さまの満足 

社会の満足 働く人の満足 

社会的責任のグローバルな遂行 

顧客の期待を超える価値の創造 

仕事をする自分に誇りがもてる 
企業風土の実現 

ヤマハブランドは、 

世界的視野に立った高品質かつ独創的な 

商品および事業の象徴です。 

◆ 

ヤマハブランドには、 

豊かな感性を大切にする心、 

常に進化を求め続ける意志、 

そして、一人ひとりの挑戦と創意工夫が 

凝縮されています。 

◆ 

ヤマハブランドの使命は、 

お客様とともに感動を創り、 

こころ豊かな生活を実現し、 

文化と社会に貢献することです。 

◆ 

ヤマハブランドの信頼を、さらに高め、 

新しい時代に向かってより一層輝くよう 

私たちは、努めます。 

きらりと光る 
「共感」のブランド 

きらりと光る 
「誇り」のブランド 

きらりと光る 
「憧れ」のブランド 



　「感動創造企業」を企業目的としているヤマハ発動機グ 

ループは、「世界に通用しないものは商品ではない」という

創業当初からのポリシーを受け継いでいます。モノづくりに

始まり、販売・カスタマーサービス活動にいたるまで、事業全

ての段階においてつねにお客さまを基点にした考え方に立

つことで、製品やサービスを通じて世界の人々に「感動」の機

会を提供する企業であり続けることをめざしています。 

　ヤマハ発動機グループは、まずお客さまの信頼と安全を最

優先とした品質を提供することが全ての基本であり、メーカー

として取り組むべき社会責任であると考えています。そして

今後も、技術の進歩、法規制や社会からの要求の変化に対応

したモノづくりの見直しを継続的に行っていきます。 

　また、お客さまに接する販売・アフターサービスの販路や社

内においては、つねに「お客さま基点」のポリシーを持ち続け

るよう、ＣＣＳ（Customer ＆ Community Satisfaction）活動を引き

続き進めていくことで、新たな価値・満足を提供していきます。 

　人間の感性に訴えることを重視する独自の着眼、実際に製

品が使われる現場を多くの技術者や営業担当者が見聞きす

ることによって培われてきた発想、それらをかたちにする開発、

生産技術と、期待を超える高い目標値の設定。ヤマハ発動機

グループは、世界のさまざまな地域、それぞれの事業活動に

おいてオンリーワンのブランドであり続けるために、つねにお

客さまの感動や幸福につながる差別化・高付加価値を追求し

てきました。 

　そして、グローバル経済の変化をうけ、持続的な社会の実

現に対する意識・関心が高まった近年は、環境への負荷軽減

にも貢献しながら、さらに高度なモノづくりに挑戦しています。

多くの価値観や地域条件に対応することで培ってきた、人々

の暮らしに密着したモノづくり技術を、世界各地の拠点への

技術移管も含めた取り組みを続けています。 

 

　モーターサイクルのお客さまが製品を評価される際には、

エンジン排気量やパワーなどの数値性能だけでなく、「走る

楽しさ」「音や鼓動感」「デザイン」といった、人間の感性に訴

える要素も重要な価値基準となります。単なる移動の手段と

してではなく、お客さまに充足感を感じて頂けることを重視

した設計思想をヤマハ発動機は“人機官能”と呼び、つねに

技術チャレンジを進めています。 

　こうしたヤマハ発動機固有の設計思想は、車体構成などの

メカニズムに関する「GENESIS（ジェネシス）」が基礎にあり、

感性への高次元の呼応を実現する電子制御分野についての

「G.E.N.I.C.H.（ジェニック）」と、環境問題への対策手段とし

て社会の期待・関心が高まってきているEV（電動車両）やハ

イブリッド車両などの新動力源に関する「Smart Power（ス

マートパワー）」の３領域で構成されています。 

　実際の製品開発にあたっては、開発者が各国を訪問し、直

接お客さまの生の声を伺う活動等によって、お客さまのご要

望を反映しています。美しいデザインや高品質、量産性やリサ

イクル性にも優れた製造技術の開発にも努めています。さらに、

その技術をアセアンなど海外の現地工場に移管する取り組

みを行う等、お客さまの期待を超える製品を創造することに 

日々努めています。 

　ヤマハ発動機グループでは、１９９１年に制定された「品質保

証規程」に基づき、３年毎に「中期製品品質方針」を策定して

います。期末となった２００７年度は、改正消費生活用製品安全

法の施行もあり、システムのみならず、組織変更に至るまで、

より迅速な対応を実現する取り組みを行うとともに、２００８年

度からの次期新中期においてはマネジメントシステムの変革

と、新たな製品において、リコールの発生をゼロにするという

目標達成に向けた、施策と環境の整備を進めてきています。 

２００８年度以降の方針達成の為の行動指針 
・お客さま基点での思考、判断 

・当事者レベルでの問題完結 

・問題解決の基本に戻った現場主義 

※２００７年４月１日現在 

● ヤマハ発動機グループの品質保証体制 

事務局 

事務局 

参画 

社長執行役員 

各事業の責任者 

関連子会社 
社長 コーポレート 

品質保証部 

品質統括役員 

品質管理 
責任者 

品質管理 
責任者 

品質保証 
部会 

製品保証 
委員会 

参
画 

　二輪車や船外機からライフサイエンス事業にいたるまで、

多種多様な製品をお客さまにお届けするようになった近年は、

分野毎に商品特性が大きく異なるそれらの製品において、お

客さまにご満足いただける「全数良品」を実現するため、製

品群をまとめた事業毎に品質保証体制を構築しています。 

　しかし、当然のことながらその一方で、「ヤマハ発動機の品

質」は事業や製品群が異なっても、その品質のレベルに違い

はあってはならないと考えています。そのため、全社の品質

保証活動を統括する「製品保証委員会」、そして、品質保証に

関する方針・計画の審議・答申や各事業部・社内カンパニー・

子会社間にまたがる課題の調整、解決、施策の進捗状況の確

認などを担う「品質保証部会」を設置しています。 

　また、２００７年４月の組織変更では、日々の品質保証活動を

監視する機能強化のため、事業部横断で品質についての取り

組みを行う部署として「製品保証本部コーポレート品質保証部」

がスタートしています。（従来の組織では総務部お客様相談･

品質グループ） 

 

イントラネット画面 

　ヤマハ発動機の第１号製品の製造現場に、「品質絶対」と

記された大きな看板が掲げられてから半世紀にわたり、品質

に対する高い意識はヤマハ発動機グループの企業風土とな

っています。 

　ヤマハ発動機は、安全性の確保はもちろんのこと、適切な

製品寿命をもち、継続的に信頼がおける製品であることは、

お客さまに歓びを感じていただくことに意味があり、感性に

訴えることをめざした製品においては、何より重要な基本要

素であると考えています。 

ヤマハ発動機グループが共有する「品質方針」 
　ヤマハブランド憲章の精神に則り、豊かな『感性』を尊重し、

高品質主義、即ち選りすぐられた製品を効果的に具現化する

ために最良品質を指向し、最適水準の創出により、確かな製品

安全性・信頼性を実現し、製品を通じて、つねに顧客に信頼と

喜びを提供する 

　コーポレート品質保証部では、その日にお客さまから入電

した不具合や対応についての情報を、翌日には全社員がイン

トラネットで共有できるようにDBシステムを運用管理してい

ます。また、全ての事業部門の品質保証に関する会議に参加

し、お客さま・社会・会社の３者間のニュートラルな視点から監

視や指導を行うとともに、品質や製品安全に関わる法律や社

会情勢などの最新情報の収

集、社内への教育や問題解

決支援など、未然予防と事

後対応の両面からPDCAサ

イクルが有効に機能する取

り組みに努めています。 

□　リアルタイムの情報共有や教育の徹底 

□　期待を超える価値の創造 

□　独自のモーターサイクル設計思想「人機官能」 

□　地域社会に根差した製品開発 

■ 「お客さま基点」のモノづくり 

□　お客さまの歓びにつながる品質保証 

□　品質保証の活動方針 

□　品質保証の体制 

インドネシア女性のフットワークをサポートする「Mio（ミオ）」　 
公共の交通手段が十分に整備されていないインドネシアで、現地女性にも扱いやすいようにオートマチック化や軽量･コンパクト･ 

スリムな車体を実現。スコールによって冠水した悪路などでの走破性も兼ね備えるなど、地域条件に即したモノづくりを行っています。 

２００７年東京モーターショー参考出品車（試作車）：
LUXAIR　ヤマハ発動機は、環境との調和を図りながら乗り物
の楽しさとの両立をめざす、次代のモーターサイクルの研究開
発を続けています。東京モーターショーでは、その一例としてハ
イブリッド技術を用いたモーターサイクルを参考出品しました。 

お客さま 
社会分野の活動報告 
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「製品開発は、ターゲットカスタマーの期待を超える“感動”を創り出さないと駄目なんですね。 
私たちは、お客さまがヘルメットを脱いだ瞬間に見せる笑顔のために仕事をしているんです」 
◆ ＭＣ事業本部第２ボディ設計部プロジェクトリーダー：横溝 晋さん 



YTA（Yamaha Technical Academy）活動実績 

□　安心・安全・快適の提供とともに「感動」をつくる 

　ヤマハ発動機グループは、高い品質や性能に優れた製品

を販売するだけでなく、製品を正しく安全にご使用いただき

ながら、お客さまが購入後も継続的に「ヤマハのある生活」

を楽しんでいただく機会を提供しています。 

　お客さまの期待を超える価値を、製品のライフサイクル全

てにわたって創出するために、カスタマーサービスの充実へ

の取り組みを、世界各地で進めています。　 

　二輪車の販売においては、One to One Service“一人 

ひとりのお客さまとのより良い関係づくり”という世界共通の 

サービススローガンを合言葉に、各地の社会環境や二輪車が

使用される状況に即したさまざまな情報発信、安全と楽しさ

を追求したサービスの提供に取り組んでいます。 

　余暇を楽しむものとしての二輪車使用の歴史が長く、成熟

した市場である国内や欧州、北米では、顧客満足度の向上の

ためのカスタマーイベントの開催やサポートを継続的に行い、

車両の展示や試乗機会の提供、用品の販売などによって、多

様化するお客さまからのご要望に応えるための努力を続け

ています。 

　近年、著しい経済成長を見せる国々も含めたグローバルな

取り組みとしては、各地の状況や交通社会の発展レベルに応

じたライディングスクールやツーリングイベントの開催によっ

て、ヤマハ製品をより安全に使用することへの意識向上や理

解を深める活動を行っています。 

お客さまとのより良い関係づくり 

　メーカーの技術力が試される場であり、多くのお客さまが

関心をよせるモータースポーツに関しては、国内外のさまざ

まなカテゴリーへの積極的な参加、ワンメイクレースの開催

によるファン層拡大や、プライベートチームやライダーのレベ

ル向上への支援を行うなど、ブランド価値の認知や向上に取

り組んでいます。 

感動をお届けするモータースポーツ活動 

　制度の導入開始から５年目となった２００７年現在、世界 

３４ヵ国において第一線のサービスマン教育を推進してお

り、独自の認定制度による資格保持者は約１７,０００名を数

えています。さらには、行政機関の資格認定として採用さ

れる国もでてきており、各地への定着浸透が進んでいます。 

　また、ＹＴＡの一環として、各国予選を勝ち抜いた選手

が学科・実技・接客の分野でお客さまへのサービスの「技」

を競う「ヤマハワールドテクニシャングランプリ」につい

ては、４回目（隔年開催）の実施となりました。 

 

継続的なお客さまの満足を支える体制 

　お客さまの製品に対する日々の満足を、安全･安心･快適の

３要素において支えるためには、滞りない安定した部品供給

と同じく、確実な点検整備や修理メンテナンスが実施される

ことが不可欠です。 

　ヤマハ発動機グループでは、二輪車サービス部門の２０１３年

での目標達成をめざした「グローバルサービスビジョン２０１３」

に基づいた活動をはじめ、世界各地の市場で、メカニック一人

ひとりの高い技術力と心からの接客で、お客さまが安心して

製品を購入し、点検整備を任せられる店づくり、人づくりを進

めています。 

　ヤマハ発動機グループが長年取り組んできた活動として、

地域の代理店や販売店と共同で行う無料点検活動がありま

すが、２００７年度についても、成長著しいアセアン諸国やイン

ド市場において、キャンペーンを展開しました。 

　また、国内外のサービススタッフを対象に世界各地で定期

的に開催される研修会や、事業のグローバル化や企業の社

会責任への認識の変化に対応して、２００２年より開始したサー

ビス技術教育プログラムであるYAMAHA TECHNICAL 

ACADEMY（YTA）の普及も進めることができました。 

　ヤマハ発動機グループでは、以上のようなグローバルレベ

ルでの活動によって、サービススキルのレベル向上や、地域

に関わらずお客さまに高品質なサービスを提供する標準化

に対する取り組みを、今後も継続的に行っていきます。 

満足と安全を提供するサービスのスキルアップ 

中南米への部品供給拠点“YDLA”の２００８年３月に稼動
にむけ、中南米１３ヶ国の代理店と部品マネージャーを集
めて開催された第５回中南米部品マーケティング会議 

YMSMが中国各地で安全運転意識向上活動を展開 
　中国で展開中のブランドキャンペーンの一環として、交通安全普及活
動や社会貢献活動をしながら、２００６～２００８年の３年間で全土をまわる「YES！
ラリー」。２００７年は、上海、済南、アモイの３ヶ所を起点に重慶をめざし、
各地で交通ルールやマナーの順守を呼びかける安全運転教室を開催し
ました。 

YMUSが「STAR DAYS」をサポート 
　家族も含めた仲間同士の交流と社会活動を目的として、毎年夏に開催
される、自主運営組織STAR協会（会員数４万人、全国支部２００以上）によ
る最大イベント「STAR DAYS」。YMUS（米国）とディーラーによるサ
ポート活動は、２００７年で９年目を迎えました。 

第４回目の「YAMAHA World Technician GP ２００７」は、世界１７カ国から
選抜された２１人のサービスマンが参加しました 

欧州でマリンサービステクニシャン育成システムを導入。参加者はYMENV
でYTAトレーナーの認定を行いました 

アセアン諸国持ち回りのアセアンカップ。２００７年度はマレーシアで開催されました 
※YMSM = Yamaha  Jinshe Motor Shanghai Marketing Co., Ltd. 
　YMUS = Yamaha Motor Corporation,U.S.A.

※YMENV = Yamaha Motor Europe N.V.

　優れた性能や品質をもつ製品を提供できたとしても、経年

変化による消耗部品や、お客さまが使用していく間におこる

不慮のトラブルで必要となる交換部品の供給が滞ってしまう

ようでは意味がありません。 

　二輪車や船外機を始めとする当社の製品の多くは、お客さ

まが歓びを感じるために使用されるものであり、地域によっ

ては社会や経済活動を支えるインフラとしての役割も担って

いる製品もあります。また、事業分野が広範であること、製品

レベルでみても地域対応による製品バリエーションの多さや

技術進化・多機能化による部品の多様化など、確実で安定し

た部品供給管理に関する要求度は、高くなる一方です。 

　ヤマハ発動機グループでは、２００６年に稼動をはじめたグロー

バルパーツセンター（静岡県袋井市）に続いて、２００７年９月に

は中国全土への供給活動を集約する上海部品センターの整

備を行うなど、国内（販売店数：約１６,０００店）や、海外の子会社、

インポーター（約

３００社、１８０ヶ国）

を結ぶ部品供

給体制の強化・

構築を世界各

地で進め、お客

さまの満足を支

える取り組みを

行っています。 

■ 「お客さま基点」のコミュニケーション 
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「今回のワールドテクニシャングランプリを通して、学んだことや見直すべきことが 
数多くありました。ここで経験したことを忘れることなく、今後も多くのお客さまを 
笑顔にできる仕事をしていきたいと思います」 
◆ ＷＴＧＰのスポーツモデル部門で優勝したイタリアディーラーのMassimiliano Cordeschiさん 



　ヤマハ発動機グループでは、お客さまからの製品の品質に

関する苦情やご指摘や、ご要望を、担当事業部・カンパニー毎

に集約、分析→解析→対策→再発防止まで市場品質情報を

一貫して扱う体制をとることで、迅速な対応に努めています。 

　なかでも、ヤマハ発動機グループの主力製品である二輪車

部門では、品質問題に特化した「品質革新部」を設け、国内外

の市場品質問題を集約し、原因究明、対策の推進、再発防止

への迅速で的確な措置を講じています。 

　さらに、全社共通組織として、各事業における対応が的確

であることを確認するための「市場品質情報監査部会」を設

置し、対応結果や仕組み、ルールに対する定期監査を行って

います。 

□　お客さまからの声を製品に活かす体制 

　ヤマハ発動機グループでは、安心してご使用頂くための品

質保証への取り組みには最善を尽くしておりますが、予期せ

ぬ不具合が発生してしまった場合のご迷惑を最小限に抑える

ための取り組みにも注力しています。 

　また、消費生活用製品安全法の改正によって重大製品事故

の報告が義務化された２００７年には、情報収集と伝達を早め

るために製品ごとの事故受付窓口を新たに設置、「事故の重

大性判断フロー」「業務マニュアル」などの業務ツールを含

めた社内イントラの整備、社内ルールの改定を進める等、より

迅速で確実な対応のための体制作りを進めました。 

製品不具合や重大製品事故への対応 

●不具合/重大製品事故についての正確な情報把握と現品の入手 

●事業責任者を中心とした調査委員会による、原因究明、対策、
　市場措置判断、管轄機関（重大製品事故であった場合は主
　務大臣に報告）への届出 

●リコールなどの市場措置実施の要否判断に関しては、事業
　内での判断に加え、社内の第三者を入れた別の審議会で
　妥当性、透明性を確保 

●ウェブサイトやダイレクトメール、販売店からの連絡などの手段
　による、お客さまへの周知の徹底（市場措置を決定した場合） 

■ 参照：ヤマハ発動機製品のリコール情報は、以下のウェブサイトで公開しています。
http://www.yamaha-motor.co.jp/recall/ index.html

□　製品安全問題への対応 

□　個人情報保護の取り組み 

□　お客さまからのご相談への対応 

　ヤマハ発動機では、二輪車、マリン製品、電動アシスト自転

車などの製品についての相談窓口を設置し、年間約３万４千

件のお客さまからのお問合せ、ご要望、ご意見に対応していま

す。ご購入に関する相談から、３０年以上ご愛用いただいてい

る製品についてのお問合せまで、その内容は多岐にわたりま

すが、全てのお客さまにご満足・ご納得いただける対応をめ

ざし、独自の取り組みを行っています。 

　まず、相談への応対で求められる製品の知識を広げ深める

ために、相談員本人が製品の使用方法や分解整備を行うなど、

実際的な研修会を定期的に実施しており、周辺情報に関して

も毎週勉強会を行っています。さらに、実際の電話対応では、

必ず熟練スタッフを含む２名のペア体制をとるようにしており、

これらの取り組みの結果、電話を受け取った相談員（一次受付）

の段階で、対応を完了できる案件の割合は約９割となってい

ます。 

　また、頂いたご意見やご要望は、個人情報保護のうえでデ

ータベースによる一元管理を行うとともに、その日に入電し

たものが翌日には全社スタッフが内容を把握できるようにな

っており、商品企画開発、品質保証、販売、サービスなどの関

連部門へのフィードバックによって、製品品質向上やお客さま

の満足度向上の為に有効に活用されています。 

 

● 「お客さまからの声」の社内各部署への流れ （二輪車の例） 

お客様相談窓口 
（コーポレート品質保証部） 

販売店 

開発部門 

製造部門 

調達部門 

監査 

お客さま 

販売会社 品質革新部 

□　安全にお使いいただくための表示・広告への配慮 

　ヤマハ発動機グループでは、ウェブサイトやカタログ、広告

などを通して、取り扱い方法、メンテナンスの大切さ、お客さ

まご自身だけでなく周囲の環境も含めた安全への配慮など、

お客さまに製品を正しく安全にお使いいただくための意識啓

発に取り組んでいます。 

　交通ルールなどの法令順守をはじめ、安全運転や使用マナ

ーの向上につながるように、ウェブサイトや広告などで使用

する写真・映像での表現について配慮し、誤解を招くことの

ない表示を心がけています。例とし

ては、運転に適切な服装であることや、

安全が確保された乗り方であること

を確認し掲出することや二輪車カタ

ログの裏面には「安全で快適なバイ

クライフのために。」という表示を

行うなど、無理な運転や不正な改造

の抑止に努めています。 

　ヤマハ発動機では、個人情報保護の取り組みについて、す

でに２００３年より「プライバシーポリシー」の制定と、「個人情

報保護対応マニュアル」の作成を通して、従業員への周知徹

底を図ってきました。 

　この活動は、現在ヤマハ発動機グループ各社にまで拡大展

開しており、２００７年度は「個人情報保護対応マニュアル」の

改訂とその周知、「プライバシーマーク」取得の促進に取り組

んできました。 

　また、２００８年以降は、階層別の集合研修、ヤマハ発動機お

よびグループ各社に対するモニタリングなどを予定しており、

今後とも個人情報保護の周知と徹底に努めてまいります。 

 

　昨年度には一部の電動アシスト自転車製品で問題が見つかり、 

お客さまをはじめ社会の皆さまにご迷惑とご心配をおかけしてお

りますことを改めてお詫び申し上げます。 

　ヤマハ発動機では、自社ウェブサイトや社告の掲載による周知

の徹底や、製品購入時の盗難保険加入リストや販売網を通じて 

把握できたお客さまにはダイレクトメールやお電話等で直接のご

連絡を行うなど、早期の問題解決に向けた活動に引き続き努めて

おります。 

　ヤマハ発動機マネジメントサービスは、日本工業規格「ＪＩＳ Ｑ１

５００個人情報保護マネジメントシステム-要求事項」に適合して、個

人情報について適切な保護措置を講ずる体制を整備している事

業者として、プライバシーマークの認定

を受けました。これによりグループ各社

をはじめ、お取引先会社の個人情報を適

切に、安全にお預かりすることで、さらに

信頼を高めています。 

（単位：台） 

対象台数（当社ブランドのみ） 
　　　　修理済み台数 
　　　　　　改修率 

１２８,９８２ 
  ７３,８７６ 

５７.１%（２００８年４月末時点） 

● 「お客さまの声」（苦情・問い合わせ・要望）事業別比較 
    （２００７年度） 

● 「お客さまの声」（苦情・問い合わせ・要望）の内訳 

 お客様相談窓口 

二輪車 
５５％ 

電動ハイブリッド 
自転車 
３１％ 

マリン 
１０％ 

その他４％ 

相談 
８８％ 

苦情 
１１％ 

要望１％ 

市場品質情報監査部会 

ＹＭＭＳにプライバシーマーク認定（２００７年８月） 
 

http://www.yamaha-motor.co.jp/policy/index.html
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■ 「お客さま基点」の情報コミュニケーション 

「お客さまからの相談や苦情に対しては、迅速かつ公正に対処し、当社の製品や 
サービスの改善に活かして、お客さまの満足を高めることに努めています」 
◆ お客様相談室グループリーダー：野本 達夫さん 



「多様性」に取り組むＹＭＤＢとＹＭＤＡ（ブラジル） 

　ヤマハ発動機グループでは、人事方針として、会社と個人

が「高い志を共有し、研鑚しあい、協力しあい、成長しあい、 

喜びを分かちあえる」関係を築くことをめざしています。 

　グローバルな環境で、モビリティを中心とした多岐にわた

る事業を展開し、さまざまな背景をもつ人たちが業務に携わ

るヤマハ発動機グループでは、「仕事をする自分に誇りが持

てる企業風土」という理念のもと、人種・国籍・思想・生活信条・

身体・性格・親族などについての差別や誹謗中傷を禁止する

ことを『倫理行動規範』で明文化し、従業員の多様性の尊重

に努めています。 

　ヤマハ発動機では、９２年より継続的に、会社の風土、経営、

人事制度、職場、上司、福利厚生に対する従業員の評価として 

「従業員意識調査」を行っています。また、２００７年には「組織

の元気度調査」も行い、さらに従業員のヒヤリングを通じて

現状把握と、課題の整理を行ってきました。それぞれの調査

で抽出された課題は制度運用の改善や、部署での施策に活

かされています。 

　具体的な取り組みとしては、効果者のマネジメントスキル

向上のための研修や、人材育成計画の再構築、組織階層の見

直しや管理スパンの適正化に向けて施策を検討、実施してい

ます。また、いくつかの部門では、部署内の情報共有化など独

自の施策を展開し、改善に努めており、今後の取り組みにつ

いての告知は、社報や施策開催時の説明会などを通じて行っ

ていきます。 

　ヤマハ発動機では会社と従業員のコミュニケーションが 

潤滑に行われ、従業員の満足度を高めるための取り組みを 

今後もさらに強化していきます。 

 

　従業員のワークライフバランスの実現を支援するため、 

ヤマハ発動機グループでは、多様な働き方の整備を進めて

います。 

　例えば、ヤマハ発動機では、育児や介護のための休職制度、

フレックスタイム制度や定時退社デーを設けています。また、

休職者に対しては、休業中の定期的な情報提供を行うととも

に、事業所内託児施設「わいわいランド」を設置するなど、休

職者が円滑に復職するための環境整備に努めています。 

また、２００７年５月には、次世代育成支援対策推進法に基づく 

「次世代認定マーク」を取得しました。 

　ヤマハ発動機では、定年後の就労を可能とする再雇用制度

を２００１年４月に導入以降、６０歳定年以降も意欲と能力のあ

る従業員に活躍の場を提供するとともに、熟練度の高い人材

の継続確保に取り組んでいます。 

　２００６年４月には高年齢者雇用安定法の改正に併せ、再雇用

者選考基準を全業務にまで拡大しており、賃金基準など関係

諸基準もあわせたさまざまな見直しを引き続き進めています。 

　２００７年度は、２４９名の対象者に対し、１３６名（約５５％ 内訳：

同じ職場で採用＝１３１名、別の職場で採用＝５名）が再雇用者

として採用され、その豊富な経験や専門能力を活かして活躍

しています。 

　また、その他の支援活動としては、定年後の多様なライフ

プランの策定を支援するために、５７歳の従業員を対象とする

「ヤマハ年金ライフプランセミナー」を開催しています 

（１９９１年度からの延べ実施回数約１６０回）。 

□　多様な人材の登用 

「多様性」への取り組みを紹介したプレゼンテーションシート（一部） 

手話教室 

※ＹＭＤＢ ＝ Yamaha Motor do Brasil Ltda. 
　ＹＭＤＡ ＝ Yamaha Motor da Amazonia Ltda.

　ヤマハ発動機グループでは、障がい者雇用への取り組みと

して、「障がい者と健常者が一緒に就労できる職場運営を行う」

という基本方針のもとで、障がい者雇用の社内推進役として､

「障がい者雇用促進委員会」を設置し、各部

門に担当委員を置いて、在宅勤務も含めた雇

用の場の拡大や、より積極的な採用･募集活

動への取り組みに努めています。 

　また、障がい者を多面的に支援するために、

手話教室や要約筆記研修を実施するなど、コ

ミュニケーションの向上への取り組みにも力

を入れています。 

　なお、ヤマハ発動機の２００７年度における障がい者雇用率

は２.１％でした。 

 

● 育児・介護休暇取得日数 

　 

２００５年 

２００６年 

２００７年 

女 

７１ 

７６ 

１０３ 

男 

１ 

１ 

０ 

女 

０ 

１ 

１ 

男 

２ 

３ 

１ 

育児休暇 
取得日数 

介護休暇 
取得日数 

● ヤマハ発動機の主な育児（介護）支援制度 

育児（介護）両立支援制度 
 

育児休職 
 

介護休職 
 

看護休暇 
 

フレックスタイム制度 
 

勤務の軽減 

 

その他 

                           　 　　　　　　 内容 
 
産前産後休暇の翌日以降、子女の満２才の誕生日まで休職可能 
 
１年以内で本人が申請する期間休職可能 
 
小学校就学前の子どもを看護するための休暇を年間５日まで取得可能 
 
６：２０～２１：４５の時間内で労働時間を設定※コアタイム１０：１０～１４：５０ 
 
小学校就学の始期に達するまでの子どもを養育する従業員、または家族を 
介護する従業員に対しては、時間外労働の制限や深夜業務が免除される 
 
・定時退社デーの設定（毎週水・金曜日・給与日・賞与日） 
・３日連続有休取得（３０歳以上は５歳毎に５日連続取得） 

● 総合満足度 

非常に満足 
３０.１％ 
 

まあ満足 
５８.６％ 
 

あまり満足 
していない 
９.７％ 

不満１.５％ 無回答０.１％ 
● 属性別 平均ポイント（４点満点） 

４.０ 

３.０ 

２.０ 

 

３.１８ ３.１４ 

女
性 

男
性 

（
性
別
）
 

３.１７ 

全
体 

３.１１ ３.０６ 
３.１８ 

３.３２ 

５０
歳
〜 

４０
〜
４９
歳 

３０
〜
３９
歳 

〜
２９
歳 

（
年
齢
別
）
 

設問は「あなたはヤマハ発動機で働くことに満足していますか」 

　ブラジルのサンパウロに所在するＹＭＤＢとマナウスに

所在するＹＭＤＡでは、「多様性」に対する取り組みを重視

し、人権に関する社内規定を整えるとともに、従業員に対

する人権教育を積極的に展開しています。 

　人権に関した取り組みテーマとしては、雇用機会の均等

をはじめ、労働健康と安全性、差別の撤廃、宗教の自由、い

やがらせや児童労働/強制労働の撤廃、等と幅広く、人権

教育も管理職だけでなく工場ラインで働く従業員までも

対象に、広く実施しています。 

　その他、施設内に投書箱を設置して抗議や不満や提案

を聞き入れたり、社内異動の希望を適えやすくするため

の告知を展開したり、健康的に労働をしてもらうための労

働トレーニングとエクササイズなど、さまざまな定期的プ

ログラムを実行しています。 

　さらに、障がい者雇用についても積極的に受け入れて

おり、２００７年には１１９人の障害をもった人々が活躍する

環境を作り上げています。 

点 

■ 多様性を活かした職場づくり 

□　満足度向上をはかる施策や制度改善 

□　仕事と生活の両立支援 

障がい者雇用・職域の拡大 

定年後の活躍支援 

従業員 
社会分野の活動報告 
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「会社や仕事のことを考えるのは大前提ですが、従業員の立場や現場を大事にした 
施策を考えて皆さんに喜んでもらいたいですね。両立支援もその1つです」 
◆ 社内活性化グループリーダー：竹田 かおるさん 



　２００５年の導入から３年目となった労働安全衛生マネジメン

トシステム（OSHMS）については、引き続き、労働災害リス

クの低減や設備の安全化と、階層別の教育・研修を実施し、安

全に行動できる人づくりに取り組みました。さらに、安全衛生

大会の開催や、安全管理者研修、監督者の能力向上研修も実

施しています。 

　２００７年度の労働災害発生率については、度数率において

更に順調な改善が見られ、また２００６年度に上昇した強度率は、

前年並みにまで改善をすることができました。今後も階層別

教育の充実とOSHMSの拡大展開によって労働災害リスク

の低減を図っていきます。 

　また、２００７年度は、２００６年度に引き続き国内グループ会

社へのOSHMS整備を進めるとともに、海外のグループ関連

会社へのＯＳＨＭＳ整備にも着手し、２００８年度のアジア子会

社へのスムーズな導入・運用を実現するための教育や周知

活動にも取り組みました。 

 

 

　職場環境改善については、２００５年度に改訂した当社独自

の衛生管理基準に基づいて、２００７年度も引き続き、産業医と

衛生管理者による職場巡視を通じた、健康障害要因の洗い出

しと対策を進めました。また、イオン飲料水の自動販売機の

設置など、近年、厳しさが増す夏場などの熱中症対策も進め

ています。 

　企業活動の原点は人であり、従業員が健康で活力をもって

働くことのできる職場環境を育むことは、健全で持続的な企

業経営を実現するための基盤と考えています。 

　ヤマハ発動機では、健全な労働環境の整備を実践し、各国・

地域の適用法令の遵守を徹底するとともに、「労働安全」「労

働衛生」「健康づくり」の三つをその基本と位置付け、２００４

年度よりテーマ毎に重点項目と中期・単年目標を設定し、さま

ざまな活動を計画的に進めています。 

　健康診断や保健指導、生活習慣改善のための支援のほか、

従業員の健康づくり活動の推進組織であるウェルビー委員会

による健康増進のためのイベント開催にも取り組み、２００７年

度も引き続き、喫煙率を低下させることができました。 

　メンタルヘルスについての取り組みとしては、従来から進

めてきた管理監督者への教育、海外駐在員に対するサポート

体制や中途入社者への支援強化に加え、新任基幹職・監督者

を対象としてメンタルヘルス研修を行いました。また、２００６・

２００７年度に実施した「元気度調査」の結果をもとにした対策

を通しても、職場の環境改善に取り組んでいます。 

 

　ヤマハ発動機グループでは、改定した『倫理行動規範』に

おいてセクシュアルハラスメントとパワーハラスメントの禁

止を明文化するとともに、人事部内に対策委員会を設置し、

撲滅への取り組みを強化しています。 

　具体的には、相談者のプライバシー保護のもと、事実関係

を迅速･公正に把握するための仕組みとともに、メールや電

話で気軽に相談できる「セクハラホットライン」を設置し、万

が一問題が発生した場合に備え、早期解決が図れるよう社内

相談員、ならびに外部の専門カウンセラーを置いています。 

　２００７年度も、基幹職・監督職を対象とした教育活動や 

一般従業員研修を行い、また現状把握のために毎年実施して

いるアンケート調査では従業員の意識向上が進み、相談窓口

の認知においては３０%（２００６年度５４%→２００７年度８４%）

の改善が見られました。また、２００７年は違法･違反に至る前

の「相談」の件数が増加しており、事の発生前に気づく行動、

声にする姿勢が職場で進んでいます。 

　今後も、セミナー開催、社報やイントラネットでの情報発信

を通じて一層の意識向上をはかるとともに、相談員のスキル

アップにも努めることで、セクハラのない安心して働ける職

場づくりを進めていきます。 

　ヤマハ発動機は、人々に感動と豊かな生活を常に提供しつづける企業であり、その事業活動を支える社員の安全と生命を

守ることが健全な企業運営の基盤であると考えます。この基本的考えのもと、全員参加で働く一人ひとりが安心して健康に

働ける環境づくりを推進します。 

  　　　　  　　　   １．職場に潜む危険・有害要因の排除活動を継続的に実施する 

  　　　　  　　　   ２．安全衛生関係法令及び各種社内規則・ルールを遵守する 

  　　　　  　　　   ３．これら実現のために適切な安全衛生の仕組みを確立し運用する 

インドネシアでリスクアセスメント講習を開催 
　インドネシアのYIMMでは、２００７年７月２日～５日の４日間にわたって、
OSHMSの活動の柱の一つであるリスクアセスメントの講習を開催
しました。対象は、製造部門の職長以上、マネージャー、安全スタッフ
およびYPMIメンバーを２グループに分け実施。９０名の受講者は、ケ
ーススタディやグループ討議を含めて熱心に聴講。今後、リスクアセ
スメントを現場で実施し、その結果、評価等を通して継続的に指導を
予定しています。なお、YIMMは２００８年、OHSAS１８００１外部認証を
取得予定。 

タイではOSHMSシステム監査を実施 
　タイのTYMでは、２００７年９月１７日にOSHMSの事前システム監査
を行い、安全衛生状況を確認しました。今後は、リスクアセスメント等
の指導を行う予定です。なお、TYMもYIMM同様に２００８～９年に
OHSAS１８００１外部認証を取得予定しています。 

※YIMM ＝ Yamaha Indonesia Motor Manufacturing 
　TYM ＝ Thai Yamaha Motor CO.,Ltd

● ヤマハ発動機従業員の健康状況 

２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

５０．４ ％ 

４０．０ ％ 

４８．７ ％ 

３７．３ ％ 

有所見者率推移 
喫煙率推移 

４７．７ ％ 

３８．４ ％ 

■ 健康で活力ある職場づくり 

□　職場環境改善への取り組み □　安全衛生の基本方針 

□　従業員の心と体の健康づくりをサポート 

□　お互いを尊重しあう職場づくり 

□　労働災害リスクの低減に向けて 

● ヤマハ発動機の労働災害発生率の推移 

度数率推移 強度率推移 

２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

２．５ 

２ 

１．５ 

１ 

０.５ 

０ 

０．０１ 

０．００８ 

０．００６ 

０．００４ 

０．００２ 

０ 

1．２２ 

０．００４ 

１．３５ 
０．００７ 

２．０５ 

０．００３ 

※１： １００万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す。 
※２： １,０００延べ実労働時間あたりの労働損失日数で、災害の重さの程度を表す。 

安全衛生基本方針 

度数率 ※１　  強度率 ※２ 

　ヤマハ発動機では、２００８年４月からの特定健康診断

と特定保健指導の義務化実施に先がけ、継続的な保健

指導を実施したり、ウェルビー委員会によるウォーキン

グ大会や健康づくり大賞などの活動を通して、従業員

の肥満対策に取り組んできました。 

メタボ対策への取り組み 

従業員 
社会分野の活動報告 
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「私の入社当時に比べたら健康志向は高まっていますが、それでも無関心層もいるんですね。 
そんな従業員の健康意識を高めて、健康的で元気な職場づくりに力を尽くしています」 
◆ 健康推進センター 保健師：荒井 方代さん 



知財創造・活用に対する報奨制度 

　ヤマハ発動機は、会社と個人が高い志を共有し、研鑽しあい、

協力しあい、成長しあい、喜びを分かちあえる関係の構築を

めざしています。この実現に向けて、「個人は自己責任を持

ち自己価値を高め、会社は個人に対して魅力ある環境づくり

を行う」という考えのもとに、さまざまな人事施策を実践して

います。 

　将来の経営を担う人材を育成することを目的として、２００３

年から「ヤマハビジネススクール（ＹＢＳ）」を開催しています。

経営者を囲んでの経営塾、外部講師を招いて実施するテー

マ別セッション、各種専門家による自己開発プログラムなどを

カリキュラムとし、ヤマハ発動機における「経営の遺伝子」を

継承し、１０年、２０年先の競争力の維持・向上に努めています。

２００７年度は７３名（延べ参加人数：３７４名）が受講しました。 

　人材育成には、画一的なモデルやパターンがあるわけでは

なく、一人ひとりにあったキャリアアップの道があります。 

　そして、近年、変化の度合いがますます激化しているビジ

ネス環境においては、そのステップを所属・役職など現在の

延長線上で描くのではなく、「自らの意志に基づき、将来の自

らの価値を設計する」というセルフ・バリュー・デザイン（自己

価値設計）の考え方が、強く求められるようになっています。 

　ヤマハ発動機では、１９９８年に社内公募制である「セルフ・

バリュー・チャレンジ制度（SVC）」を導入して以来、全社的、

海外駐在、あるいは新規プロジェクトの立ち上げに際して、そ

の要員を全社から広く募集しています。 

　この制度は上司の承認を得ることなく応募する仕組みと

なっており、２００７年度までに１９２件の公募を実施し、１３７名の

異動が成立しています。 

　ヤマハ発動機グループでは、事業拠点のグローバル化の

進展により、国内は年２回、北米・南米・欧州・アジアの各地域

では関係者が情報交換、交流を行うための地域別ミーティン

グを年１回程度開催しています。 

　また、海外子会社従業員のスキルアップと、人材交流によ

るヤマハらしさの伝承を目的に、海外子会社の現地スタッフ

を出向者として受け入れる制度も実施しています。 
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スキルスタンダートとの連動 

事業／機能別導入研修 

TOEIC

新任取締役研修 

新任執行役員研修 

 

新任基幹職研修 

 

 

 

主事研修 

 

 

新入社員研修 

簿記・OA・モノづくり 

ビジネス共通 SVD ビジネスリーダー プロフェッショナル グローバル グループ 自己啓発 
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制
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● 教育体系の全体像 

事業/機能 強化領域 人事部 

　ヤマハ発動機では、全社的な人材マネジメント政策を以下

のように考えて推進しています。まず、会社として重視する

能力を、「構想力」「人間力」「専門力」の３要素においていま

す。そのうえで、各個人それぞれの役割に応じて「個人別計画」

に基づいた教育・研修を行うとともに、適切な異動・配置によ

るOJTを通じて、「マルチスキル度」と「グローバル度」を高

めていきます。 

　また、ヤマハ発動機ではグローバルに活躍できる人材を育

成することを目的とした制度として、海外実務研修と海外留

学制度を整備しており、２００７年度は３名の従業員が、アメリカ、

オランダへ留学しています。 

　２００７年度の活動としては、「マルチスキル度」の向上を目

的として、若手を対象に計画的な人事異動を推進しました。

また、「グローバル度」の向上施策として、英語・中国語・スペ

イン語の自己啓発講座（４０時間履修）を実施し、３７４人の従

業員が受講しました。 

　従業員の自己啓発、スキルアップを図る通信教育課程「ヤ

マハフレックススクール」を開講しています。２００７年度のス

クールは「ビジネススキル」、「語学」、「資格・検定」など多岐

にわたり、約３００コースを用意しました。受講修了者には、全

コース受講料の半額を負担しています（上限２万円）。 

社内実施の実績報酬 

社外実施の実績報奨 

優秀発明奨励 

発見奨励 

登録後に自社製品に使用さ
れた発明を対象とし、その
知財価値に応じて報奨 

他社へのライセンスによる
利益に応じて報奨 

２００６年出願の中で発明の内
容が優れているものを報奨 

届け出られた有用情報の 
価値に応じて報奨 

報奨総額 

１,８６８万円 

９５６万円 

４３８万円 

９.５万円 

 

高額報奨の内訳 

１００万円以上…２人 

１０万～１００万円未満…３７人 

２００万円以上…３人 

１０万～１００万円…３人 

２０万円…６件 

１０万円…１９件 

高額報奨者なし 

（注）対象期間は、社外実施の実績報奨が２００６.１０.1～２００７.３.３１で、 
　　 それ以外が２００６年度（２００６.１.１～２００６.１２.３１）です。 

ヤマハビジネススクール（YBS） 

□　グローバルでマルチな人材育成のために 

□　通信教育によるスキルアップ 

□　ビジネスリーダーの育成 

□　セルフバリューデザインのための機会提供 

□　海外グループ会社での取り組み 

■ 個人と会社が高めあう人材育成 

□　自律的なキャリア形成へのサポート 

　ヤマハ発動機では知財創造・活用に対する報奨制度を

設けています。これは事業貢献のあった知財創造・活用に

ついて知財創造・活用委員会が審議し「報奨」、「奨励」を

行うものです。２００７年度の「報奨」、「奨励」は右表の通り

です。 

　なお、社内実施の実績報酬については、２００７年度より

発明者の申告に基づいて報奨が行われるようになり 

ました。これまで制度の定着とともに報奨金額、件数も

増加しています。 

　また、知財価値の評価も継続的に行っており、有用な権

利は維持する一方、不要な権利は処分し、知財経費の面で

も最適化が図られています。 

従業員 
社会分野の活動報告 
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「当社の教育制度は、まだまだ完璧とはいえません。個々人がキャリアビジョンを描いて、 
能動的に成長していけるお手伝いを会社ができるよう整備していければと考えています」　 
◆ 人材開発グループ：松田 正行さん 



　経済のグローバル化が急速に進んだことによって、新興国

を含めたさまざまな市場環境への対応や、生産の現地化、 

調達プロセス・体制のグローバル化への必要性はますます高

まっています。 

　ヤマハ発動機グループでは、国内のサプライチェーンにお

けるコンプライアンス・リスク管理・E-sisの導入によるグリー

ン調達などへの取り組み強化も含め、全世界共通ルールのも

とでの基盤業務の標準化と、業務システムの海外グループ会

社・現地サプライヤーへの展開に取り組んでいます。 

　具体的には、YIMM（インドネシア）をパイロット拠点とした

グローバルスタンダードの構築に着手しており、２００８年１月

の導入以降、その他の地域でも導入を進めていく予定です。 

　ヤマハ発動機とそのサプライヤーの多くは、予想される東

海地震の地震防災対策強化地域内に集中しており、ヤマハ発

動機では、サプライヤーとの連携を図りながら、地震発生時に

おける事業活動の継続と迅速な再開を図るため、事業継続計

画（BCP）の整備を進めています。 

　２００７年度も引き続き、「災害復旧システム」の開発・導入

を進め、サプライヤーに対するシステムの導入支援を行いま

した。設備などのハード面については、ほぼ導入完了となっ

ており、今後は人や運用面での強化を図っていきます。 

 

　ヤマハ発動機グループの製品は、多くのサプライヤーから

調達した資材・部品によって構成されており、持続的・安定的

に事業を発展させていくためには、サプライチェーンを構成

する全てのサプライヤーとの協働が基盤となります。また、販

売店においては、販売チャネルや商品のアフターケアの協力

を受けています。 

　ヤマハ発動機グループでは、サプライヤー・販売店との対

話を重ねながら、相互に信頼し合うパートナーとして相互発

展できる関係を築くとともに、企業市民としての法令遵守、労

働、安全衛生、環境保全などへの取り組みを進めています。 

　ヤマハ発動機では、静岡県下のサプライヤーの労働災害防

止と労務管理の向上を目的として「ヤマハ安全労務研究会」

を設立し、講習会やセミナーの開催、相談機関の紹介、社内

体制整備に関する情報提供などの活動を進めています。 

　また、会員各社の安全管理者・衛生管理者を対象とした研

修や、各社で安全管理などについて自己診断するための安全

衛生管理チェックシートを作成し、安全パトロールを通じた相

互確認の実施や、安全コンクールなどを通じた意識向上への

取り組みを行っています。 

　さらに、中小企業規模の地場サプライヤーに対する支援と

しては、後継者向けの研修会（年４回開催）に講師を派遣する

など、持続的な成長をサポートするさまざまな活動を行って

います。 

CSR調達の体制整備 

グリーン調達推進 

リスクマネジメント 

コンプライアンス 

社会活動推進 

台湾 
YMT

アセアン・インド 
YIMM/TYM/YMVN/ 

YMPH/IYM

欧州 
MBK/YMES

中国 
CJYM/ZJYM/LYM

YMCT

YMTT

YMRE

YMAC

事業部 
カンパニー 

北米 
YMMC

国内グループ会社 

ブラジル 
YMDA/YMDB

原材料価格の集中管理 

設備/資材調達情報の共有 

基盤業務の標準化  

業務システムのパッケージ化 

ヤマハ発動機 
調達統括部 

「お取引き先品質連絡会」を開催 
　国内取引先４８社が参加し、「お取引き先品質連絡会」を開催しました。
ヤマハ発動機の各部門から「品質（安全）に対する社会の要求レベルの 
上昇」、「調達部品の品質活動方針と品質状況」などの説明を行い、品質を
作り込む重要性とその手法に理解と協力を求めました。 

サプライヤーの持続的成長をサポート 
　地場サプライヤーを中心とした、次世代経営者による会員組織 
「ヤマハジュニア会」に対し、経営課題の解決やモノづくりに関する 
情報の共有や、研修会（年４回開催）への講師派遣を通して、持続的成
長の実現にむけたサポートに約３０年間取り組んできています。 

宣伝ポスター（サンプル） 

※YMTT ＝ Yamaha Motor Taiwan Trading Co., Ltd.  
YMT ＝ Yamaha Motor Taiwan Co., Ltd. 
YMCT ＝ Yamaha Motor Commercial Trading（Shanghai）Co., Ltd. 
CJYM ＝ Chongqing Jianshe Yamaha Motor Co., Ltd.  
ZJYM ＝ Zhuzhou Jianshe Yamaha Motor Co., Ltd.  
LYM ＝ Jiangsu Linhai Yamaha Motor Co., Ltd.  
YMRE ＝ Yamaha Motor Research & Development Europe S.r.l.  
MBK ＝ MBK Industrie 
YMES ＝ Yamaha Motor Espana S.A.  

 
 
  
 

YMAC ＝ Yamaha Motor Asian Center Co., Ltd. 
YIMM ＝ PT.Yamaha Indonesia Motor Manufacturing 
TYM ＝ Thai Yamaha Motor Co., Ltd.  
YMVN ＝ Yamaha Motor Vietnam Co., Ltd.  
YMPH ＝ Yamaha Motor Philippines, Inc.  
 IYM ＝ India Yamaha Motor. Pvt. Ltd.  
YMMC ＝ Yamaha Motor Manufacturing Corporation of America  
YMDA ＝ Yamaha Motor da Amazonia Ltda.  
YMDB ＝ Yamaha Motor do Brasil Ltda.  
 

 
 
  
 

　ヤマハ発動機グループでは、サプライチェーンに対する 

グリーン調達をはじめとする環境活動への取り組みを推進し

ています。 

　その取り組みの一つとして、ヤマハ発動機販売ではヤマハ 

エコパートナー・プログラムに基づく「エコパートナーショップ」

を各販売店で展開中です。これは、お客さまと接する販売・ 

サービス段階においても環境活動を行うことで、環境保全に

貢献し、お客さまや地域社会にも支持される販売活動をめざ

すものです。具体的には「営業活動」、「お客さま」、「地域社会」

の３つの領域における環境活動の取り組みを掲げており、販

売店による中古車の適正な保管・廃却、お客さまへ廃油、廃棄

物の適正な処理方法のアドバイス、地域美化活動参加など、

多岐にわたる取り組みが、

これに該当します。 

　エコパートナーショッ

プは、右のような環境活

動に取り組み、実施する

ことを約束し、お客さま

や地域社会に宣言します。 

※グリーン調達の詳細を記載した「グリーン調達ガイドライン」をホームページに掲載しています。 
http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/csr/environmental-field/publish/pdf/grn-guideline.pdf 

□　調達業務の標準化とグローバル展開 

□　サプライヤーとの連携で災害への備え 

□　販売店に対する「エコパートナーショップ」の育成 

□　持続的な事業展開のためのサプライヤー支援 

■ サプライヤー・販売店との協働でCSR推進 

● 調達機能の強化と維持 グローバルにヤマハグループの情報共有化/業務の標準化を推進する 

サプライヤー・販売店 
社会分野の活動報告 
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「私たちはＹＡＭＡＨＡブランドを背負ってお客さまとの信頼関係を作っています。 
環境活動は安全普及とともに、最も意識して日々の仕事の中で取り組んでいます」 
◆ ＹＳＰメンバーズクラブ ：板橋 一男会長（ＹＳＰ成増 社長） 



● ヤマハ発動機グループの分野別社会貢献活動の金額換算比率（２００６年度実績） 

　「持続可能な社会の発展」をめざすために、ヤマハ発動機

グループは、本業を通じた社会への貢献はもとより、社会と

の共存のための社会貢献を果たすべく、グループ会社が所在

する地域をはじめ、世界のステークホルダーとのコミュニ 

ケーションを通じて数々の社会貢献活動に取り組んでいます。 

　２００４年には、そうした社会貢献活動をヤマハ発動機グ 

ループ全体で継続的に推進していくために、「ヤマハ発動機

グループ：社会貢献活動方針」を策定し、人と人との心の結

びつきを大切にし、社会の一員として積極的な活動を展開し

てきました。 

　２００６年には、活動方針・活動領域を見直し、また２００７年に

は活動目的の明文化や活動領域の重点化、従業員の参加支

援の明確化など、全面的に見直し改定しました。 

 
 
q ヤマハジュビロサッカースクール 
　ヤマハジュビロサッカースクールは、１９７４年から３４年間続いている、

全国でも有数の長い歴史を誇るサッカースクールです。現在は静岡

県の磐田、浜松、掛川の３地区６会場で活動しており、小・中学生を含め

たスクール生は約１,６００名を数えています。 

　スクールでは、サッカーの技術向上と、サッカーを通じた人材育成

という両面から子どもたちを指導しています。サッカーの技術向上と

いう面においては、有資格指導者が子どもたち一人ひとりに丁寧に指

導をするとともに、サッカーの楽しさも伝えています。子どもたちに楽

しさを伝えることで、子どもたちがサッカーを好きになり、そしてより

積極的に取り組むという、良いスパイラルを実践しています。 

　サッカーを通じた人材育成という面においては、グラウンドでの挨

拶を徹底することから始まり、トレーニングや試合は一緒にプレーす

る仲間を大切にする気持ちを持たせることで、周囲の人々を大切にで

きる人間性を醸成しています。 

 

w ヤマハ発動機ラグビースクール 
　６年目を迎えたヤマハ発動機ラグビースクールの活動目的は、「ラ

グビーを通じてスポーツの楽しさを理解する」、「仲間との協調性を

養い思いやりの心を育む」「ラグビーを通じて健康な身体を育成する」

の３点です。　 

　２００７年度は、ラグビー部ＯＢ・磐田クラブ（同好会）・ヤマハ発動機

ラグビー部現役選手の指導のもとで、小・中学生：約１９０名・保護者中

心の大人の講座：約６０名が、ヤマハ発動機大久保グランドを中心に練習・

試合に励みました。ラグビーの普及拡大・競技力向上を図るとともに、

「ＯＮＥ ＦＯＲ ＡＬＬ，ＡＬＬ ＦＯＲ ＯＮＥ」に代表されるラグビーが持つ

本質の精神を生徒たちに体感してもらい、「心身の成長」に重点を置

いた指導・活動を行っています。 

 

e ベトナムで「ＹＡＭＡＨＡ ＣＵＰ ２００７」開催 
　サッカーを通じた地域社会とのコミュニケーションをめざして、ＹＭ

ＶＮでは小学生サッカー全国大会（１３歳以下、１１歳以上）の単独スポン

サーを３年間に渡って引き受ける契約を同国スポーツ局との間で交わ

し、２００７年７月に「ＹＡＭＡＨＡ ＣＵＰ ２００７」がハノイ市で開催されました。 

　この大会では、同国６４省の直轄都市の各代表チームによる予選を

勝ち抜いた１６チームが参加して、決勝ラウンドが行われダナン代表チー

ムが優勝を果たしました。なお、優勝したダナン代表チームは、８月に

日本に招聘されヤマハジュビロＦＣ掛川やジュビロ磐田ｊｒユースと親

善試合も行い、国境を越えたサッカーによる親睦が交わされました。 

 

r 地域社会へのタグラグビー普及活動 
　磐田市ラグビーフットボール協会とヤマハ発動機ラグビー部の選手

たちが中心となって、タグラグビーの普及活動を展開しています。２００７

年度は、磐田市内の小・中学校６校を対象に継続型の教室を開催し、 

１６４名の生徒にタグラグビー指導を実施。また、５月から１１月にかけて

は近隣の小・中学校の生徒や先生、保護者を対象に体験教室を実施し

ています。 

　さらに１２月には、タグラグビーを通して仲間と助け合い、自ら考えて

道を切り開くラグビースピリットを身につけるとともに、タグラグビー

普及をめざした「ジュビロカップラグビー大会」をヤマハスタジアムや

磐田市のスポーツ交流の里ゆめりあを会場として開催。磐田市や浜

松市など静岡県西部を中心に、小学生クラス３２チーム（２７８名）、中学

生クラス１８チーム（１３７名）を迎えて熱戦が繰り広げられました。 

 

t モノづくりの面白さを普及 
　ヤマハ発動機の従業員とＯＢのボランティア活動団体『おもしろエ

ンジンラボ』『トンガリ・クラブ』は、モノづくりの楽しさや科学的探究

の面白さを伝える活動を展開しています。 

　『おもしろエンジンラボ』は、浜松・静岡の科学館で「エンジン分解組立

教室」「ウインドカー工作教室」「電動乗り物講座」を年間約１０回開催し

ながら技術の視点で子どもたちにモノづくりの楽しさを伝えています。 

　『トンガリ・クラブ』は、モノづくりの原点である力学的思考力を養う

目的で磐田市の向笠公民館を会場にして、「船を作ろう｣「飛行機を作

ろう｣の二つのテーマを約１年掛けて力学実験教室を開催しました。

企画・設計から製作・実験を行うことにより、より深く科学を理解させ

科学の面白さを伝えています。 

 

y 大学で「企業講座」 
　ヤマハ発動機は、モーターサイクルやマリン・その他事業製品のモ

ノづくりで培った技術やノウハウを広く社会や地域に役立ててもらお

うと、静岡理工科大学・静岡産業大学・東京工業大学の各大学に、実務

経験豊富な従業員を講師として派遣しています。 

　学術的なモノの見方、考え方だけでなく『生きた技術』としての捉

え方や、技術者として企業や社会の中で責任を果たして行くための基

礎的要素を身に付けることを目的に講座を行っており、２００７年度は約

４００名の学生が受講しています。 

□　ヤマハ発動機グループの社会貢献活動の取り組み □　２００７年度社会貢献活動パフォーマンス 

　従業員の社会貢献意識の向上を目的として、

ヤマハ発動機グループでは２００７年７月からＩＴを

活用した社内の情報提供システムを開設しました。

このシステムは、グループ会社の社会貢献活動

報告や従業員のボランティアグループの登録を

始め、活動報告、活動スケジュール、社会貢献情報、

豆知識、外部関連団体が掲載されています。こ

の仕組みを使うことにより、情報を瞬時に広く伝

えることが可能になり、従業員の意識向上や活

動への動機付けとして役立っています。 

　なお、当社がグループ内で進めている「４万人

のＶ（ボランティア）作戦」も、このシステムの活

用で簡便に報告できるようになり、２００７年度は 

３４，４５９件の活動情報を集めています。 

□　情報提供システムの運用 

スポーツ 
６８.４％ 

ものづくり 
２.４％ 

教育 
５.５％ 

国際支援 
２.６％ 

保全 
２.３％ 

生物 
１.８％ 

安全普及 
０.７％ 地域支援 

１２.１％ 

社会福祉 
２.４％ 

災害 
１.６％ その他 

０.２％ 

１． ヤマハ発動機グループは、経営理念に掲げる「社会的責任のグローバルな遂行」を実践するために 
　 社会貢献に努め、持続的な社会の発展に寄与する企業をめざします。 

２． これまで培ってきた人材、技術などの経営資源を活かし、将来を担う人たちの育成、 
　 地球環境の保全、安全普及、地域社会の課題解決を推進します。 

３． 従業員の自主的な社会貢献活動を支援します。 

ヤマハ発動機グループ：社会貢献活動方針 

将来を担う 
人たちの 
人材育成 
７８.９％ 

地域社会の 
課題 
１６.３％ 

安全普及 
０.７％ 

地球環境の保全 
４.１％ 

● ヤマハ発動機グループの社会貢献活動の重点領域とポイント 

将来を担う人たちの育成 

将来を担う人たちの育成 

取り組みテーマ 

活
　
動 

社会との 
共存のための 
社会貢献 

グローバル課題 

地球環境の保全 

 ローカル課題　 

・スポーツを通じた 
 心身の育成 
・モノ作りを通じた 
 創造性の育成、等 

・地球環境保全 
・生物多様性の尊重、等 

・社会への交通安全教育 
･啓発、等 

・当社製品や人材、 
 ノウハウを使った 
 地域支援、等 

安全普及 地域社会の課題 

■ 地域社会と共存するための社会貢献活動 

地域社会 
社会分野の活動報告 
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「子供たちには、素晴らしい環境でプレーできる喜びと、チャンスを生かし成長した実感を 
体験して欲しいです。自分自身は、一緒に体を動かし、楽しむことを心掛けています」 
◆ ヤマハ発動機ラグビースクール運営責任者：大高 健志さん 

※YMVN ＝ Yamaha Motor Vietnam Co., Ltd. 



１２０％のスマイルに、親子のふれあいを深め、オートバイに親しむよい

きっかけづくりになっています。 

!4 ヤマハナイスライド募金 
　ヤマハ発動機とヤマハ発動機販売は、「目の不自由な方に安心して

町を歩けるよう盲導犬を贈ろう」というスローガンのもと、１９８９年よ

り活動をスタートした『YAMAHA NICE RIDE募金』の２００６年度分

の集計が終了し、２００７年９月、MotoGPロードレース世界選手権シリー

ズ第１５戦日本グランプリのヤマハファンブースにおいて、財団法人日

本盲導犬協会に対して５９９万２千円の募金を贈呈しました。 

　『YAMAHA NICE RIDE募金』には、この活動に深い理解と関心

を持たれたお客さま、ヤマハライダーやレース関係者、各オーナーズ

クラブ、株主の皆さまからの暖かい募金が寄せられ、１８年間の累計金

額は６，３２１万円を超える額となっています。 

 

 

 
 

!5 洪水被災者に「愛を込めた寄贈活動」 
　２００７年７月に１１５年ぶりの集中豪雨に見舞われた中国の重慶市に

対して、重慶建設ヤマハ有限公司では、全社一丸となって「愛を込めた

寄贈活動」を推進しました。 

　日中双方の従業員による寄付金は、２２万７，３５９．４元（日本円:約３５０

万円）にもおよび、洪水被災者の生活秩序の回復と生活環境の再建に

対する救済金として寄贈されました。 

 

!6 地震の被災地で無料サービス点検を実施 
　インドネシアでモーターサイクルを販売するＹＭＫＩでは、２００７年９月

から２ヶ月間に渡って、地震による被災にあった地域に対して２,０００台

におよぶモーターサイクルの無料点検やスペアパーツの５０％オフ･キャ

ンペーンを展開しました。併せて、医療や食糧の支援も実施して被災

者に対するケアを行いました。 

 

!7 中越沖地震の災害復旧支援：日本 
　２００７年７月、新潟県中越沖を震源とするマグネチュード６．８の強い

地震により柏崎市、長岡市や長野県飯綱町を中心に多くの被災を受け

た中越沖地震では、被災地域に対しての支援活動として、食料や飲料

水・簡易トイレなどの支援物資を柏崎市災害対策本部に、会社の拠出

金と組合を通じた従業員の募金を日本赤十字社を経由して速やかに

提供しました。 

　ちなみに、緊急支援物資と義援金を合わせた当社の支援総額は 

１０，０００千円となります。また、追加支援として避難所や出先機関の連

絡や移動手段として、ヤマハ発動機販売会社と共同で、スクーター１０

台を柏崎市災害本部に提供しました。車両の登録および柏崎市災害

本部への納入につきましては、新潟の特約店（株）タカハシ様の協力

を得て実施しました。 

 
!8 技能役付会（ＦＣ会）の地域ふれあい活動 
　ヤマハ発動機の技能役付会（ＦＣ会）では、地域社会への貢献活動

として、会員が休日を利用してさまざまなＣＣＳ活動を展開しています。 

　その活動の一つとして、磐田市の養護施設「緑ヶ丘学園」に８回/年

訪問し、生徒や学園関係者とともに旧緑ヶ丘学園跡地公園内の花壇や 

ベンチ・遊具作りなどの奉仕活動を行いました。また、１１月には整備

された公園での学園祭でポップコーン、焼き芋の販売を行い、生徒た

ちに喜ばれました。 

 
!9 浜北工場、知的障がい者の工場実習受け入れで受賞 
　知的障がい者授産施設の「静岡県立浜松学園」が開園４０周年を迎え、

記念式典が２００７年１０月に開催されました。この式典で、２９年間にわ

たり毎年１週間、２年生全員（２００７年度は３０名）を８時間の労働に耐え、

仕事に対する自信と自立の意欲を喚起し、社会性を身につけることを

目的とした工場実習を受入れてきた当社浜北工場（第３ＳｙＳ部）の実

績が学校側から高く評価され、感謝状をいただきました。 

 

@0 「ブラインドセーリング｣ボランティア 
　ヤマハ発動機グループの従業員８名は、視覚障がい者と晴眼者がひ

とつの艇に乗り込んで一体となってヨットを操るブラインドセーリング

の支援スタッフとして活動しています。 

　２００７年９月にヤマハ発動機グループ会社が協賛・後援をした『第７

回全日本ブラインドセーリング選手権大会ｉｎ浜名湖』では、大会を陰

で支える運営スタッフを行いながら大会にも参加し、見事総合２位と

いう成績を収めました。 

　視覚障がい者の方々と、日頃は海原をセーリングで楽しむ一方、 

２００８年秋に開催される全日本大会で上位の成績を収め、ニュージー

ランドで開催されるワールドカップの代表権を得るために、浜名湖で

月２回の活動にも熱が入っています。 

 

u 「学生フォーミュラ」支援 
　『全日本学生フォーミュラ大会』は、モノづくりの未来の担い手を 

育成する場として、毎年９月にエコパ（小笠山総合運動場：掛川市）で開

催されていますが、ヤマハ発動機は２００３年の第１回大会から支援して

います。 

　２００７年は国内８大学・海外２大学チームにエンジンやパーツ供給・

事前壮行会のハード面支援と、エンジン・電装・車体設計・カウルなど

の技術的アドバイスといったソフト面の支援も行いました。特に、カウ

ル製作に必要となるＦＲＰ製造技術の講習会では、長年舟艇・プールで

培ってきた当社ＦＲＰ技術の講習会とあって、支援チームを含む１８大

学４７名が参加し熱心にメモを取っていました。 

　ヤマハ発動機は、具体的かつ実践的な支援活動と大会を影から支

える大会運営支援を行いながら学生フォーミュラを盛り上げています。

なお、支援大学チームが２年連続で全日本総合優勝しているほか、３位・

６位入賞を果たしました。 

 
 
 

i インドネシアで地域とともに植林活動を推進 
　ヤマハ発動機はヤマハ株式会社と共同によるインドネシア植林活

動「ヤマハの森」の第３回目となる植林イベントを２００７年１２月２日に

インドネシア・スカブミ県チタプス村で行いました（本誌４５頁で紹介）。

また、グループ会社の株式会社メルコでは、２００５年に植林した樹木の

成長を助けるため、６月と１０月に従業員有志で静岡県磐田市敷地区内

にて、下草刈を実施、社員の環境意識の高揚を図りました。 

 

o 自然の生態系保全をめざした「ビーチクリーン作戦」 
　沿岸漁業の振興やマリンスポーツ普及でなじみの深いビーチの環

境保全を目的とした「ビーチクリーン作戦」は、世界に点在するヤマハ

発動機グループ会社で積極的な取り組みが行われています。 

　２００７年度も、「ビーチクリーン作戦」は、ヤマハ発動機やヤマハマリ

ン株式会社による浜松市中田島海岸と磐田市駒場海岸でのビーチクリー

ン＆子ガメ放流活動を始め、カナダのＹＭＣＡのオンタリオ湖でのクリー

ン活動や、南米のコロンビアや東南アジアのインドネシアやフィリピン、

タイ等の海浜でのビーチクリーンキャンペーンが実施されました。 

 
!0 ＹＭＭＣが「自然環境保護功労賞」を受賞 
　アメリカのジョージア州でゴルフカーやＡＴＶなどの開発･製造を行っ

ているＹＭＭＣは、産業廃棄物削減や、省エネ、大気中への廃出物削減、

地域社会との連携活動を通じた環境負荷物質削減活動において、積

極的な取り組みが評価され、２００６年度に引き続き２００７年度もジョー

ジア州の天然資源局から「自然環境保護功労賞」を受賞しました。 

　これはＹＭＭＣが、事業拡大を続ける中でも環境政策とその成果が

目覚しかったことから、他の「公害防止助成」パートナーたちに対して

多くのモデル的存在であることが認められたものです。 

 

!1 近隣小学校の校庭の芝生化に協力 
　ヤマハ発動機の地元である磐田市は、安全に楽しくスポーツができ

る環境づくり、学校と地域との交流の推進、砂塵の飛散防止などの目

的で、小･中学校グラウンドの芝生化に取り組んでいます。 

　ヤマハ発動機では、磐田市のそうしたスポーツのまちづくりの推進

やＪリーグのサッカー１００年構想に協力するため、ヤマハスタジアム

やヤマハ発動機大久保グラウンドの芝生（コア）を近隣小学校５校に

提供し、学校周辺の環境整備に協力しています。 

 
 
 
 

!2 スペインで安全運転講習会 
　ＹＭＥＳでは、二輪車における交通事故の減少を目的として、５０cc- 

１２５ccのモーターサイクルユーザーに対して、安全運転指導のプログ

ラムを実施しています。 

その内容は、交通社会における安全運転の基本的な知識に加えて、予

防安全としてのヘルメットや手袋等の装備の奨励や、ライディング技

術としてのタイヤの特性やブレーキングの知識など伝えるもので、同

社のインストラクターが指導をします。 

　さらに、地域社会における安全運転意識の向上をめざして、地域の

学校や市等の施設に同社スタッフが訪問し、科学的な理論に基づいた

安全運転講習を実施しています。 

 
!3 親子が一緒にバイク教室を体験 
　二輪車に乗る楽しみと親子のコミュニケーション作りを目的に、磐

田市・袋井市を中心とした静岡県内をはじめ、長野や栃木・茨城で地域

や行政との共同で親子バイク教室を開催しています。 

　２００７年度は、２５回８５教室を開催し約６００組の親子が参加されまし

た。最初は緊張な面持ちの親子も徐々に馴染み、教室が終わる頃には 
 

地球環境の保全 
※その他のパフォーマンスは、本誌４４-４５頁の「エコマインドの醸成と環境コミュ 
　ニケーション」およびヤマハ発動機ウェブサイトに掲載されています。 

※その他のパフォーマンスは、本誌１３-１４頁の「トピックス：２」およびヤマハ発動機 
　ウェブサイトに掲載されています。 
 

安全普及 

地域社会の課題解決 

地域社会 
社会分野の活動報告 
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「２００７年に当社の社会貢献活動の取り組み方針を見直すことができましたので、 
今は海外も含めたグループ会社との意識の共有を図っていきたいと考えています」 
◆ スポーツ･社会活動推進グループ：竹原 克紀さん 

※その他のパフォーマンスは、ヤマハ発動機ウェブサイトに掲載されています。 
http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/csr/social-field/activities/index.html 
 

※その他のパフォーマンスは、ヤマハ発動機ウェブサイトに掲載されています。 

 

※YMMC = Yamaha Motor Manufacturing Corporation of America

※YMES = Yamaha Motor Espana S.A.

※YMKI = PT. Yamaha Motor Kencana Indonesia

※YMCA ＝ Yamaha Motor Canada Limited



ヤマハ発動機 コミュニケーションプラザ 

財団法人 ヤマハ発動機スポーツ振興財団 

　ヤマハ発動機では現在、顧客提供価値と信頼性の追求を 

謳った新中期経営計画がスタートし、とくにステークホルダー

からの信頼を担保できる経営の質の強化に向け、真摯な取り

組みが始まっている。本業を通したCSRへの取り組みも定着

しつつある一方、グループ会社も含めたCSRにかかわる全社

的なマネジメント体制を構築し定着させること、非財務領域

に関する情報を整理しCSRリポートやその他の媒体を通して

開示していくことなどは、これからの課題である。 

　ヤマハ発動機では、2006年に輸出管理体制改善への行政 

指導、さらに2007年には産業用無人ヘリコプターの輸出に 

関する外国為替および外国貿易法違反の問題に対し浜松簡易 

裁判所から罰金納付の略式命令が、経済産業省からは産業用

無人ヘリコプターや部品等の輸出9ヶ月間禁止の行政処分があっ

た。この事態を受けて2006年に「安全保障貿易管理本部」や 

外部委員を含めた「コンプライアンス推進特別委員会」が 

設置され、翌年5月には今後の改善策として「5つの提言」が 

示された。 

　以上のことについて昨年のCSRリポートでは社長挨拶・対

談で、行政指導・処分の内容や、その原因・対策などが触れられ

ていた。しかし、これらの内容については、委員会での議論や、 

「5つの提言」に関する具体的な取り組みスケジュール等も 

含めて、CSRリポートでは外部のステークホルダーに向けて、

わかりやすく説明する必要があったと言える。 

　それから1年が経過し、「5つの約束」が実際どのように取り

組まれてきたのか、その成果はどうであったか、特集として 

座談会が組まれ、その冒頭で1年間の取り組み概要が述べられ

ているが、別途本件に関する特集などを組んで、もう少し分か

りやすく、詳しい説明を行うべきであった。社内ではこの1年

間議論が積み重ねられてきたことでリスク、コンプライアンス

意識も高まってきたと聞いている。同社がステークホルダー

とのコミュニケーション、信頼関係の構築の重要性を謳うか

らには、説明責任として丁寧な情報開示を行う必要があった

と思われる。 

　またステークホルダーとの関係については、さまざまなス

テークホルダーの声をどのように収集し、受け止め、事業活動

に活かしていくのか、それぞれの領域において対応していく

ことが求められる。例えば、株主とのコミュニケーションを重

視するのであれば、昨年ヤマハ（株）との資本関係、持ち合い関

係を見直したことにかかわり、株主から賛否があった件につ

いても触れておく必要があったと思われる。 

　会社が急速に成長しグローバル化してきたことに対して、

組織や社員が対応しきれていないところがあった。つまり 

情報の伝達の仕方、決め方、そのベースにある組織文化が変化

に追いついていなかったという議論が社内でなされてきた。

それを議論で終わらせず、自由闊達な風土は活かしつつ、CSR

への取り組みをマネジメントシステムとして構築していくこと、

課題毎に具体的なPDCAのサイクルをまわしていくことが求

められる。 

　CSRリポートでは、この1年間の取り組みをどう評価するか、

その上で次年度の課題を示すことが大切である。また情報開示・

報告については、有価証券報告書、アニュアルレポート、ウェブ

サイトなどのメディアも通して、どのように経済、環境、社会の

各分野の情報を開示していくか、今後アカウンタビリティの

あり方について検討していくことが求められよう。 

　ヤマハ発動機の本社敷地内にある「コミュニケーションプラザ」

は、創立４０周年記念事業のひとつとして、当社の経営理念である「顧

客の期待を超える価値の創造」、「誇りが持てる企業風土の実現」

および「社会的責任のグローバルな遂行」の３つの理念を具現化す

るスペースとして、１９９８年７月にオープンしました。 

　ヤマハ発動機グループの「過去」「現在」「未来」の姿を再現す

ることで、社内外の多くの人々が“集って”“見て”“聞いて”“語らっ

て”いただくことを目的としたこの施設では、ヤマハ発動機の歴史

を綴った過去のモデルや世界中で活躍する現行モデルが展示され

ている他、企画展や各種シンポジウム、グローバルミーティングな

どのイベントスペースとして活用されています。 

　さらに、近隣の小中学校や高校、各種学校はもとより、海外からの

観光客も含めた一般の方々に工場ラインの見学をも含めた受け入

れを行い、多くのステークホルダーとのコミュニケーションを 

図っています。 

　財団法人ヤマハ発動機スポーツ振興財団は、ヤマハ発動機の５０

周年記念事業のひとつとして、文部科学省の指導の下で創設した

組織です。「スポーツを通じて、夢の実現にチャレンジする人を応

援します」をスローガンに掲げ、「豊かな人間性涵養」に効果的な

スポーツの振興およびスポーツ文化向上による国家社会への貢献

をめざしています。 

　具体的な事業としては、スポーツを通じて世界に翔くたくましい

人材を育成するために、自己の夢の実現にチャレンジする個人や 

グループを応援する『YMFSスポーツチャレンジ体験・研究助成』

や『ＹＭＦＳ国際友好スポーツ奨学金』を実施しています。 

　また、スポーツ振興支援事業では、ＪＭＰＦ（日本マリンスポーツ

普及教育振興財団）からの事業を引き継ぎ、マリンスポーツ振興事業

を開始いたしました。さらに、スポーツ文化向上事業としての全国

児童を対象とした「水辺の風景画コンテスト」なども開催しています。 

 

□ お客さまとコミュニケーション 

□ スポーツを通じた人材育成 

q 製品展示のほか、企画展等のイベントスペースや大中小のホールを 
　 備えたコミュニケーションプラザ 

w 世界中で活躍する現行モデルの展示 

e 年間を通して開催されている子供向けの「工作教室」 

q ヤマハ発動機スポーツ振興財団の 
　 コンセプト 

w YMFS通信 

e ２００７年度スポーツチャレンジ体験・ 
　 助成のチャレンジャーと寄せ書き 

 

 

事業活動の指針 
スポーツを通じて 
夢の実現に 
チャレンジする人を 
応援する 

世界にはばたくたくましい人材の育成をめざす 

心身ともに健全な子どもたちの育成をめざす 

豊かな社会づくりをめざす 

スポーツチャレンジ助成事業 

スポーツ振興支援事業 

スポーツ文化事業 

ヤマハ発動機スポーツ振興財団 
http://www.ymfs.jp/

コミュニケーションプラザ 
http://www.yamaha-motor.co.jp/profile/cp/index.html

第三者意見 

一橋大学大学院商学研究科 教授 

                       谷本 寛治氏 
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項　目　　　　　　　　　　　　 　指　標 

１.  戦略および分析  

　１.１　　　組織にとっての持続可能性の適合性とその戦略に関する組織の 
　　　　　 最高意思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹部）の声明 

　１.２　　　主要な影響、リスクおよび機会の説明 

２.  組織のプロフィール 

　２.１　　　組織の名称 

　２.２　　　主要なブランド、製品および／またはサービス 

　２.３　　　主要部署、事業会社、子会社および共同事業などの、組織の経営構造 

　２.４　　　組織の本社の所在地 

　２.５　　　組織が事業展開している国の数および大規模な事業展開を行っている 

　　　　　 あるいは報告書中に掲載されているサスティナビリティの課題に特に 

　　　　　 関連のある国名 

　２.６　　　所有形態の性質および法的形式 

　２.７　　　参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客/受益者の種類を含む） 

　２.８　　 以下の項目を含む報告組織の規模 

　　　　　  ● 従業員数 

　　　　　  ● 純売上高（民間組織について）あるいは純収入（公的組織について） 

　　　　　  ● 負債および株主資本に区分した総資本（民間組織について） 

　　　　　  ● 提供する製品またはサービスの量 

　２.９　　　以下の項目を含む、規模、構造または所有形態に関して報告期間中に 

　　　　　  生じた大幅な変更 

　　　　　  ● 施設のオープン、閉鎖および拡張などを含む所在地または運営の変更 

　　　　　  ● 株式資本構造およびその資本形成における維持および変更業務 

　　　　　　 （民間組織の場合） 

 ２.１０   報告期間中の受賞歴 

３．  報告要素 

　３.１　　　提供する情報の報告期間（会計年度／暦年など） 

　３.２　　　前回の報告書発行日（ 該当する場合） 

　３.３　　　報告サイクル（年次、隔年など） 

　３.４　　　報告書またはその内容に関する質問の窓口 

　３.５　　　以下の内容を含め、報告書の内容を確定するためのプロセス 

　　　　　  ● 重要性の判断 

　　　　　  ● 報告書内のテーマの優先付け 

　　　　　  ● 組織が報告書の利用を期待するステークホルダーの特定 

　３.６　　　報告書のバウンダリー 
　　　　　 （国、部署、子会社、リース施設、共同事業、サプライヤーなど） 

　３.７　　　報告書のスコープまたはバウンダリーに関する具体的な制限事項 

　３.８　　　共同事業、子会社、リース施設、アウトソーシングしている業務および 

　　　　　  時系列での、および／または報告組織間の比較可能性に大幅な影響を 

　　　　　 与える可能性があるその他の事業体に関する報告の説明 

　３.９　　　報告書内の指標およびその他の情報を編集するために 

　　　　　  適用された推計の基となる前提条件および技法を含む、 

　　　　　  データ測定技法および 計算の基盤 

　３.１０　　 以前の報告書で掲載済みである情報を再度記載することの 

　　　　　 効果の説明、およびそのような再記述を行う理由 

　　　　　 （合併／買収、基本となる年／期間、事業の性質、測定方法の変更など） 

　３.１１　　 報告書に適用されているスコープ、バウンダリーまたは測定方法に 
　　　　　 おける前回の報告期間からの大幅な変更 

　３.１２　　 報告書内の標準開示の所在場所を示す表 

　　　　　 以下の項目を検索できるように、ページ番号またはWEBリンクを 

　　　　　 明らかにする。 

　　　　　  ● 戦略および分析　１.１～１.２ 

　　　　　  ● 組織のプロフィール　２.１～２.１０ 

　　　　　  ● 報告要素　３.１～３.１３ 

　　　　　  ● ガバナンス、コミットメントおよび参画　４.１～４.１７ 

　　　　　  ● カテゴリーごとのマネジメント・アプローチの開示　 

　　　　　  ● 中核パフォーマンス指標 

　　　　　  ● 盛り込まれているGRIの追加指標 

　　　　　  ● 報告書に盛り込まれているGRIの業種別補足文書の指標 
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項　目　　　　　　　　　　　　 　指　標 

　３.１３　　 報告書の外部保証を受けることに関する方針および現在の実務慣行。 

　　　　　 サスティナビリティ報告書に添付された保証報告書内に記載がない 

　　　　　 場合は、外部保証の範囲および基盤を説明する。また、報告組織と 

　　　　　 保証の提供者との関係を説明する。 

４． ガバナンス、コミットメント、および参画  

　４.１　　　戦略の設定または全組織的監督など、特別な業務を担当する最高 
　　　　　 統治機関の下にある委員会を含む統治構造（ガバナンスの構造） 

　４.２　　　最高統治機関の長が執行役員を兼ねているかどうかを示す 

　　　　　 （兼ねている場合は、組織の経営におけるその役割と、この 

　　　　　 ような人事になっている理由も示す） 

　４.３　　　単一の理事会構造を有する組織の場合は、最高統治機関における 
　　　　　 社外メンバーおよび／または非執行メンバーの人数を明記 

　４.４　　　株主および従業員が最高統治機関に対して提案または指示を 

　　　　　 提供するためのメカニズム 

　　　　　 以下のプロセスへの参照を盛り込む 

　　　　　  ● 少数株主が最高統治機関に意見を表明するための株主決議 

　　　　　　 またはその他のメカニズムの利用 

　　　　　  ● 組織レベルの「労使協議会」などの正式な代表組織および 

　　　　　　 最高統治機関内の従業員代表との、職務上の関係についての 

　　　　　　 従業員への通知および協議 

　４.５　　　最高統治機関メンバー、上級管理職および執行役についての報酬 

　　　　　 （退任の取り決めを含む）と組織のパフォーマンス（社会的および 

　　　　　  環境的パフォーマンスを含む）との関係 

　４.６　　　最高統治機関が利害相反問題の回避を確保するために 
　　　　　 実施されているプロセス 

　４.７　　　経済、環境および社会的パフォーマンスに関連する課題を含め、 

　　　　　 組織の戦略を導くために、最高統治機関のメンバーに求められる 

　　　　　 適性および専門性を決定するためのプロセス 

　４.８　　　経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さらにその実践状況に 

　　　　　 関して、組織内で開発したミッション（使命）およびバリュー（価値） 

　　　　　 についての声明、行動規範および原則 

　　　　　 以下の項目についての程度を説明する 

　　　　　  ● 組織全体を通じて、異なる地域および部署/ユニットでどの程度 

　　　　　　  適用されているか 

　　　　　  ● 国際的に合意された基準にどの程度関連しているか      

　４.９　　　組織が経済的、環境的、社会的パフォーマンスを特定し、マネジメント 

　　　　　 していることを最高統治機関が監督するためのプロセス。関連のある 

　　　　　 リスクと機会を特定かつマネジメントしていること、さらに国際的に 

　　　　　 合意された基準、行動規範および原則への支持または遵守を含む 

　４.１３　　 以下の項目に該当するような、（企業団体などの）団体および／ 

　　　　　 または国内外の提言機関における会員資格 

　　　　　  ● 統治機関内に役職を持っている 

　　　　　  ● プロジェクトまたは委員会に参加している 

　　　　　  ● 通常の会員資格の義務を超える実質的な資金提供を行っている 

　　　　　  ● 会員資格を戦略的なものとして捉えている 

　４.１４　　 組織に参画したステークホルダー・グループのリスト 

　４.１５　　 参画してもらうステークホルダーの特定および選定の基準 

　４.１６　　 種類ごとの、およびステークホルダー・グループごとの 
　　　　　 参画の頻度など、ステークホルダー参画へのアプローチ 

　４.１７　　 ステークホルダー参画を通じて浮かび上がった主要な課題および 
　　　　　 懸案事項と、それらに対して組織がどのように対応したか 

５．  マネジメント・アプローチおよびパフォーマンス指標　　 

【経済】 

マネジメント・アプローチ 

目標 

方針  

パフォーマンス指標  

　EC８　　 商業活動、現物支給、または無料奉仕を通じて主に公共の利益のために 
　　　　　 提供されるインフラ投資およびサービスの展開図と影響 
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項　目　　　　　　　　　　　　 　指　標 

【環境】 

マネジメント・アプローチ 

目標 

方針  

組織の責任 

研修および意識向上 

監視およびフォローアップ 

パフォーマンス指標 

　EN１　　 使用原材料の重量または容積 

　EN３　　 １次エネルギー源ごとの直接的エネルギー消費量 

　EN４　　 １次エネルギー源ごとの間接的エネルギー消費量 

　EN８　　 水源からの総取水量 

　EN１１　　保護地域内、あるいはそれに隣接した場所および保護地域外で 
　　　　　  生物多様性の価値が高い地域に所有、賃借、あるいは管理している 
　　　　　 土地の所在地および面積 

　EN１２　　保護地域および保護地域外で生物多様性の価値が高い地域での 
　　　　　  生物多様性に対する活動、製品およびサービスの著しい影響の説明 

　EN１６　　重量で表記する、直接および間接的な温室効果ガスの総排出量 

　EN１７　　重量で表記する、その他の関連ある間接的な温室効果ガス排出量 

　EN１８　　温室効果ガス削減のための取り組みと削減実績 

　EN１９　　重量で表記する、オゾン層破壊物質の排出量 

　EN２０　　種類別および重量で表記するNOx、SOxおよび 
　　　　　  その他の著しい影響をおよぼす排気物質 

　EN２１　　水質および放出先ごとの総排水量 

　EN２２　　種類および廃棄方法ごとの廃棄物の総重量 

　EN２８　　環境規制への違反に対する相当な罰金の金額および 
　　　　　  罰金以外の制裁措置の件数 

【労働慣行と公正な労働条件】 

マネジメント・アプローチ 

方針  

研修および意識向上  

監視およびフォローアップ 

パフォーマンス指標 

　LA１　　 雇用の種類、雇用契約および地域別の総労働力 

　LA７　　 地域別の、傷害、業務上疾病、損失日数、欠勤の割合および業務上の 
　　　　　 総死亡者数 

　LA１０　　従業員のカテゴリー別の、従業員あたり年間平均研修時間 

【人権】 

マネジメント・アプローチ 

方針  

研修および意識向上  

監視およびフォローアップ  

【社会】 

マネジメント・アプローチ 

方針  

組織の責任  

研修および意識向上  

監視およびフォローアップ 

パフォーマンス指標 

　SO３　　 組織の不正行為対策の方針および手順に関する研修を受けた 
　　　　　 従業員の割合 

　SO４　　 不正行為事例に対して取られた措置 

【製品責任】 

マネジメント・アプローチ 

方針  

組織の責任  

研修および意識向上  

監視およびフォローアップ 

パフォーマンス指標 

　PR３　　 各種手順により必要とされる製品およびサービス情報の種類とこの 
　　　　　 ような情報要件の対象となる主要な製品およびサービスの割合   
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編集後記 

　２００７年度も引き続き、経済、環境、社会の各分野におけるさま

ざまなＣＳＲ活動に取り組んできましたが、特にコンプライアンス

推進特別委員会の５つの提言を受けた「社会への約束」を誠実

に実践すべく「お客さま基点」の徹底と、「コンプライアンス重視」

の風土づくりを最優先課題と位置付けて推進してきました。 

　こうした活動は、ひとえに、ステークホルダーの皆さまとの信

頼関係を築き、良き企業市民としての社会的責任を果たす上で

のボトムラインと認識しております。本リポートでは昨年度の 

主な活動を外部有識者との対談などを交えてわかり易くご紹介

することに努めてまいりました。 

　さらに将来に向けて、社会の要請や期待をより反映した活動

を進めるために、第三者意見を谷本先生に執筆戴きました。そ

の中では、より説明責任を果たす上で、「社会への約束」の実践

について、具体的な取り組みの内容と成果について、もっと丁寧

な情報開示を行うべきとのご意見をいただきました。この点は、

今後、情報開示のあり方について追求し改善していきたいと考

えています。 

　一方、近年の温暖化問題や途上国での貧困問題など、地球規

模の問題に対する企業の役割が重視されている中、当社は、輸

送機器メーカーとして本業を通じた活動や社会と共存するため

の貢献活動を積極的に取り組んできました。こうした活動も、 

「お客さま基点」や「コンプライアンス重視」の風土が根底に 

あってこその活動と認識し、今後ともこの風土を大切に、そして

確実に取り組み続けなければならないと考えております。 

　次年度のＣＳＲリポートに向け、今回いただいた第三者意見や

ステークホルダーダイアログでの貴重なご提言を活かせるよう、

着実な改善と情報開示の充実に努めていきたいと思います。ま 

た、皆さまからのご意見、ご感想もぜひお寄せくださいますよう、

心からお願い申し上げます。 
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■ GRIガイドライン対照表 
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　ヤマハ発動機グループは、積極的に地球環境の保全に貢献するために、ＣＯ２を吸
収する森林の保全とその持続可能な利用のための森林認証制度を推進するFSC（Forest 
Stewardship Council=森林管理協議会）に賛同し、本リポートに「ＦＳＣ認証紙」を
採用しました。 
　「ＦＳＣ認証紙」は、植林から保育・伐採のサイクルを適切に管理し､周りの生態系な
どにも十分配慮した森林の木材を原料とした用紙です。今後も､ヤマハ発動機グルー
プではＦＳＣ認証紙と再生紙をバランスよく使用することで､ＣＯ２の削減と資源の有
効活用を図っていきます。 

FSC認証紙の採用について 




